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第１章 序論 
 
１．１ 研究背景及び社会的要求 
１．１．１ 公共施設ストックの状況 
日本では戦後、国及び地方自治体を中心にインフラや施設整備が急務として行われてきた。特
に 1955 年以降、高度成長と急激な人口の増加に伴い、学校施設、公営住宅、庁舎、福祉施設等
の各種公共施設の整備も急がなければならなかった。そして、急速な施設整備の結果、日本は膨
大な公共施設ストックを抱えることになった。現在ではそれらの施設が更新時期を迎えつつあり、
維持管理の問題が山積している。2004 年の時点で全国にある国家機関の建築物の延べ面積で既
に 30%弱が築後 30 年以上経過しており、2014 年には 45%の建築物が築後 30 年を越えてしま
うことになる。現状では、築後 20 年を経過してから、建築物の性能維持のために費用が投入さ
れるケースが多く、2014 年には約 65%の建築物の維持保全対策を立てなければならない状況に
ある１)２)（図 1-1 参照）。そして、これは地方自治体においても同様に言えることである。地方
自治体の場合、国家機関の建築物よりストックの規模や経過年の長いいわゆる老朽化した施設が
多いため、更に深刻な問題になっている（図 1-2 参照）。また、尐子高齢化・人口減尐がさらに
進むことで、今後は税収の増加は見込めず、ストックに充当可能な費用も限られてくることが予
想される。これらの状況を踏まえると、維持保全・更新等を適切な時期・コストで行う必要性は
非常に高いと言える。 
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図 １-1 国家機関の建築物ストックの推計 
（2003 年 3 月時点データから独立行政法人を除いた推計値） 
※出典：国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告 2006.1 
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図 １-2 地方自治体の築年別床面積の内訳 
 
バブル崩壊後、1990 年代から施設の運営や長寿命化への関心が高まりつつあり、維持保全や
LCC 全般の理論、手法、あるいは施設の診断や改修、適切な維持保全手法の検討などが行われ
ている。しかしながら、これらは、住宅や民間オフィス等を対象としたものが多く、公共施設に
関しては国や自治体のストック量調査、維持保全に関する考え方の提示に留まるものがほとんど
であり、特に地方自治体の公共施設については見落とされがちであった。 
 
１．１．２ 地方自治体の財政状況 
日本は 1950 年代から高度経済を成し遂げ、1964 年の東京オリンピックと 1970 年の大阪万国
博覧会を経て第 1 次オイルショックによって成長率が落ちるまで約 20 年間、平均 9.1％の驚異
的な経済成長率を見せた。そして、その後も技術開発による高品質、高付加価値産業に転じ、安
定的な成長を維持する。しかし、不動産バブル崩壊後、雇用率の維持及び景気浮揚のために、国
と地方自治体は積極的な公共事業を展開することになる３)。 
地方自治体の 1970 年代までの平均経常収支比率を見ると都道府県、市町村ともに 70%を維持
していたものの、1991 年から急激に増加傾向になり、2000 年代後半には既に 90%を超えてし
まっていた。これは地方自治体の歳入の中で 9 割以上が経常的な支出として費やされてしまう
ことを意味し、財政的に余裕はほとんどないと言える。更に、地方自治体の公債費比率の推移を
見ると、経常収支比率の増加傾向と同様な傾向を示し現在は一般財源の 2 割程度を占めている。
これは地方財政の一般財源から約 2 割が借金の返済に充てられているということで、今後はさ
※出典：国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告 
2006.1 
1.1億㎡
20%
1.3億㎡
 24%1.8億㎡
 33%
0.9億㎡
17%
0.3億㎡
6%
０～９年
１０～１９年
２０～２９年
２０～３９年
４０年以上
全体
5.4億㎡
※出典：国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告 2006.1 
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らにその割合が増加する傾向にあると言える。これらの大きな原因のひとつには、バブル崩壊後、
地方自治体は公共事業を発注するために公債を発行し続けてきたことが挙げられる。景気が回復
した後に、経済成長率が上がれば負債も早期に返済が可能となり、公債費比率も経常収支比率も
下げることができるだろうという楽観的な考え方によって、このような事態が引き起こされたわ
けである。しかし、残念ながら、景気は回復せず、低長期期が 20 年ほど続いているため、借金
の返済は難しい状況にあると言える。更に、尐子高齢化時代が訪れ、今後も生産年齢人口は減尐
傾向が継続すると予測されるため、地方財政の回復を期待することは難しい４)５)。 
 
 
 
図 １-3 地方自治体の経常収支比率及び公債費比率の推移 
 
財政状況はますます厳しくなっていく上に、これまでに負債によって作り上げられた公共施設
は更新時期を迎えているため、早急な対応策が自治体に求められている。 
 
１．２ 本研究の目的 
本研究は、経営的かつ全庁的な視点から財政健全化、施設性能向上、コスト及び数量の適正化、
公共サービスレベルの向上などのための全ての活動を公共施設マネジメントと見なし、これらに
関する自治体及び公共施設の現状把握を行い、問題点を見出し、施設の群管理の視点から地方自
治体が公共施設マネジメントを推進するためのプロセスを提案する。 
具体的な内容を以下に示す。 
 
※ 出典：総務省「地方財政白書」を参考に作成（平成 15 年度版～平成 22 年度版） 
（http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/index.html） 
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１．自治体の保有施設の施設マネジメント計画樹立のためには、早急に現状を把握して問題点
を抽出する必要があるため、公開情報を用いた現状把握及び問題抽出手法を提案する。 
２．複数の協力自治体の施設の実態調査と保有施設に関する各種情報を収集し、現状分析を行
い、自治体毎の比較分析によって自治体が抱えている問題点を指摘する。 
３．自治体の施設マネジメント効率化のため、それを運営する組織体制と業務の取組みに関す
る調査分析を行い、他自治体でも同様にベンチマーキングとなる効率的な取り組みを抽出
する。 
４．以上の調査分析を踏まえて、市町村レベルでの公共施設マネジメント推進のために新たな
プロセスを提案する。 
 
 
１．３ 本研究における公共施設マネジメント 
建築物において維持保全・更新等の最適化には様々な手法が考えられる。大規模な修繕もしく
は改修工事において、時期をまとめたりずらしたりすることでコストを低減していく方法、日常
の維持管理費用（清掃費・警備費・エネルギーコスト）をベンチマーキング手法によって比較し
最適化する手法、日常点検等によって潜在的なリスクをあらかじめ発見し予防保全を行う手法、
利用率・入居率等を判断基準とし施設の売却・用途変更・廃止を検討する手法、その他にも様々
な手法が挙げられる。しかし、数多くの施設を所有し、それらを運営･管理している団体では、
施設の現状を確認し、改善しようとしても財政状況や組織内部の構造的な問題によって解決が難
しいことがある。そこで、公共施設運営・管理効率化のためには、建築の領域を超えた視野の確
保が求められる。 
一般的に、建築物・施設の最適化に関する手法全般をファシリティマネジメント（FM）と呼
ぶことが多い。FM はそれらを含んだ総合的な活動であると実際には定義されている。しかしな
がらそのいくつかの手法及び期待される効果が民間とは異なるため、本研究では公共における
FM を公共施設マネジメントと呼ぶこととする。公共施設マネジメントの定義及び範囲を図 1-4
に示す。 
施設マネジメントという言葉はいくつかの事業体によって様々な意味を持たせて使用されて
いる。また、関連する用語として CRE マネジメント、FM、アセットマネジメント（以下 AM）、
プロパティマネジメント(以下 PM)、PRE マネジメント、エネルギーマネジメント等が挙げられ
る。これらに用語に「公共施設資産を次世代に継承するファシリティマネジメントの提言
2008/JFMA」を参考に、本研究における施設マネジメントの意味する範囲・定義を当てはめる６)。
本研究で言う公共施設マネジメントとは、図 1-4 において点線で囲まれた部分である。既往のフ
ァシリティマネジメントに加え、PRE マネジメント部分に属している財務戦略、資金の運用及
び調達までがその範囲である。 
つまり、経営的かつ全庁的な視点から財政健全化、施設性能向上、コスト及び数量の適正化、
公共サービスレベルの向上などのためになる全ての活動と言える。 
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図 １-4 施設マネジメントの定義及び範囲 
 
公共施設マネジメントを実施することによって建物以外の根本的な部分も踏まえて現状を把
握し、総量適正化、コストの最適化、リスクの低減といった効果が得られることが期待できる。
実際、既にいくつかの自治体によって実践され一定の効果を上げている。 
自治体における資産は、インフラなどを含めて約 490 兆円あるといわれ、民間の資産と同等
の規模となっている。図 1-5 から公的不動産のうち、約 7 割以上を地方自治体が所有しているこ
とが分かる。こうした資産を適切に維持保全し、次世代へ資産を受け継いでいく必要があること
からも施設マネジメントの重要性が確認できる７)。 
※ PRE 戦略を実践するための手引書参照：PRE 研究会、2010.5 
図 １-5 公共及び民間の所有不動産資産規模 
投資用不動産 事業用不動産 公共（事業用） 公共（基盤）
財務戦略
資金調達
投資戦略
売却戦略
不動産
取得
計画・建設
不動産
運用監理
施設・設備
管理
民間 公共（事業用）
PREマネジメント
■財務戦略（公有資産）
■債務返済含む資金運用
■資金調達・投資スキーム（ＰＦＩ、ファンド活用）
CREマネジメン
ト
土木アセット
マネジメント
公共ファシリティ
マネジメント
■公有資産活用戦略
■施設統廃合
■ポートフォリオ管理
■リスク管理
■パートナ 選ー定
■投資計画立案・実施
■施設管理・設備管理
■エネルギ 管ー理
■ITインフラ管理
■ワークプレイス戦略
アセットマネジメン
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プロパティ
マネジメント
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本研究での公共施設マネジメントの
範囲・定義及び調査範囲
ＣＲＥマネジメント
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約490兆円
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約2,300兆円
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１．４ 本研究に関係する既往の研究 
 
本研究に関連のある既往研究から本研究の意義を明確にする。 
 
（1） 建物の寿命及び保全に関する研究 
日本では戦後高度経済成長の中で多くの建築物が建てられ、それらの施設が老朽化し、スクラ
ップ・アンド・ビルドに基づく考え方が一般的であった1970年代後半から、一部によって建物
の劣化問題や限られた寿命に関して疑問を持った研究が登場し始めた。飯塚は建物の減耗度調査
法８)をいくつか提案し、過去の修繕記録の調査や耐用期間の実験を通じで実態調査を試みた。
1980年代に入り、建物の寿命に関する推計手法や実態調査研究が進展した。小松ら９)１０)１１)１２)
は人間の寿命の推計方法である信頼性理論に基づき、固定資産台帳の実態に基づく建物の寿命推
計を行った。この研究により法定耐用年数とは異なる建物の実態としての寿命が明らかになった。
なお、ライフサイクルコストについても活発に研究されるようになり、1984年には建設省営繕
部がいくつかの代表的なオフィス建築を対象にLCC試算を試みた１３)。これは当時、石塚のLCC
の試算法に基づいて算定の方法論を開発するために実際の建物を対象に分析が行われたもので
ある１４)１５)１６)。そして、ライフサイクルコストに関する研究は1990年代にも継続的に行われ、
幅広い人々がLCCコストを試算できるよう、考え方の整理１７)、試算の手引書１８)、実務用データ
集１９)が出版されるなど世に広がることになる２０)。しかし、このような試算手法はあくまで試算
であり、実際の金額と大幅に異なる場合も見られる。そうした経緯で、現在ではLCCの説明と
共にその限界についても言及されることがあり２１)、あくまで試算による参考材料として捉えら
れるようになり、以前に比べ依存する傾向は見られない。 
建築物に寿命があると認識してから、保全と維持管理費に関する研究も活発に行われた。 
谷は建物を経営的な立場から建築経営費として維持管理費の研究を行った２２)。また、小林は
維持管理費の効率的な経理方式を確立するために修繕費、清掃費等を調査した２３)。橋本は東京
都内の職員住宅を対象とした保全管理の実態調査を行い、ライフサイクルの考え方を導入し中長
期的な視点で評価・検証することの必要性を提唱した２４)２５)。しかし、このような修繕費に関す
る研究に扱う修繕周期と修繕率というものが想定により作られたものであるため、コストが膨大
化することが多く見られた。このようなことを問題と指摘し、村上２６)２７)と竹林ら２８)２９)は保全
費用に加え、保全要因についても研究を行った。彼らは保全の要因として物理的劣化、機能的･
社会的劣化が存在し、その要因含めた劣化のパターンを研究した上、保全要因としては物理的劣
化、機能的･社会的劣化が大きいことを明らかにしている。高草木は設備機器に着目し、予知保
全の理論を研究するとともに実績データを分析し、各機器の信頼性評価手法や効率的な予防保全
についての更新理論を提案している３０)３１)３２)。建物の寿命や維持保全に関する考え方は新たな
展開を迎えている。近年に入っては、五十嵐らは建物を単なる施設としてではなく、資産として
扱うという観点で、良好な性能を維持しながら建物を長期利用する必要性を指摘している３３)。
建物に対する考え方が施設から資産に展開することで手法に関しても、管理･運営に留まらずマ
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ネジメントへの転換が自然に求められるようになってきた。FM推進連絡協議会では資産として
の不動産を戦略的な運用管理するためには組織体制、情報、標準化、財務などを重要なポイント
として挙げている３４)。本論文における公共施設マネジメント効率化においては、資産としての
施設を多方面から見る上記の考え方を参考としている。 
 
（2） 公共施設マネジメント関連研究 
公共施設に関してはデザイン、計画などの新築に関する内容から、管理について文献が出版さ
れるようになったのは 1990 年代後半から 2000 年代に入ってからと言え、主に整備状況
３５)３６)３７)３８)３９)や管理運営状況４０)４１)４２)４３)などを扱うものが多い。辻川ら４４)４５)４６)は官庁施設
の保全現状分析を行い、官庁施設の老朽化の現状と保全の実態調査を明らかにした上、施設保全
マネジメント手法の検討と保全マニュアルの整備まで行ったが、その領域が施設だけに絞られて
いた。 
施設マネジメントの分野においては、公共施設の方が民間に比べて遅れているという見方もあ
り、社会情勢が変わりつつある今の日本では経営的な視点から公共施設をマネジメントしようと
する動きが最近になって現れている。公共施設をストックとして効率よく使うために、横断的な
評価手法を試みた越部ら４７)４８)４９)の研究がある。越部らは公共施設を団体が公共サービスを行
うためのファシリティと考え、これらを経営するという考え方から研究を行った。国土交通省・
国土技術政策総合研究所１)では、プロジェクト研究として「住宅･社会資本の管理運営技術の開
発」を目標に日本の建築と土木を網羅して公共資産のストック把握及び課題抽出を行った。さら
に、群としてのマネジメント戦略という考え方がまとめられ、本研究が始まるきっかけになった
と言える。 
板谷５０)、円満ら５１)と国土交通省土地水資源局５２)７)によって積極的に企業不動産「Corporate 
Real Estate(CRE)」の取組みや実践のガイドラインが展開される中で、公共が保有する全ての
有形固定資産を「Public Real Estate(PRE)」と定義し、その実態を調査するとともに活用手法
や事例などをまとめ、公共資産戦略を実践するための手引書が公開されている。（社）日本ファ
シリティマネジメント推進協会(JFMA)では、公共施設 FM 研究部会を中心に有識者と全国の地
方自治体の情報交流、書籍の出版５３)５４)５５)が行われるなど、公共施設マネジメントは全国的に
広がりつつある。 
本研究は、2006 年から 3 年間に渡り、小松ら５６)５７)５８)ともに東京都下の市町村と共同で公共
ストックをマネジメントする研究会を立ち上げ、自治体の現状把握からマネジメント手法の検討
を行う中で、自治体にとって実現性の高い現状把握手法や推進プロセスがないことに着目し、自
治体経営の観点から施設マネジメントを導入しようとする自治体が実際に取組むことのできる
推進プロセスを研究することとした。そして、地方自治体の公共施設マネジメントに関して、現
在も継続的に研究している。 
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１．５ 本研究の構成 
本研究は、資料の存在の有無及び施設の総量も把握しきれていない現状を踏まえ、施設という
レベルを超えた経営的な考え方をベースとしたより総体的な観点から、公共施設マネジメントの
効率化をはかることを目標とする。 
なお、本研究は以下の 5 章から構成されている。（図 1-6） 
 
 
「第１章  序論」 
本章で、研究の背景、目的、方法などの研究全体に関する概要を述べ、関連既往研究について
考察する。 
 
 
「第２章  公開情報を用いた地方自治体の施設現状把握手法」 
効率的な公共施設マネジメントを実施するためには、先ず自治体の施設の現況把握が重要であ
る一方で、現況把握と問題点抽出に時間、手間、コストがかかることは望ましくない。そこで 2
章では、概略的な簡単かつ低コストで現況把握ができる手法として、公開情報を用いた自治体の
現状把握による問題点の抽出とその手法の提案を目的とする。なお、施設を大量に保有している
自治体の場合、施設マネジメント効率化のためには施設の物理的な老朽化状況把握だけでは根本
的な解決には至らないことは明らかで、問題点抽出のため自治体の財政状況、保有施設の物理的
な老朽化状況、施設マネジメントへの取組み状況を総合的に把握することに重点を置いて研究を
行う。 
 
 
「第３章  公共施設の維持保全に関する実態調査」 
自治体の公共施設維持保全に関する実態を把握するため、3 段階で調査を行う。まず、第 1 段
階ではいくつかの施設を選定し、現地調査を行う。現地調査では対象施設の老朽化実態を把握す
ることが主な目的であるが、公共施設というものが実際にどのような機能をしているのかを理解
することに重点を置く。第 2 段階では、東京都下 26 自治体のコミュニティ関連施設を対象にア
ンケート調査を行う。この調査は、公共施設の基本情報、維持保全工事履歴情報、施設利用情報、
エネルギー消費関連情報などをアンケート形式で収集し、分析を行う。第 3 段階では自治体が
保有している施設全体に関する情報がどの程度の内容を含んでいるかを把握することを目的と
している。 
 
 
「第４章  組織構造及び施設マネジメント関連業務プロセスに関する研究」 
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自治体による施設マネジメント効率化のための問題意識の共有や情報交換は、建築保全センタ
ーや JFMA などのような団体を中心に広がりつつある。しかしながら、未だに多くの自治体で
は公共施設の問題は営繕部門の業務であるとの認識が強く、自治体全体の課題であるという認識
は乏しい。4 章ではその点に着目し、自治体の業務及び取組みの現状を明らかにし、効率的な組
織体制・業務プロセスについて考察することを目的とする。 
 
 
「第 5 章 総括」 
各章における結論から地方自治体の公共施設マネジメント効率化のための考察を踏まえ、今後
地方自治体が公共施設マネジメントを推進する際の一助となるプロセスを提案するとともに、研
究の方向性についての展望を述べる。 
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図 １-6 本研究の構成 
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４８）越部 毅：横断型経営評価手法による日常圏型公共施設経営の評価と考察 : 公共施設
のファシリティマネジメントに関する基礎的研究 その 2、日本建築学会計画系論文集、
第 579 号、2004.05 
４９）越部毅、糸井 孝雄：日常圏型無料公共施設のＬＣＣマネジメントの考察  公共施
設のファシリティマネジメントに関する基礎的研究 その３、日本建築学会計画系論
文集、第 586 号、2004.12 
５０）板谷敏正、高橋秀樹、百嶋徹、石川聡：CRE 戦略と企業経営、東洋経済新報社、2006.7 
５１）円満、鈴木、板谷：公共不動産 PRE(Public Real Estate)指標の可視化の試み、日本
建築学会学術講演梗概集. F-1、2008.7 
５２）CRE 戦略実践のためのガイドラインと手引き：国土交通省土地水資源局土地情報課
監修、合理的な CRE 戦略の推進に関する研究会編著、2008.4 
５３）公共施設戦略-公共施設は生き残れるか？－PART2：社団法人 日本ファシリティマ
ネジメント推進協会/公共施設 FM 研究部会、2004.4 
５４）パブリック FM 実践ガイドブック：日本ファシリティマネジメント推進協会/公共施
設 FM 研究部会、2008.10  
５５）公共ファシリティマネジメント戦略：社団法人 日本ファシリティマネジメント推進
協会、2010.9 
５６）2007 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメン
ト研究会、2008.4 
５７）2008 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメン
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ト研究会、2009.5 
５８）2009 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメン
ト研究会、2010.4 
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第２章 公開情報を用いた地方自治体の施設状況把握 
 
２．１ 地方自治体の公共施設資産関連情報の動向 
２．１．１ 公共施設資産関連法規 
日本の地方自治は戦後、「中央集権から地方分権へ」、「知事･市町村長の直接公選制」を目
的に、1947 年 4 月に地方自治法が整備された１）。しかし、2000 年 4 月に施行された改正地方
自治法の整備により機関委任事務が廃止されるまでは、国と地方の関係は上下関係に近い状態で
あったと言える。 
地方自治の誕生により、1948 年には国有財産法と地方財政法、1950 年には地方税法が次々と
定められ、国は地方に一定の権限を付与しながら、税の徴収、公有資産の管理･運営をすること
になる。経済成長期とバブル崩壊を経て地球温暖化や尐子高齢化などの社会情勢変化により、既
存施設の長期利用、省エネルギー対策が重要視され、公共施設の資産管理･運営にも政策的な変
化が求められるようになってきた。例えば、国有財産法では 2006 年の改正により、余裕資産に
関しては有効活用できるように制限を緩和している。また、省エネ法では 2008年の改正により、
建築物に関しても対策を求められるようになっている。耐震改修促進法では 2006 年の改定によ
り、耐震化対象施設の拡大のため、地方自治体の「耐震改修促進計画」の策定が義務付けられて
いる。 
地方自治体の行･財政運営に関しても新たな法整備が行われ、行政改革推進法（2006 年）と地
方財政健全化法（2007 年）が制定された。これらは共に北海道夕張市の財政破綻をきっかけに、
地方自治体の放漫経営と財政悪化を防ぐために整備された法律である。特に地方財政健全化法は
1995 年に整備された「地方財政再建促進特別措置法（以下、「旧再建法」）」の盲点を補完す
る形で制定され、4 つの財政健全化判断指標と早期健全化基準、財政再生基準で市の財政状況を
チェックする内容などが盛り込まれている２）。 
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表 ２-1 主な公共施設資産関連法 
名称 整備時期 主な内容 備考 
地方自治法 1947 年 
4月 14日 
地方自治体の区分並びに組織及び運営に関する事項の大
綱を定め、併せて国と地方自治体との間の基本的関係を
確立することにより、地方自治体における民主的にして
能率的な行政の確保を図る 
2000 年 改
正地方自治
法：機関委
任事務廃止 
国有財産法 1948 年 
6月 30日 
国有財産の管理、取得、維持、保存、運用及び処分など 2006 年 改
正：国有財
産の貸付、
処分緩和及
び効率的な
運用 
地方財政法 1948 年 
7 月 7 日 
地方財政の運営、国の財政と地方財政との関係等に関す
る基本原則を定め、もつて地方財政の健全性を確保し、
地方自治の発達に資することを目的とする 
- 
地方税法 1950 年 
7月 31日 
地方団体の課税権を定め、都道府県及び市区町村の税目
や法定外普通税、地方税の賦課・徴収の手続等を定めた
法律である。 
- 
省エネルギ
ー法 
1979 年 
6月 22日 
エネルギーの使用の合理化を総合的に進めるために必要
な措置等を講ずることとし、もつて国民経済の健全な発
展に寄与することを目的とする 
2008 年 改
正：住宅・
建築物分野
の対策の強
化 
耐震改修促
進法 
1995 年
12 月 25
日 
阪神大震災後、地震による建築物の倒壊等の被害から国
民の生命、身体及び財産を保護するため、建築物の耐震
改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地
震に対する安全性の向上を図り、もって公共の福祉の確
保 
2006 年 改
正：市の「耐
震改修促進
計画」策定
の義務化 
地球温暖化
対策促進法 
1998 年
10月 9日 
地球温暖化対策に関し、国、地方自治体、事業者及び国
民の責務を明らかにするとともに、地球温暖化対策に関
する基本方針を定める 
- 
行政改革推
進法 
2006 年 
6 月 2 日 
簡素で効率的な政府（小さな政府）を実現するための行
政改革の基本理念や、重点分野における改革の基本方針
やプログラムを示したスケジュール法 
- 
地方財政健
全化法 
2007 年 
6月 22日 
地方自治体の財政の健全化のために、健全性に関する比
率を公表し、健全化の計画を策定する制度を定める 
- 
※ 総務省法令データ提供システム参照 
(http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi) 
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２．１．２ 地方公会計整備に至るまでの経緯 
以下の表 2-2 に旧再建法と地方財政健全化法の特徴を示す。旧再建法では市の財政悪化状況を
早期に発見することが難しく、しかも一般会計注1が対象となるため、夕張市のように公営企業や
第 3 セクターの債務や損失を把握することができない。さらに、情報掲示においても市ごとに
様々であるため、実態を正確に把握しにくい。これに対して新たに整備された地方財政健全化法
は普通会計注2がベースとなるので特別会計なども網羅し、他自治体とも比較できるようになって
いる。なお、情報整理基準の標準化及び定期的な掲示公表が義務付けられている３）。 
 
表 ２-2 旧再建法と地方財政健全化法の特徴 
 区分 旧再建法 地方公共団体財政健全化法 
財政健全化の
仕組み 
財政再建団体の基準しかなく、早
期是正を図る段階がない 
財政再生基準の前段階として早期健全
化基準を設け、自主的な改善努力によ
る財政の早期健全化を促す 
対象となる会
計 
一般会計を中心としており、公営
企業や一部自治組合・第三セクタ
ーなどの経営状況は考慮されない 
公社や第三セクターの負債や赤字につ
いて明らかにし、地方公共団体の財政
の全体像を浮き彫りに 
財政状況を判
断する方法 
単年度の現金収支（フロー）の指
標のみで、ストック（負債等）の
財政状況に課題があっても対象と
ならない 
公社・三セク等を含めた実質的負債に
よるストック指標である「将来負担比
率」を導入 
情報開示 
分かりやすい財政情報の開示や、
財政情報の正確性を担保する手段
が不十分 
監視委員の審査・議会報告・住民への
公表を義務化して、情報開示を徹底 
公営企業の経
営について 
早期是正の機能なし 「資金不足比率」を用いた経営健全化
の仕組みを設ける 
※ 総務省：「地方自治体の財政の健全化に関する法律」参照 
（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/index1.html） 
 
 
                                                   
注1 一般会計とは、地方自治体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計である。これに対し、特定の事
業を行うもの、特定の歳入を特定の歳出に充てるために経理を独立して扱われるものを特別会計という。
これを除いたすべての経費は、一般会計として扱われる。 
注2 普通会計とは、地方財政統計上、統一的に用いられる仮想会計である。 
地方自治体の財政の規模は、個々の団体によって、設置される特別会計も違えば一般会計が網羅する範囲
も違うため、地方自治体間の財政比較や統一的な把握ができないので、普通会計という各地方自治体共通
の基準による統計上の会計区分を設定して、各地方自治体間の財政比較が可能となるようにしている。 
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地方財政健全化法で地方自治体の行･財政情報整理の標準化の根幹になったのは、総務省方式
と言われる公会計改革である。以下の表 2-3 に地方公会計の整備にいたるまでの取組みを示す。 
バランスシート注3と行政コスト計算書注4が総務省方式よって標準化されたのは 2001年からであ
る。それまでの公会計は赤字の地方自治体に対する財政再建制度として 1995 年に整備された旧
再建法に基づいていた。しかしながら、上記の表 2-4 で述べたように以前の地方自治体の公会計
では資産･負債の全体像を把握することが困難であるなど、事実的な機能をしなかったため、公
会計を改革することになる。 
公会計改革では、公会計に企業会計手法を導入し、財政状況の明確化かつ統一基準を定めるた
め、2000 年 3 月に総務省（旧自治省）「地方自治体の総合的な財政分析に関する調査研究会」
によって、ストック情報を表す普通会計の統一的なバランスシート作成方針（いわゆる総務省方
式）が示された。2001 年 3 月にはバランスシート作成マニュアル、行政コスト計算書作成マニ
ュアルが示された。これに従い都道府県、市町村の多くがバランスシートや行政コスト計算書を
作成開示するとともに、固定資産に関する財務分析結果を公開することになった。2007 年に地
方財政健全化法が公布された際には、資金収支計算書注5と純資産変動計算書注6が加えられ、財務
4 表と呼ばれるようになる。 
                                                   
注3 バランスシートとは、一定時点における企業の財政状態を明らかにするもので、一定時点における
企業の資産、負債、資本が記載されることと同様に、地方自治体の資産、負債等の状況を明らかにするも
のである。つまり、地方自治体においては、年度末に、自治体が住民サービスを提供するために保有して
いる資産（土地、建物、現金等）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括
的に表したものである。また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表で
あることから、バランスシートとも呼ばれている。 
注4 行政コスト計算書とは、自治体の１年間の行政活動のうち人的サービスや給付サービスなどといった
資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源
（使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金）を対比させた書類である。また、生活インフラ・国土保全、
教育、福祉といった行政目的別に、それぞれの経費を把握することができる。 
注5 資金収支計算書とは、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる「経常収支の部」、「公共資
産整備収支の部」及び「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表示した財務書類である。「経常収
支の部」は、日常の行政活動による資金収支の状況、「公共資産整備収支の部」は、公共事業等に伴う資金
の使途とその財源の状況、「投資・財務的収支の部」は、出資・貸付・市債の償還などの支出とその財源の
状況を表示している。 
注6 純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目の数値が１年間でどのよう
に変動したかを表している計算書である。貸借対照表にも表記してあるように、純資産は現在までの世代
が負担してきた部分であり、今までの世代が負担してきた部分の 1 年間における増減を把握することがで
きる。 
 31 
表 ２-3 公会計整備の取組み４) 
 地方 国 
2000 年 3 月 「地方公共団体の総合的な財政分析に
関する調査研究会」報告書 
・普通会計バランスシートの作成モデル
を公表 
 
 10 月  「国の賃借対照表（試案）」 
・「国の賃借対照表作成の基本的考
え方」をとりまとめ、1998 年度決
算表より公表 
2001 年 3 月 「地方公共団体の総合的な財政分析に
関する調査研究会」報告書 
・行政コスト計算書、各地方公共団体全
体のバランスシートの作成モデルを公
表 
 
2004 年 6 月  「省庁別財務書類の作成基準」（財
政制度等審議会） 
 10 月  「省庁別財務書類（14 年度決算分）」
を公表 
2005 年 9 月 「地方公共団体の連結バランスシート
（試案）」 
・公社・第 3 セクター等を含めた連結バ
ランスシートの作成モデルを公表 
「国の財務書類（15 年度決算分）」
を公表 
・国のフローとストックの財務情報
を作成 
2006 年 3 月 全都道府県・政令市で「連結バランスシ
ート（試案・16 年度決算分）」を公表 
 
 5 月 「新地方公会計制度研究会」報告書公表  
 6 月  「公会計整備の一層の推進に向けて
～中間取りまとめ～」（財政制度等
審議会） 
 7 月 「新地方公会計制度実務研究会」発足  
 8 月 「地方公共団体における行政改革の更
なる推進のための指針」総務事務次官通
知 
・取組状況や団体規模に応じ、3 年後な
いし 5 年後までに、4 表の整備又は 4
表作成に必要な情報の開示を要請 
 
※ 総務省：「公会計制度改革の背景と意義」公会計に関するブロック説明会（2007 年 10 月 25
日関東･甲信越ブロック）参考資料を参照 
（http://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/setsumeikai.html） 
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２．２ 公開情報を用いた地方自治体の施設状況把握研究の概要 
２．２．１ 研究の背景及び目的 
日本の公共施設ストックは、第 1 章で前述したように膨大な規模となってきた５）６）。多くの
公共施設を保有することとなった結果、現在ではその保有施設の維持管理が問題となり、さらに
それらの施設は更新の時期を迎えつつある。しかし、多くの地方自治体において保有施設の維持
保全は様々な理由で正常に機能していないといえる。特に逼迫する財政状況から、現時点では維
持管理に予算を反映するのが難しい状況にあることも事実である。また、尐子高齢化時代の到来
により深刻化する地方財政はさらに厳しくなると予想される中で今後の対策が求められている。 
効率的な公共施設マネジメントを実施するためには、先ず必要となるのはそれぞれの地方自治
体の現況把握である。そして、その現状把握は建物の物理的な劣化状況だけではなく、地方自治
体の財政状況と現在の施設マネジメントに関する取組み状況も把握する必要がある。既往の文献
７)８)では地方自治体の保有公共施設が膨大であることやライフサイクルコスト試算で今後更に
膨大なコストがかかることが示されている。しかし、それを把握できた地方自治体であっても、
維持保全に当てられるコストの不足や内部の体制不備などにより、実際に施設マネジメントに取
組むまでには至らない場合が多い。そこで本研究では、地方自治体の現状を概略的に把握するた
め、公開された地方自治体の行･財政関連情報を用いて公共施設のストックの量、コスト、活用
状況、経営情報などについて広範囲にわたって分析・評価し、それぞれの地方自治体の問題点を
抽出することを目的とする。 
本研究で抽出された問題点の中でさらに深刻と判断された問題点から、さらに踏込んだ実態調
査や解決策の検討を行い、公共施設マネジメントの効率化に繋がる基礎データとして活用する。 
概略的な地方自治体の現状把握のために、本研究では以下の 3 項目を満足させることを条件と
して設定している。 
表 ２-4 概略的な現状把握のための 3 つの条件 
 コストと時間と手間がかからないこと 
 資料の入手し易さ、誰でも資料入手と分析評価ができること 
 保有施設の劣化状況を含め、地方自治体の財政状況と施設マネジメントへの取組
み状況を同時に把握できること 
 
２．２．２ 研究方法及び内容 
地方自治体の財政状況及び保有公共施設全体の維持保全状況を調べるためには、対象地方自治
体から現在に至るまでの行政運営及び施設運営関連資料などを収集することが重要であるが、こ
れを実現することは非常に難しい。そこで本研究では上記の表 2-4 で示した 3 つの条件を満足さ
せるため、公開情報を用いて調査を行う。なお、ここで用いるのは主に、各地方自治体が統一さ
れた基準（総務省方式モデル）に基づいて毎年作成しているバランスシート、行政コスト計算書
と財政白書、決算カード９）１０）１１）である。 
これまで、各地方自治体の会計区分は一様ではなかったため、地方自治体の行・財政状況を比
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較調査分析することは極めて難しかった。しかしながら、2001 年度に会計作成マニュアル、い
わゆる「総務省方式」が公表されたことをきっかけに、一般行政部門の会計を統一的な方法で整
理することができた９）。本研究ではこのような行・財政関連情報を分析することより、地方自治
体の現状を明らかにするとともに地方自治体相互間の比較が可能となると考えている。 
研究フローは次の図 2-１に示す通りで、まずは地方自治体の行・財政関連情報の動向に関し
て述べる。調査した関連情報から地方自治体の総資産規模、財政状況、施設劣化状況、施設マネ
ジメント取組み状況などが把握できる項目を選定し、分析を行う。 
分析は図 2-１に示すように 3 段階で行う。まず、第 1 段階では各項目について地方自治体ご
との比較分析を行い、次に第 2 段階として 2 つの重要項目による PPM マトリクス分析注7を行っ
た。第 3 段階では全ての分析項目から、「財務・運営の健全性を表す指標」、「有形固定資産の物
理的な状況を表す指標」、「有形固定資産管理への対応状況を表す指標」を選定し、現状把握のた
めの総合評価指標とした。以上のような評価手法について 26 地方自治体を対象に検証を行った。
分析においては公開情報が最も多かった 2006 年度の資料を収集した。なお、ここでは主に 2006
年度の財政関連資料を活用したが、一部は 2005 年度資料を用いて分析を行った。 
 
図 ２-1 研究のフロー 
 
調査対象は公共施設ストックマネジメント研究会を結成し、活動している東京都市建設行政協
議会の構成地方自治体（多摩地域 26 地方自治体）を対象とする。なお、資料の作成又は公開が
行われてない地方自治体と公開資料が総務省方式ではない地方自治体の場合、比較分析ができな
いため本調査対象から除外した。 
                                                   
注7 PPM(Product Portfolio Management)とは、企業における複数事業を効果的に組み合わせて管理す
ることで、経営戦略の意思決定を行う際に活用する評価手法の一つであり、本稿では自治体の財政健全化
状況と施設運営管理の現状を同時に把握するために用いる。 
•行・財政資料財務諸表による項目ごと
の分析を行う多団体との比較。
•自治体の資産規模、財政状況、劣化状
況、施設運営管理状況が分かる項目を
選定。
多項目評価
第3段階：多項目評価
（第1、第2段階の分析から抽出した項目を2次加工）
第2段階：PPMマトリクス分析
（バランスシートと行政コスト計算書の組合せた分析）
バランスシートの分析 行政コスト計算書の分析
第1段階：単項目及び他団体間比較分析
•PPMマトリクス分析による２変数の
視点から相対的な優劣を把握する。
•自治体の財務運営健全性、保有施設
の物理的な劣化状況、施設マネジメ
ント対応状況の指標算出による多項
目評価。
自治体ごとの問題点抽出
•自治体間比較に夜改善点、ベンチ
マーキング
•今後の方向性及び対応策樹立の基礎
とする。
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２．３ 分析対象データ及び収集状況 
２．３．１ 分析対象データ 
（1） バランスシート９)１０)１２) 
ここでは、先ずバランスシートの構成について述べる。以下の図 2-2 にバランスシートの構成
の概略を示す。バランスシートは、地方自治体の資産、負債等の状況を明らかにするものであり、
「資本部（正味資産）」、「負債部」、「資産部」が一覧表になっており、貸借対照表とも言う。
バランスシートは左側の資産部と右側の資本･負債部で構成され、前者は企業活動で活用してい
る資産を示すもの、後者は企業活動の資金をどのように調達しているかを示すものである。「資
本・負債」により調達した資金で「資産」が取得されるため、「資本・負債」の合計と「資産」
の合計は必ず一致する。つまり、左右のバランスがとれているので、バランス・シート（B/S）
とも呼ばれる。 
「資産部」は、大きく有形固定資産、流動資産、投資などの 3 つに分けられる。「負債部」
は、将来において支払や返済の必要があるもの示し、固定負債と流動負債に分けられる。「資本
部」は、企業会計では「純資産」といい、株主が出資した資本金と企業の利益留保（＝利益の蓄
積）から成り立つ自己資本を示す。公会計では営利活動を目的としない、地方自治体のバランス
シートを作成するものであることから、資本、持分等の名称を避け、「正味資産」と呼ぶ。それ
ぞれの項目の内容及び該当費用は表 2-5 に示す。 
 
資 
産 
部 
有形固定資産 
負 
債 
部 
固定負債 
流動資産 
流動負債 
資 
本 
部 
正味資産 
投資など 
図 ２-2 バランスシートの簡易構成図 
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表 ２-5 バランスシートの各項目 
名称 説明 
資産部 
有形固定
資産 
決算日の翌日から１年を超えて使用される資産を示し、公会計では
土地、建物、構築物、機械装置、備品などが該当し、長期間にわたっ
て行政サービスを提供するために使用される資産を計上する。  
流動資産 
決算日の翌日から１年以内に現金化できる資産を示し、公会計では
財政調整基金、減債基金、現金、地方自治体税や分担金負担金の収入
未済額である未収金が計上される。  
投資等 出資金、貸付金、基金などが該当する。 
負債部 
流動負債 
１年以内に支払をしなくてはならない負債を示し、公会計では地方
債翌年度償還予定額及び翌年度繰上充当金などが該当する。 
固定負債 
長期借入金、地方債など支払日まで１年超の期限があるものを示
す、公会計では流動負債に該当しない全ての負債を固定負債とし、地
方債、当職給与引当金、債務負担行為などが該当する。 
資本部 正味資産 国庫支出金、都道府県支出金と一般財源に分類して表示する 
 
 
（2） 行政コスト計算書９)１０)１２)  
バランスシートでは地方自治体の資産、負債等の状況を把握することはできるが、地方自治体
の行政活動は、将来の世代も利用できる資産の形成だけでなく、人的サービスや給付サービスな
ど、資産形成につながらない当該年度の行政サービスもまた大きな比重を占めている。このよう
な地方自治体の活動をトータルに説明するのが行政コスト計算書である。そこで、地方自治体の
すべての行政運営活動を総合的に説明する観点から、バランスシートだけでなく、行政サービス
提供のための当該年度のコスト情報を明らかにする｢行政コスト計算書｣を作成することが有意
義であると言える。 
 
① 行政コスト計算書の構成９)１０)１１) 
企業会計においては、民間企業は利益を目的として活動しているため、損益計算書で売上に対
応する売上原価を費用として算出し、それを損益計算の基礎として利益を算出する。それに対し
て公会計においては、営利活動を目的としないため、このような損益計算ではなく、公共サービ
スにどれだけのコストがかかっているかなど行政コストの内容自体の分析を行うことを目的と
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している。そのために作成されるのが行政コスト計算書であり、大きく｢行政コスト｣と｢収入項
目｣から構成される。図2-3に行政コスト計算書の構成図を示す。 
行政コストは、企業会計では費用に該当するものであり、地方自治体が行政サービスの提供の
ために要したコストを表す。企業会計では費用の性質により営業費用（売上原価、販売費及び一
般管理費）、営業外費用（支払利息など）、特別損失（臨時の損失など）に分類されるのに対し
て、行政コストは、その性質により｢人にかかるコスト｣｢物にかかるコスト｣｢移転支出的なコス
ト｣｢その他のコスト｣の4つに分類される。 
収入項目は、企業会計では収益に該当するものであり、地方自治体が行政活動によって得た収
入を表す。企業会計では収益の性質により営業収入（売上高）、営業外収益（受取利息など）、
特別利益（臨時の収入）に分類されるのに対して、行政コスト計算書の収入項目はその性質によ
り、使用料・手数料等、国庫・都支出金、一般財源に分類される。 
 
行政コスト 
人にかかるコスト 
物にかかるコスト 
移転支出的なコスト 
その他コスト 
収入項目 
使用料・手数料等、国庫・
都支出金、一般財源など 
図 ２-3 行政コスト計算書の簡易構成図 
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② 行政コストの分類９)１０)１１) 
行政コスト計算書では、コスト分析を容易にするため、行政の性質別に分類されたコスト項目
と行政分野の目的別に分類されたコスト項目に分けられる。 
性質別に分類されるコストとは、経費をその経済的性質を基準として分類したものであり、上
記の図2-3で示した行政コスト計算書の主な構成要素である。性質別に4分類される「人にかかる
コスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出的なコスト」、「その他コスト」の細部項目を表
2-6に示す。 
表 ２-6 行政コストの性質別分類 
行政コスト区分 細部項目 
人にかかるコスト 人件費、退職手当引当金繰入額 
物にかかるコスト 物件費、維持補修費、減価償却費 
移転支出的なコスト 
 
扶助費、補助費等、繰出金、 
普通建設事業費（他団体等への補助金等） 
その他コスト 公債費（利子分のみ）、不納欠損額 
 
目的別に分類されるコストとは、経費をその行政目的によって総務費、民生費、衛生費、土木
費、教育費、農林水産業費等に分類したものであり、これは地方自治体の予算及び決算における
項目の区分を基準とした分類になっている。 
 
表 ２-7 行政コストの目的別分類 
行政コスト区分 細部項目 
総務費 総務管理費、徴税費、戸籍・住民基本台帳費、選挙費、統
計調査費、監査委員費 
民生費 社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、災害
救助費 
衛生費 保険衛生費、結核対策費、清掃費 労働費・・失業対策費、
労働諸費 
土木費 土木管理費、道路橋りょう費、河川費、都市計画費（街路
費、公園費、下水道費、区画整理費）、住宅費、空港費 
教育費 教育総務費、小学校費、中学校費、特殊学校費、高等学校
費、幼稚園費、社会教育費、保健体育費、大学費等 
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２．３．２ 分析対象データの収集状況 
地方自治体バランスシート、行政コスト計算書、財政白書の作成状況を以下の表 2-8 に示す。
なお、資料開示状況は 2005 年度及び 2006 年度の資料について、ホームページ上での開示が
行われているか否かで判断している。表 2-8 を見ると全体を通じ、おおよそ半数以上の地方自
治体が開示している。地方自治体によってはバランスシートや行政コスト計算書、財政白書の
中に盛り込んだ形で掲示している地方自治体もある。 
 
表 ２-8 財政関連資料開示状況 
区分 
財政白書 バランスシート 行政コスト計算書 
2005 年度 2006 年度 2005 年度 2006 年度 2005 年度 2006 年度 
八王子市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
立川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
武蔵野市 ○ ○ △（総務省×） △（総務省×） △（総務省×） △（総務省×） 
三鷹市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
青梅市 × ○ ○ ○ × × 
府中市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
昭島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
調布市 × × × × × × 
町田市 × ○ × ○ × ○ 
小金井市 △ △ ○ ○ ○ ○ 
小平市 × × ○ ○ ○ ○ 
日野市 × ○ ○ × ○ ○ 
東村山市 × ○ ○ ○ × × 
国分寺市 × × × △（総務省×） × △（総務省×） 
国立市 × × ○ ○ ○ ○ 
福生市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
狛江市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
東大和市 × × × × × × 
清瀬市 × × ○ ○ × × 
東久留米市 × × △（総務省×） △（総務省×） × × 
武蔵村山市 × × × × × × 
多摩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
稲城市 ○ ○ ○ ○ ○ × 
羽村市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
あきる野市 × ○ × ○ × ○ 
西東京市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
○：資料作成し、ホームページ上での開示されている。 
△：資料作成し、ホームページ上での開示はされているが、総務省方式ではないため比較分
析できない。 
×：ホームページ上で開示されてない。 
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２．４ 各項目のデータ分析 
２．４．１ 分析項目の選定 
本項ではバランスシートと行政コスト計算書に盛り込んでいる各項目を抽出し、単項目間比較
分析を行う。以下の表 2-9 に示す分析項目はバランスシートと行政コスト計算書の項目の中で選
定された項目である。 
 
表 ２-9 分析項目 
分析項目 
バランスシート 行政コスト計算書 
社会資本形成の世代間比率 
＿正味資産比率 
＿次世代負担比率 
予算額対資本比率 
有形固定資産の行政目的別割合 
住民一人当たりのバランスシート 
＿社会資本形成額 
＿負債額 
資金手当率 
老朽化比率 
目的別割合  
性質別割合 
収入項目対コスト 
有形固定資産対コスト比率 
住民一人当たりコスト 
有形固定資産と行政コスト計算書の比較 
 
 
２．４．２ 調査対象地方自治体の保有有形固定資産規模 
図 2-4 はデータの収集できた地方自治体について、全体規模を示す有形固定資産総計と人口の
グラフである。図から、人口の規模と有形固定資産総額は類似パターンであり、その決定係数
（R2）は 0.84 である。有形固定資産の規模が大きい地方自治体は八王子市、町田市、府中市の
順で、人口の規模も同じパターンであり、八王子市は人口 50 万人を越えている。なお、人口 10
万人以下、有形固定資産総額１億円程度の比較的小規模の地方自治体も見える。そのうち、多摩
市は人口規模に比べ有形固定資産合計が大きく見える。人口の多い市ほど有形固定資産の規模が
大きい傾向が見える。なお、「※」印の自治体は 2005 年度のデータを用いたことを意味する。 
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図 ２-4 有形固定資産総計と人口 
 
２．４．３ バランスシートによる各項目分析 
（1） 社会資本形成の世代間比率 
社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産（これまでの世代によって既に負
担された分）と、負債（将来の世代が負担しなくてはならない分）の割合を示す指標として、正
味資産比率と次世代負担比率がある。正味資産比率はこれまで形成してきた資産のうち、既に現
在までの世代によって清算された資産がどの程度なのかを表す指標である。 
負債とは、正味資産以外を意味し、将来、次世代が負担しなくてはならない。ここでの次世代
負担比率は有形固定資産のうち、次世代が負担する負債がどの程度残っているかを確認するため
の指標である。 
つまり、この二つの指標を見ることによって当該自治体の公共施設資産が自治体内部の財政余
力の範囲で形成されてきたのか、それとも無理をしながら形成されてきたのかを確認することが
できる。 
 
【定義】 
正味資産比率 ＝ 
正味資産 
有形固定資産総額 
次世代負担比率 ＝ 
負債 
有形固定資産総額 
 
 
図 2-5 に示す次世代負担比率を見ると府中市、多摩市は有形固定資産のうち、15％が次世代
の負担として残っており、調査した自治体の中で最も低い値となっている。福生市、町田市、
羽村市、青梅市、立川市は有形固定資産のうち 25％以下の負債が残っている。一方、国立市、
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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小金井市は 50％近くが負債として残っており、次世代の負担が大きいこととなるので他の自
治体に比べて早急な対応策が求められる。なお、図 2-6 に示す正味資産比率が最も高いのは、
府中市で、次いで青梅市、福生市が高くなっている。また、東村山市、小金井市が比較的低い
割合となっている。 
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図 ２-5 次世代負担比率 
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図 ２-6 正味資産比率 
 
（2） 予算額対資本比率 
図 2-7 に示す予算額対資本比率とは、歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、
ストックである資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見る指標である。公共資産の場合、
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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民間資産に比べて有形固定資産の割合が多いと言われているが、この図を見ると資産総額のうち
ほとんどが有形固定資産であることが分かる。この指標が高いほど、財政規模に比べて有形固定
資産が多く、社会資本が比較的よく整備されていると言うことができる反面、必要以上に整備さ
れている可能性もある。また、財政規模からみて膨大な有形固定資産の老朽化が進んだ場合、そ
の対応に更に苦しくなる可能性もあると言える。 
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図 ２-7 予算額対資産比率 
 
（3） 有形固定資産の行政目的別割合 
有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比重を把握する
ことができる。この指標を地方自治体間で比較することにより、地方自治体ごとの資産形成の特
徴を理解することが可能となる。また、このような分析により、今後の資産整備の方向性を検討
するのに役立つものと考えられる。 
まず、図 2-8 に調査対象地方自治体全体の有形固定資産の行政目的別割合を求めた。その中で
土木費、教育費、総務費、衛生費、民生費の 5 つの項目が全体有形固定資産の 9 割以上を占め
ている。そこで、本項ではこの 5 つの項目において地方自治体間比較分析を行った。 
下記に有形固定資産のうち総務費の占める割合を算出する場合の定義を示す。 
 
【定義】 
 
総務費の割合 = 
総務費 
有形固定資産合計 
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図 ２-8 有形固定資産の行政目的別割合 
 
① 総務費 
図 2-9 は各自治体の行政コストのうち総務費の割合を示す。総務費は庁舎管理、広報発行、戸
籍謄（抄）本・住民票交付、市税の賦課・ 徴収、選挙、監査などに係る経費に該当し、施設と
しては役所、地域センターなどの庁舎関連事務施設が主である。小金井市やあきる野市が有形固
定資産のうち約 16％を総務費に充てていることがわかる。逆に稲城市や狛江市は 2％弱しか充
てていないことがわかる。つまり、小金井市やあきる野市の場合、他の自治体に比べて庁舎関連
施設に多くの行政運営コストがかかっていると言える。 
図 ２-9 総務費 
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② 民生費 
図 2-10 は各自治体の行政コストのうち民生費の割合を示す。民生費は高齢者、障がい者、児
童福祉、生活保護などに係る経費に該当し、施設としては老人福祉センター、福祉会館、保育園、
児童館、保養施設などの福祉関連施設である。羽村市、狛江市が有形固定資産のうち多くの割合
を民生費に充てていることがわかる。また、八王子市や稲城市は 1％程度しか充ててないことも
わかる。つまり、羽村市や狛江市の場合、他の自治体に比べて福祉関連施設に多くの行政運営コ
ストがかかっていると言える。 
 
図 ２-10 民生費 
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③ 衛生費 
図 2-11 は各自治体の行政コストのうち衛生費の割合を示す。衛生費は市民の健康保持などの
保健衛生やごみ処理などの清掃に係る経費に該当し、施設としてはリサイクルセンター、斎場な
どの施設である。民生費に充てている割合が尐なかった八王子市が比較的多くの割合を衛生費に
充てていることがわかる。また、あきる野市、稲城市は 1％未満であった。つまり、八王子市の
場合、他の自治体に比べて福祉関連施設に多くの行政運営コストがかかっていると言える。 
 
図 ２-11 衛生費 
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④ 土木費 
図 2-12 は各自治体の行政コストのうち土木費の割合を示す。土木費は道路・橋りょう、公園、
都市計画、区画整理などに係る経費に該当し、施設としては道路、公園、橋りょうなどのインフ
ラ関連施設である。有形固定資産のうち最も多くの割合を充てていたのがこの土木費で、日野市、
立川市、府中市は約 6 割にも及んでいる。羽村市、青梅市以外の他の自治体も有形固定資産の
うち約 5 割前後の割合を占めている。 
  
図 ２-12 土木費 
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⑤ 教育費 
図 2-13 は各自治体の行政コストのうち教育費の割合を示す。教育費は学校教育やスポーツ、
公民館､図書館などの社会教育に係る経費に該当し、施設としては学校、図書館、郷土博物館、
公民館などの教育関連施設である。青梅市、東村山市、稲城市、羽村市、八王子市は教育費が全
体の約 4 割を占めている。その中で青梅市と羽村市は土木費より高い割合を教育費に充ててい
ることがわかる。 
 
図 ２-13 教育費 
 
 
（4） 住民一人当たり有形固定資産及び負債 
各自治体の有形固定資産及び負債は自治体の規模によって異なる。各自治体で、現在までど
の程度の有形固定資産を形成してきたのか、さらに現在どのぐらいの負債を抱えているのかを
分析し、地方自治体間の比較を行うために以下に示すように有形固定資産と負債を住民一人当
たりに換算した結果を図 2-14 に示す。 
 
【定義】 
一人当たり有形固定資産 ＝ 
有形固定資産合計 
当該地方自治体の人口 
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負債合計 
当該地方自治体の人口 
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図 2-14 を見ると各地方自治体の人口や有形固定資産総額規模と異なり、住民一人当たり有
形固定資産は多摩市、稲城市、立川市、府中市が大きく、小金井市、国立市が最も小さい値と
なっている。上位 3 地方自治体の住民一人当たり有形固定資産は、下位 3 地方自治体の 3 倍
以上であることが分かる。なお、一人当たり有形固定資産は自治体によってその差が大きいが、
一人当たり負債額はそれほど大きな差が無いことが分かる。一人当たり有形固定資産が最も大
きい多摩市は、ニュータウン整備の際に旧日本住宅公団（現都市再生機構）から無償で取得し
た土地が多く含まれているために、保有している一人当たり有形固定資産に比べ、一人当たり
負債額が尐なくなっている。稲城市は、現在一人当たり 180 万円の有形固定資産があり、そ
のうち 55 万円/人程度の負債を持っており、全体規模では小規模自治体に属するが、一人当た
り有形固定資産と負債は最も大きくなる。全体規模が最も大きい八王子市は、一人当たり有形
固定資産と負債は中程度である。なお、全体規模が小規模に属している小金井市、国立市は一
人当たり有形固定資産と負債も尐ない部類であった。 
 
図 ２-14 住民一人当たり有形固定資産及び負債 
 
（5） 資金手当率 
資金手当率は価値を失ったとされる有形固定資産の額である減価償却累計額に対して、現在
手許資金注8がどの程度用意されているかを把握するために用いる手法である。つまり、ある程
                                                   
注8 バランスシートの資産の部にある、「２．投資等」の、「(3)基金」と、「３．流動資
産」の、「(1)現金・預金」を合計した金額。 
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度は“頭金”に相当する一般財源を確保しておく必要があり、これがなければ新たな負債を発行
せざるを得ないが、これは財政状況悪化につながるので望ましくない。そこで、資金手当率を
みることで地方自治体の財政的な余裕を確かめることができる。 
算出の考え方は既に償却された部分はその価格分の価値が下がった、あるいは老朽化したこ
ととし、それを再整備するためには、ある程度の資金が必要であるという考え方である。 
以下の式によって資産の再整備に必要な費用をどの程度確保しているかを推計することが
できる。 
 
【定義】 
 
資金の手当率 = 
手 許 資 金 
減価償却累計額 
 
図 2-15 を見ると府中市、稲城市は資金手当率が 30％を越えており、他の地方自治体に比べ
て施設再整備の余裕があるといえる。立川市、清瀬市、八王子市、あきる野市は資金手当率が
10％以下であり、これは再整備の需要に対し、10％の再整備もできないことを意味し、今後、
施設劣化に対応することが厳しくなると危惧される。よって、国庫補助制度や施設運営管理効
率化などの様々な工夫が必要である。 
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図 ２-15 資金手当率 
 
（6） 老朽化比率 
固定資産の老朽化状況を把握するためには資産全体の老朽化診断を行い、判断しなければなら
ない。しかし、実際はコストと時間の側面から、それらを実行するのは難しい。そこで、減価償
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却法を用いて各固定資産が耐用年数を基準に経年劣化することを想定し、固定資産の老朽化程度
を推測できると考える。減価償却累計額は、バランスシートに計上されている有形固定資産の取
得価額のうち、既に価値を失ったとされる金額と考え、各自治体の保有する有形固定資産がどの
程度老朽化が進んでいるのかを表している。また、土地に関しては建物と違って減価されること
がないので、土地を除く有形固定資産を用いる。 
バランスシート上の減価償却は「地方公営企業法施行規則」等を参考に耐用年数を設定し、普
通建設事業費の区分ごとに、定額法により減価償却を行うこととする。ただし、この方法では実
際に各自治体の修繕･改修実施などにより資産の老朽化を修復及び改善したことについては反映
できない。 
以下の式によって資産がどの程度償却されているかを示し、資産の老朽化度合いを推測する。 
 
【定義】 
老朽化比率 ＝ 
減価償却累計額 
土地以外の固定資産取得価額 
 
 
図 2-16 は調査対象各自治体の老朽化比率を示す。稲城市の老朽化比率が 32％で有形固定資
産は最も新しいといえる。また、他の自治体の殆どは老朽化比率５割前後の値となっている。
これは耐用年数の半分を切っていることとなり、多摩地区の有形固定資産は全体的に古く、維
持保全の負担が大きいこととなる。 
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図 ２-16 老朽化比率 
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２．４．４ 行政コスト計算書による各項目分析 
行政コスト計算書のコスト項目分類基準を縦方向に性質別分類を、横方向に目的別分類を置き、
二つのコスト項目分類をマトリクス上に記録すると図 2-17 のようなイメージになる。 
図 ２-17 総務省マニュアルによる行政コストのマトリクスイメージ 
 
（1） 目的別割合 
行政コスト計算書を横方向に見ることによって、各行政目的別に行政コストの状況等がわかる。
行政コストの額は投下された行政経営資源の額を表わすので、財務的にどの行政分野に力を注い
でいるかを見ることができる。この結果が地方自治体の取り組んでいる方向（基本計画等）と一
致しているかということをあらためて見直すきっかけになると言える。 
図 2-18 の行政コストにおける目的別割合を見ると、民生費がもっとも大きな割合を占めてい
ることがわかる。民生費は表 2-7 に示すように社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護
費、災害救助費などの住民福祉に関連する費用なので尐子高齢化社会が深刻さを増す今後は、更
に上昇傾向になると考えられる。 
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図 ２-18 行政コスト計算書における目的別割合 
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（2） 性質別割合 
行政コスト計算書を縦方向に見ればコストの性質別の区分となっており、地方自治体がどのよ
うな形で経営資源を投入したのかがわかる。 
例えば、人件費や退職給与引当金繰入等は「人にかかるコスト」であり、地方自治体の職員等
を投入して行政サービスを提供したことがわかる。「物にかかるコスト」は消耗品・管理委託費・
臨時雇用人件費などが該当する物件費と維持補修費、減価償却費などを示し、どの程度の規模で
物を通して行政サービスを提供したのかを把握できる。つまり、「物にかかるコスト」を見るこ
とで、自治体で保有資産を運営・維持するために充てている費用の規模について概況を確認でき
ると言える。 
図 2-19 では全体の行政コストの中では約 2 割から 3 割程度を占めている。また、自治体によ
って多尐の違いはあるが、どの自治体も「移転支出にかかるコスト」が全体の半分くらいを占め
ている。ここには扶助費、補助費、普通建設事業費等が含まれ、そのうちに扶助費の割合が年々
増加する傾向にある。扶助費とは社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、心身
障害者等に対して行っている様々な支援に要する経費を示し、図 2-18 の目的別分類では最も高
い割合を占めた民生費に属する。 
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図 ２-19 行政コストにおける性質別割合 
 
図 2-20 は性質別行政コストの中でも、特に施設運営・維持に大きく関連する「物にかかるコ
スト」に絞ったグラフである。物件費の割合が最も大きく、次に減価償却費と維持補修費になる。
減価償却費は実際に自治体が使った費用ではなく、経年劣化した固定資産の性能を回復させるた
めのコストとみなしたものである。維持補修費は物にかかるコストの内では非常に割合が低いの
で施設の性能回復と維持のためのコストを確認するためには減価償却費と一緒に見ることが望
ましいと言える。調査対象自治体の中で比較的に維持補修費の割合が大きいのは八王子市はであ
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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る。 
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図 ２-20 物にかかるコストの割合 
 
また、物件費には外部委託費が含まれているので物件費の割合が多ければ外部委託が進んでい
る可能性が考えられる。ただし、この場合は併せて人件費も見る必要がある。これは、同一の作
業量であれば外部委託が進むことによって当該作業にかかる人件費は尐なくて済むことになる
からである。図 2-21、図 2-22 において府中市に注目すると、物にかかるコスト特に物件費が高
い割に人件費を含めた人にかかるコストが小さいことがわかる。これから府中市は外部委託が進
んでいる地方自治体であることがいえる。 
 
図 ２-21 行政コストにおける物件費と人件費の比較 
 
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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図 ２-22 住民一人当たりの人にかかるコストと物にかかるコスト比較 
 
（3） 収入項目対行政コスト 
前述した図 2-3 行政コスト計算書の簡易構成図の構成要素である行政コストと収入項目の割
合を見ることで、直接得られる収入によってどの程度行政サービスが行えているのかを知ること
ができる。収入項目とは、行政サービスの受益者から得られる使用料・手数料等、資産から生み
出される収益、外部からの補助金等を意味する。 
図 2-23 を見ると、調布市やあきる野市は 8％以上も使用料等で行政コストを賄っている。ま
た、逆に西東京市などは約 3％程度しかまかなえておらず行政コストのほとんどが一般財源と都
支出金に依存していることになる。図 2-24 を見ると、稲城市は最も多く約 3 割、国庫(都)支出
金で賄われている。 
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図 ２-23 使用料・手数料合計/行政コスト合計 
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図 ２-24 国庫(都)支出金/行政コスト合計 
 
（4） 有形固定資産対行政コスト比率 
行政コスト＝行政サービスの提供と考えた場合にこの比率を見ることにより、各行政目的別に
保有されている資産の量に対して、どれだけのコスト（サービスの量）が費やされているのかが
わかる。また、ソフト（コスト）とハード（資産）の両面にわたるバランスのとれた行政経営資
源の配分を検討する上でも参考となると考えられる。 
図 2-25 を見ると、労働費や民生費、消防費が 100％を超えており資産として計上されない行
政サービスが影響していると考えられる。また、図 2-8 に示す有形固定資産の行政目的別割合
では 51%になり、一番大きい割合を占めた土木費が 5.4％と最も低い割合になっていることから、
有形固定資産としてこれまで形成してきたコストが膨大であることがいえる。 
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図 ２-25 有形固定資産対行政コスト比率 
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（5） 住民一人当たり行政コスト 
行政コストを住民一人当たりで換算し、財政規模の異なる地方自治体間の比較を行う。図 2-26
と図 2-27 では行政規模の大きい八王子市と町田市が住民一人当たりにすると比較的尐ないこと
がわかった。また、青梅市や武蔵野市などの住民は、ほかの自治体より多くの行政コストがかか
ったサービスを受けていることとなる。 
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図 ２-26 住民一人当たりのコスト合計 
 
0
20,000,000
40,000,000
60,000,000
80,000,000
100,000,000
120,000,000
140,000,000
160,000,000
八
王
子
市
立
川
市
三
鷹
市
福
生
市
昭
島
市
町
田
市
小
金
井
市
小
平
市
日
野
市
国
立
市
府
中
市
狛
江
市
多
摩
市
※
稲
城
市
羽
村
市
あ
き
る
野
市
西
東
京
市
（千円）
行政コスト合計
 
図 ２-27 行政コスト合計 
 
図 2-28 は住民一人当たりの維持補修費を示す。武蔵野市、八王子市は多く充てており、逆に
あきる野市、狛江市は尐ないことがわかる。 
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
 57 
 
図 ２-28 住民一人当たりの維持補修費 
 
（6） 一人当たり有形固定資産維持コスト 
有形固定資産維持コストは１年間に地方自治体が有形固定資産を維持するために使った費
用を意味し、各地方自治体が年間どの程度の費用を支出したかの把握が可能である。その項目
構成は維持補修費、減価償却費、公債費利子で、それらを合算して計上されている。減価償却
費は実際に維持費として支出するコストではないが、資産の価値が下がった額を維持保全のた
めに積み立てたと想定し、維持コストとして計上されたものである。公債費利子は有形固定資
産形成の際、資金調達のために発行した公債に対し、毎期負担すべきコストと考え、維持コス
トとして計上されている。以下の式によって有形固定資産に対して 1 人当たりどの程度の費用
支出があったかを表すことができる。 
【定義】 
 
1 人当たり有形固定資産維持コスト = 
維持補修費+減価償却費+公債費利子 
人口 
 
図 2-29 を見ると、各地方自治体の一人当たり有形固定資産維持コストの中で維持補修費の
占める割合が尐なく、さらに地方自治体ごとに大きな差はない。又、公債費利子も地方自治体
ごとに割合は異なるが、金額の面では青梅市以外には大差がない。つまり、各地方自治体が有
形固定資産維持のため実際に支出しているコストは、地方自治体ごとに大差がないといえる。
しかし、減価償却額の大きさにより各地方自治体の一人当たり有形固定資産維持コストについ
ては、差が大きい。これは実際に維持費として支出はされてないものの、毎年これら程度の金
額が償却されていることから、修繕・改修の時期が到来した場合大きな負担となることを意味
する。 
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図 ２-29 一人当たり有形固定資産維持コスト 
 
２．４．５ まとめ 
本項ではバランスシートと行政コスト計算書から、各単項目別の自治体間比較を行った。それ
ぞれの結果から自治体の財政規模、負債規模、自治体が主に税金を投じている項目、保有施設の
経年劣化規模、財政的な余裕の程度などを把握することができた。 
自治体の有形固定資産形成に最も多い割合を示したのは土木費（道路、公園、橋りょうなどの
インフラ）で全体の 5 割程度になっている。しかし、ほぼ半分を占める土木費に当たられてい
る行政コストは 1 割程度であることが分かった。 
なお、行政コストのうちに施設に投入しているコストは 2 割から 3 割程度で最も多くの支出
がある項目は「移転支出にかかるコスト」である。この項目には社会保障制度の一環として、生
活困窮者、高齢者、児童、心身障害者等に対して行っている様々な支援に要する経費が含まれる。
年々その割が増加傾向にあるため、今後施設に当てられるコストの規模はますます減る可能性が
高く、自治体の歳入が減尐傾向にあることと併せて考えると施設マネジメントが更に厳しい状況
におかれることが危惧される。 
本項では単項目ごとの分析による確認できたことを述べたが、それぞれの項目をあわせて分析
することで更に踏込んだ状況分析ができる。 
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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２．５ PPMマトリクス分析 
PPM(Product Portfolio Management)分析とは、ボストン・コンサルティング・グループが
開発した事業管理の手法の一つである。この手法は主に企業における複数事業を効果的に組み合
わせて管理することで、経営戦略の意思決定を行う際に活用することが多いが、本項では自治体
の財政健全化状況と施設運営管理の現状を同時に把握するために用いる。分析方法は縦軸と横軸
を境界とする２つの軸を取り、比較分析対象自治体の分析結果を PPM マトリクス上に位置づけ
る。境界を中心に 4 つの象限に分類し、それぞれの象限の意味を与え、自治体の状況を述べる。
位置づけによって比較的に良好な象限に位置している自治体とそうではない自治体との異なる
部分を把握し、改善していくことでベンチマーキングをすることができる。 
 
２．５．１ 次世代負担比率と住民一人当たり有形固定資産 
ここでは、次世代負担比率と住民一人当たり有形固定資産の分析結果を座標軸とした PPM
マトリクスに示すことで、各市の特徴を明らかにする。このマトリクスでは右側にあるほど有
形固定資産が多く、上側にあるほど保有している市の有形固定資産に負債が多く残っているこ
とを意味する。図 2-30 を見ると、多数の自治体が第 2 象限と第 4 象限に位置している。第 2
象は次世代が負担する負債が多くて一人当たり有形固定資産額が尐ない領域、第 4 象限は次世
代が負担する負債が尐なくて一人当たり有形固定資産額が大きい領域である。このグラフでは
次世代負担比率が尐なくなるほど一人当たり有形固定資産額が大きい傾向にあることを確認
できる。 
図 ２-30 次世代負担比率と住民一人当たり有形固定資産 
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２．５．２ 老朽化比率と資金手当て率に関する PPMマトリクス分析 
ここでは、老朽化比率と資金手当率の分析結果を座標軸とした PPM マトリクスに示すこと
で、各自治体の特徴を明らかにする。このマトリクスでは右側にあるほど再整備の需要に対す
る対応度が高く、上側にあるほど保有している自治体の有形固定資産の老朽化が進んでいるこ
とを意味する。第 2 象限は、老朽化が進んでいる上にそれを再整備する資金の余裕がなく最も
深刻な状況を示す領域である。図 2-31 を見ると多数の自治体が第 2 象限に位置している。第
1 象限に位置している自治体は、老朽化が進んでいるが再整備のため資金の手当が比較的よく
なされていることを示す。府中市と稲城市は、第 4 象限に属して他の自治体に比べて資産が新
しい上、資金手当もなされている。 
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図 ２-31 老朽化比率と資金手当率 
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第 4 象限 第 3 象限 
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２．５．３ 老朽化比率と固定資産維持コストに関するＰＰＭマトリクス分析 
ここでは、老朽化比率と一人当たり有形固定資産維持コストの分析結果を座標軸とした
PPM マトリクスに示すことにより、各市の特徴を明らかにする。このマトリクスでは右側に
あるほど市の有形固定資産の老朽化が進んで、上側にあるほど有形固定資産を維持するために
支出したコストが多いことを意味する。第 2 象限の自治体は、老朽化が比較的に進んでない上
に資産維持のためのコストも投入している。第 1 象限の自治体は、老朽化が比較的に進んでい
て資産維持のためのコストも投入している。第 4 象限に位置している自治体は、老朽化が進ん
でいるが資産維持のためのコストも比較的に投入してないため、最も深刻な状況を示す領域で
ある。図 2-32 を見ると多数の自治体が第 4 象限に位置している。 
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図 ２-32 老朽化比率と固定資産維持コスト 
 
 
２．５．４ まとめ 
本項では 2.4 の単項目間分析の各項目からいくつかの項目を抽出し、企業の経営戦略策定の際
に方針決定によく活用されている PPM マトリクス分析を用いて自治体の現状分析を行った。こ
の分析から保有有形固定資産の経年劣化程度が高いと考えられ、さらに比較的財政面での余裕が
ない自治体を見分けることができた。なお、保有している有形固定資産が度重なる負債発行によ
って形成されてきたことで、今後の世代にもその借金返済を負担させらざるを得ない自治体を確
認できた。そして、そのような自治体ほど住民 1 人当たり有形固定資産規模が大きいことが分
かり、自治体が公共施設を数多く保有することが、必ずしも良いことではないとも言える。求め
られる公共サービスを、自治体の保有資産ではない他の施設から受けることが可能であれば、保
有資産の量を減らすことも課題の一つとして挙げられる。 
第 1 象限 第 2 象限 
第 4 象限 第 3 象限 
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２．６ 多項目による総合評価 
2.4 では各項目の中での自治体間比較を行い、良し悪しを見てきた。また、2.5 では 2 つの
重要項目を横軸・縦軸に置き、PPM マトリクス分析をすることで自治体の状況を把握した。 
本項では、各自治体の問題点や改善の方向性を一目で把握できるようにするため、自治体の
財政状況、保有施設の物理的な老朽化状況、施設マネジメントへの取組み状況を総合的な視点
から評価分析を行う。評価する項目として表 2-10 に示す項目を選択し、多項目評価を行うこ
ととする。 
ここでは単位の異なる多項目を比較し、視覚的に把握しやすいレーダーチャートで表現する。
具体的なチャート作成の流れを図 2-33 示す。 
 
図 ２-33 多項目分析のフロー 
 
（1） 多項目分析のための項目選定 
公共施設資産状況を判断するため、財務・運営の健全性を表す指標、資産の物理的な状況を
表す指標、資産管理のために自治体が行っている対応を表す指標を選定した。財政関連資料か
ら得られる情報のうち、判断指標に該当する項目として表 2-10 に示す 6 項目を選定した。な
お、資産管理対応指標とは保有資産を維持するためどのぐらいの費用が充てられているかを判
断するための指標である。また、次世代負担比率、老朽化比率に関しては値が小さいほど健全
であり、状態が良好であるため、2.4 の計算式によって算出された値をそのまま採用すること
ができない。そこで、これら 2 項目については「当該自治体の値－平均値」の正負を逆転させ、
求めた評価値の名称をそれぞれ「正味資産度」、「築浅度」とした。他の選定項目も偏差値を求
め、評価値の名称を表 2-10 に示す。また、総合評価として 6 項目の偏差値の平均値を求め、
「公共施設資産状況評価値」とした。 
多項目分析のための項目選定
レーダーチャート作成、各市の評価
各項目の得点化（偏差値化）
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表 ２-10 多項目分析の項目構成 
判断指標 選定項目 評価値名 
財務・運営の健全性
指標 
次世代負担比率 正味資産度 
資金手当率 資金手当度 
行政コスト対収入項目 行政コスト対収入度 
資産の物理的な状
況指標 
老朽化比率 築浅度 
資産管理対応指標 
土地を除く有形固定資産合計対物に
かかるコスト 
有形固定資産対物にかかる
コスト度 
住民一人当たりの維持補修費 維持補修度 
 
 
（2） 項目の得点化 
６つの選定項目はそれぞれ基準単位が異なるため、レーダーチャート上で標記するためには
同一単位として換算する必要がある。ここでは、項目毎の偏差値を求めて評価値とする。偏差
値の求め方は以下のとおりである。 
 
【定義】 
 
偏差値＝ 
10×（当該自治他の値－平均値） 
+50 
標準偏差 
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（3） レーダーチャートによる分析 
ここでは６つの項目を視覚化するためレーダーチャートを用いる。６つの項目のうち、一つ
でも求められない項目がある自治体は総合評価値を求められないため、レーダーチャートの作
成から除外する。 
 
公共施設資産状況：八王子市　50.4
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公共施設資産状況：立川市　51.7
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総合評価値が 50.4 で 80 点満点から見ると良
好ではない。資産の老朽化も進んでいる上に
財政状況や資金の余裕がない中で施設維持
補修に費用を充てている。 
総合評価値が 51.7 で 80 点満点から見ると良
好ではない。他の自治体に比べ、有形固定資
産は新しいが、財政状況が健全ではない。 
 
 
公共施設資産状況：三鷹市　50.4
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公共施設資産状況：府中市　63.1
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総合評価値が 50.4 で 80 点満点から見ると良
好ではない。資産の老朽化も進んでいる上、
維持補修に充てる費用が尐なく、今後、再整
備の負担が膨大となる可能性がある。 
総合評価値が 63.1 で、6 つの評価項目がバラ
ンスよく高い値となっている。財政状況が健
全で維持補修にも比較的多くの費用を充て
ている。 
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公共施設資産状況：町田市　51.3
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公共施設資産状況：昭島市　50.2
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総合評価値が 51.3 で 80 点満点から見ると良
好ではない。6 つの評価項目が全て中程度で、
財政の健全度が他の市に比べて良好に見え
る。 
総合評価値が 50.2 で 80 点満点から見ると良
好ではない。他の市に比べ老朽化が進んでい
る上、資産に対する負債も多く残っている。
財政の健全度も良好ではないため、今後の施
設維持保全が厳しいと予測される。 
 
 
公共施設資産状況：小金井市　48.9
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公共施設資産状況：小平市　47.3
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総合評価値が 48.9 で 80 点満点から見ると低
い値である。他の市に比べ老朽化が進んでい
る上、資産に対する負債も多く残っている。
財源はあるが資産管理に充ててないため、古
い資産の更新や負債額を減らす必要がある。 
総合評価値が 47.3 で 80 点満点から見ると低
い値である。他の市に比べ老朽化が進んでい
る上、資産に対する負債も多く残っている。
財源も尐なく、維持補修に充てる費用も尐な
いため、資産の再整備が行われていないと言
える。 
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公共施設資産状況：日野市　50.5
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行政コスト対収入度
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かるコスト度
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公共施設資産状況：国立市　47.9
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総合評価値が 50.5 で 80 点満点から見ると良
好ではない。6 つの評価項目が全て中程度で、
可もなく不可もない。 
総合評価値が 47.3 で 80 点満点から見ると低
い値である。他の市に比べ老朽化が進んでい
る上、資産に対する負債も多く残っている。
財源はあるようで、維持補修に充当してい
る。今後、古い資産の更新や負債額を減らす
必要がある。 
 
 
公共施設資産状況：稲城市　58.6
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公共施設資産状況：羽村市　54.4
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総合評価値が 58.6 で 80 点満点から見ると高
い値となっている。比較的資産が新しく、負
債額が多いため、余裕のある財源を活用する
必要がある。 
総合評価値が 54.4 で 80 点満点から見ると中
程度である。老朽化が進んでおり、財源を維
持補修に充てている。 
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公共施設資産状況：西東京市　51.6
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公共施設資産状況：あきる野市　47.7
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総合評価値が 51.6 で 80 点満点から見ると良
好ではない。他の市に比べ老朽化が進んでい
る上、資産に対する負債も多く残っている。
財源はあるが、資産管理に充てられていない
ため、古い資産の更新や負債額を減らす必要
がある。 
総合評価値が 47.7 で 80 点満点から見ると低
い値である。他の市に比べ老朽化が進んでい
るにもかかわらず、財源も尐なく、維持補修
にも費用が充てられてない。他の市に比べ収
入額が大きいため、資産管理に充てる等の対
策が必要である。 
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２．７ まとめ 
本研究は自治体の公共施設マネジメント計画を立てる際、それぞれの自治体の状況に適合した
手法を選択するためには先ず、自治体全体の財政状況、施設維持保全状況、施設の劣化状況まで
把握することに着目した。しかし、施設の現況把握が重要である一方で、現況把握と問題点抽出
に時間、手間、コストがかかることを懸念し、簡単かつ低コストで現況把握ができる手法の提案
を目的としている。自治体全体の現状を公開された情報を用いて概略的に把握し、問題点を抽出
することで自治体の状況にあった施設マネジメント手法の選択や優先順位をつけることができ
ると考えられる。 
 
新たな手法の条件としては次の 3 つになる。 
①コストと手間がかからないこと 
②資料の入手し易さ。誰でも入手及び評価できること 
③施設の劣化状況、自治体財政状況、施設マネジメント取組み状況を把握すること 
 
本手法の検討のため、本研究では総務省方式と言われる公開情報を用いて調査を行った。主に
は各自治体が毎年作成しているバランスシート、行政コスト計算書、財政白書、決算カードを用
い、評価は次のような 3 段階で行った。 
 1 段階：自治体の財・行政関連の公開資料による項目ごとの分析を行う。 
 2 段階：PPM マトリクス分析法を用いて 2 変数の視点から相対的な優劣を把握する。 
 3 段階：2 段階までの分析項目を総合的に活用し、多項目分析を行う。 
 
財・行政関連資料のそれぞれの項目ごとの分析と PPM マトリクス分析を経て各自治体の公共
施設資産維持保全状況を総合的に把握するため、多様な項目をレーダーチャートで表現する。具
体的な評価の流れは下記のようになる。 
 
１）多項目分析のための項目選定 
公共施設資産維持保全状況を判断するため、次の 3 つを判断指標として選定した。財務・運
営の健全性を表す指標、有形固定資産の物理的な状況を表す指標、有形固定資産管理のためにど
のような対応をしているかを表す指標を判断指標とした。行・財政報告関連資料から得られる情
報のうち、判断指標に該当する項目として 6 項目を選定した。なお、有形固定資産管理対応指
標とは保有資産を維持するためどのぐらい費用を充てられているかを判断するための指標であ
る。 
 
２）項目の得点化 
6 つの選定項目はそれぞれ基準単位が異なるため、レーダーチャート上でこれらを標記するた
めには同一単位として換算する必要がある。ここでは、項目毎の偏差値を求めて評価値とする。
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また、総合評価を行うために 6 項目の偏差値の平均値を求め、「公共施設資産維持保全状況評
価値」とした。 
 
３）レーダーチャートによる分析 
ここでは 6 つの項目を視覚化するためレーダーチャートを用いた。6 つの項目のうち、一つで
も求められない項目がある自治体は総合評価値を求められないため、レーダーチャートの作成か
ら除外した。 
 
単項目間自治体の分析では、自治体の財政規模、負債規模、自治体が主に税金を使っている項
目、保有施設の経年劣化規模、財政的な余裕の程度などを把握することができた。自治体の有形
固定資産規模は、その地域の定住人口と密接な関係を持っていると考えられる。なお、多摩地域
自治体の殆どは施設の老朽化比率が 5 割近くなっているが、それに対応するための財源や維持
保全の現状にはかなりばらつきがある。 
自治体の有形固定資産形成に最も多い割合を示したのは土木費（道路、公園、橋りょうなどの
インフラ）で全体の 5 割程度になっている。しかし、ほぼ半分を占める土木費に当たられてい
る行政コストは 1 割程度であることが分かった。なお、行政コストのうちに施設に投入してい
るコストは 2 割から 3 割程度で最も多くの支出がある項目は「移転支出にかかるコスト」であ
る。この項目には社会福祉関連費用が含まれ、行政の性質的な分類項目からすると民生費に該当
する。問題視されるのは、この費用の割合が年々増加傾向にあるために、今後施設に当てられる
コストの規模はますます減る可能性が高いことである。自治体の歳入が減尐傾向にあることを考
えると施設マネジメントが更に厳しい状況におかれることになる。 
 
PPM マトリクス評価から保有有形固定資産の中で古い施設を多く保有する自治体の方が、更
新するための財源の余裕がなく、さらに維持保全に充てているコストも尐ない傾向にあることが
分かり、今後の施設マネジメントはさらに厳しくなる可能性がある。 
なお、保有している有形固定資産が度重なる負債発行によって形成されてきたことで、今後の
世代にもその借金返済を負担させることになると予想される自治体を確認できだが、そのような
自治体ほど住民 1 人当たり有形固定資産規模が大きいことが分かり、自治体が数多くの公共施
設を保有することが必ずしも良いことではないという見方もできる。同様の公共サービスを自治
体保有施設以外から受けることが可能であれば、保有資産の量を減らすことも今後の重要な課題
の一つである。 
 
公共施設資産維持保全状況を総合的に評価するため、「自治体の財務･運営健全度」「有形固
定資産の物理的な状況度」「有形固定資産管理対応度」の 3 つの判断指標を抽出した。ある自
治体は施設の老朽化比率が高く、財政状況も良好ではないが、施設維持保全に力を入れている。
これに関してはさらに詳しく調査し、既存施設を低コストで適正に管理する手法として、その可
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能性を分析する必要がある。 
以上の分析により自治体の現状を概略的に把握し、問題点が抽出できるとともに、自治体の現
状にあった施設マネジメント手法の選択や優先順位をつけることが可能であることを示した。 
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第３章 公共施設の維持保全に関する実態調査 
 
３．１ 研究概要 
第 2 章では、公開された情報を用いて自治体の全体的な現状把握を行った。この手法は自治
体の財政状況、施設劣化状況、自治体の施設マネジメント取組み状況を概略的に把握できると考
えられる。しかしながら、行・財政関連資料がそのベースになっていることと施設の物理的な劣
化状況を減価償却と経過年数で判断することから、実際の施設現状とは異なる可能性もあると言
える。経年劣化した施設について大規模修繕工事などの更新行為により性能回復が行われたり、
また施設の設計･施工レベルによる早期劣化もしくはその逆もあり得る。したがって、自治体全
体の概略的な状況把握から得られた結果を基に、問題点もしくは優先的に確認する必要があると
判断された部分に関しては、その実態をより詳細に調査する必要がある。 
 
本章では地方自治体が保有している公共施設がどのような状況に置かれているのかを直接調
査し、現在の実態を明らかにする。地方自治体の公共施設の維持保全に関する実態を把握するた
めには全施設を調査対象とし、各施設関連の各種データ収集による分析、劣化診断による物理的
な性能状況判断などが求められる。しかし、全施設を対象としたデータの収集や劣化診断はコス
ト、時間、手間の面から自治体の協力を得られないのが現状である。また、一つの自治体のみを
調査対象として得られた結果は、比較分析ができないため自治体の現状とは言い難い。そこで、
本研究では協力を得られた東京都下多摩地区の 26 自治体が保有している施設を調査対象とし、
実態調査を試みるとともに公共施設マネジメント推進プロセス構築のための基礎とする。 
 
３．２ 研究方法及び内容 
本研究は以下のように 3 段階の調査で構成する。 
第 1 段階：現地調査による公共施設実態及び問題点の把握 
第 2 段階：コミュニティ関連施設に関するアンケート調査 
第 3 段階：自治体の施設情報保有状況調査 
なお、3 段階の構成プロセスを図 3-1 に示す。 
まず、第 1 段階では自治体の保有施設の中でいくつかの施設を選定し、現地調査を行う。現
地調査では対象施設の老朽化状況などの実態を把握することが主な目的であるが、そもそも公共
施設というものが実際にどのような機能をしているのかを理解することも目的の一つである。第
2 段階では第 1 段階の現地調査対象となった施設を含め、26 自治体の施設を対象にアンケート
調査を行う。この調査は公共施設の基本情報、維持保全履歴情報、施設利用情報、エネルギー消
費関連情報などをアンケート形式で収集し、分析を行う。第 3 段階では自治体が保有している
施設に関する情報はどの程度のものなのかを把握することがその目的である。 
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図 ３-1 維持保全実態調査のプロセス 
 
• 自治体保有施設の老朽化状況、管理実
態の把握する。
• 公共施設の実際の機能把握
多項目評価第3段階：自治体の施設情報保有状況調査
第2段階：コミュニティ関連施設のアンケート調査
（「公共施設基礎調査票」の配布･収集 ）
施設担当者のヒアリング チェックシートによる施設点検
第1段階：現地調査による施設実態調査
• Excelファイルでデータを収集し、データ
の分析。
• 異常データの見直し
• 第1、第2段階の分析を踏まえ、自治体
全体の施設関連情報管理実態を把握
する。
現在の公共施設マネジメントにおける問題点提議
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３．３ 現地調査による公共施設実態 
３．３．１ 調査概要 
公共施設の現状を把握することにおいて普段の管理運営状況を調べることは重要である。 
本調査では協力自治体のコミュニティ関連施設を調査対象とし、公共施設の老朽化状況、普段
の施設管理運営状況を把握するために現地調査を行う。 
 
３．３．２ 調査内容 
現地調査では次の 3 つの事項を主な目的として調査することとした。 
 施設の現状調査のため施設点検チェックシートを作成し、診断の専門家ではない者が
どの程度の施設点検ができるのかを試みること。 
（この調査では、すべての施設を専門家に診断してもらうことが困難であるため、自
ら概略的な 1 次点検を行い、詳細な 2 次診断の意思決定を行うもしくは修繕の優先順
位を付けることを想定している。） 
 コミュニティ関連施設の実際の構成などを確認し、様々な名称の部屋内部及び実際の
用途を把握すること。 
 
以上の調査を行うために以下の 3 手法を用いることとした。 
 目視による施設の現状チェック調査（施設点検チェックシート作成、写真撮影） 
 施設の内部構成を確認できる案内図又は全施設の図面収集 
 施設管理担当者へのインタビュー調査 
 
現地調査のため、財団法人建築保全センターによる「建築物点検マニュアル･同解説」を参考
に目視調査で評価ができるように施設点検チェックシートを作成した１)。施設点検チェックシー
トは表 3-1 で示すように 18 点検部位の 61 項目とした。点検チェックは下記の表 3-1 の記録要
領として「異常欄」に問題があると判断された箇所の数をチェックし、記入する。また、特殊事
項や別途の記録が必要な場合、「備考欄」にその内容を書き込むことになる。チェック又は記録
した部分に関しては必ず写真撮影で記録を残し、調査後いつでも再確認できるようにする。 
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表 ３-1 施設点検チェックシート 
点検部位 異常 チェック内容 備考
１． 敷地内の玄関 さび、変形、ぐらつき
変形、損傷、金物にさび
マンホールのフタなどにがたつき
視覚障害者誘導ブロックに損傷・変形・ぐらつきはないか
桝フタ・浮き・陥没・舗装仕上げ材の薄利などによる大きな段差はないか
側溝の損傷やごみ蓄積により排水がスムーズに行われない
目立った浮き、水溜りなどはないか
電気ハンドホール：水が溜まって漏電などの恐れはないか
雨水・排水ます：掃除状況、排水不良・損傷などの確認　
４． 擁壁 著しい傾き、亀裂、転倒の恐れ、水抜き穴のつまり
タイル仕上げ材：亀裂・浮きなどの劣化、はく落の恐れ
外壁から雨漏りの恐れ又は外壁の亀裂はないか
金属パネル仕上げ材：変色、さび、腐食など
吹き付けなどの塗装仕上げ材：浮き、はく落、チョーキング現象
シーリング材：亀裂などの劣化
周辺地盤と比べ基礎部の沈下や盛り上りによる損傷はないか
開閉時に著しいがたつき・異常音がないか
雨が入った跡はないか
鍵の開き閉めに不具合はないか
枠やシーリング材にさび・亀裂などはないか
腐食、損傷・変形はないか
水漏れ・さび汁の跡、仕上げ材のはく落・亀裂・腐食などはないか
仕上げモルタルの損傷
床仕上げ材の欠損、剥離、浮きなどはないか
磨耗などで滑りやすくなったのではないか
床点検口に目立ったぐらつき・開き閉めに不具合はないか
視覚障害者誘導ブロックの損傷・ぐらつき・変色はないか
９． 昇降機 目視点検：ドアの開閉など(エレベータ室、ピット、シフト)
屋根や伸縮目地材に変形・欠損・土砂溜まりはないか
雑草が繁殖して防水・排水機能を損なうのではないか
防水層・保護層に目立った浮きや亀裂
排水不良により水溜りはないか
ループドレン排水口に問題はないか？
パラペットに浮き・亀裂・腐食・漏水の跡はないか
笠木の腐食により脱落はないか
金属類に目立った変形・腐食・ぐらつきはないか
雨樋・金具にぐらつきはないか
はく落
排気口・吸気口・防虫網に通気性を損なうほこりなどの障害物はないか
腐食・損傷・変形・割れ・さびはないか
亀裂・浮き・水漏れ跡はないか
点検口本体のずれ・変形・さびはないか
１３． 照明器具 電球切れ、損傷・変形・さび・異常音など
１４． 内壁 仕上げ材に亀裂・浮き・剥離又は損傷はないか
水漏れ跡やしみはないか
躯体の状況を確認。鉄筋のさび汁は出ていないか
柱・梁(はり)などの主要構造部に著しい亀裂・変形がないか
古い建物の場合、吹付け材にアスベストは含有されてないか
便器・洗面器に目立った損傷・亀裂がないか
洗面器の蛇口・カウンタにぐらつきがないか
配管から水漏れはないか
給水気から水の出具合は適当なのかさびが混ぜていないか排水状況は良好か
滑り止めの浮き・欠損・損傷はないか
床仕上げ材に磨耗で滑りやすくなっていないか
亀裂・損傷・浮きなどがないか
手すりに目立った変形・腐食・ぐらつきはないか
視覚障害者誘導ブロック亀裂・損傷・ぐらつきはないか
故障設備はあるか
腐食・汚れ・変形・ひび割れなどはないか
異常音・振動・臭いはないか
他に異常事項は？
１０． 屋根・屋上
１８．設備
１７． 階段
１１． ファンルーム
１２． 天井
１５． 構造部
１６． トイレ
７． ひさし
８． 床
２． 敷地内の通路・
車路など
３． 桝
５． 外壁・基礎
６． 建具
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３．３．３ コミュニティ関連施設の貸室名称状況 
コミュニティ関連施設とは、一定の地域エリアの住民が学習や集会、レクレーション、文化活
動などで利用することを目的に、多目的ホール･学習室･会議室・調理室・娯楽室・ボランティア
室･和室などを配置しているものを示す２)。なお、単独で設置しているか、他の用途との複合施
設になっているかは問わないこととする。 
コミュニティ関連施設を構成している部屋は自治体又施設ごとに様々な名称の部屋を持って
いたため、本研究ではそれぞれの機能を把握し、同じ機能を持っている判断された部屋を以下の
表 3-2 のように統一名称をつけた。 
 
表 ３-2 コミュニティ施設の部屋名称の統一 
統一名称 調査時にあった名称 
会議室 休養室の洋室、茶の間、談話室、集会室、集会室など 
和室 集会兼休養室など畳を使用している部屋 
ホール・講堂 スタジオ、ホール、多目的ホール、講堂、100 ㎡以上の部屋など 
学習・実習室 
講座室、研修室、憩いの間、パソコン室、工作室、遊戯室、美術室、
学習室、練習室、キッチンルーム、調理実習室など 
視聴覚室 視聴覚室 
児童室 集会兼保育室、保育室などの児童関連室 
多目的室 
フラットルーム、イベントルーム、レクリエーション室、ギャラリー、
大広間、展示室など 
音楽室 音楽練習を行える設備を有する部屋など 
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３．３．４ 調査対象施設の現況 
図 3-2 は、1973 年竣工の RC 造建物で漏水による外壁部分改修履歴がある。築年数 35 年にも
かかわらず、屋上防水修繕工事が行われていない。屋上の状況は防水層の劣化が進んでいて、天
井の雤漏りで蛍光灯を外している場所もある。2003 年には地下にあった空調設備を屋上に移設
更新する工事を行ったため、屋上防水改修工事の際、工事費がさらに高くなる原因となった。も
し、この施設の長期修繕計画が立てられていれば、修繕工事費の増大は防ぐことができたと考え
られる。 
 
図 ３-2 現地調査対象施設写真① 
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図 3-3 は、屋上の配管部分が錆びて、鉄部に穴が開いてしまったケースである。配管の劣化は
ほとんどが内側の腐食及びスケール・スライム堆積障害であり、普段のメンテナンス状況によっ
ては、鋼管の交換周期は 25 年から 40 年まで延ばすことも可能である。しかしながら、本事例
のように外側から配管の劣化が進むということに対しては、最低 10 年に 1 回の防錆塗装をする
ことで防止することができる。 
 
図 ３-3 現地調査対象施設写真② 
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図 3-4 は、屋上の排水口詰まりによる水溜りが長期間放置されてしまい、屋上防水層の劣化が
進行した事例である。なお、パラペットのモルタル笠木の劣化が進み、剥離・剥落が発生してい
たため、人身事故が起こる可能性もある。しかしながら、施設担当者は屋上に上がった経験がな
いことや、さらには掃除の対象にもなってないことから、日常的なメンテナンスがいかに重要か
認識を改めるといったような担当者の意識改革も必要であると考えられる。 
 
図 ３-4 現地調査対象施設写真③ 
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図 3-5 は、2002 年竣工の RC 造建物である。調査時点ではまだ築年数 5 年のため修繕工事は
行われていなかったが、屋上の状況は良好ではない。屋上防水はアスファルト防水にモルタル保
護層となっているのでモルタル保護層に問題がなければ 25 年ほど維持できる可能性もある。と
ころが、清掃不足等によって、既に排水口の排水機能が失われつつある。加えて、モルタル保護
層の破損で防水層の寿命はさらに短くなるはずである。築後 5 年経過時点でモルタル保護層が
このような状況になった原因の一つは施工上の問題と考えられる。 
 
図 ３-5 現地調査対象施設写真④ 
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図 3-6 は、1973 年竣工の RC 造建物である。修繕は下記のように 4 回行われたが、普段の施
設全体の管理状況が良好ではないため、室内外共に劣悪な状況になっている。よって、住民の利
用率も低く、公共サービスのレベルは落ちる一方である。 
 
1986 年 外壁塗装 
1987 年 内装改修 
1990 年 屋上防水 
2000 年 空調設備 
 
 
図 ３-6 現地調査対象施設写真⑤ 
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３．３．５ まとめ 
本調査は、公共施設の管理運営実態の把握、公共サービス拠点としての機能把握、概略的な施
設老朽化点検の試みを目的として行われた。そのために、施設点検チェックシートを作成し、目
視と施設管理担当者へのヒアリングで調査を行った。調査の対象は協力自治体との協議からコミ
ュニティ関連施設の中で一部の施設を選定することにし、最終的には各自治体から数施設を選定
し、20 自治体の 48 施設の調査を行った。 
調査の結果、コミュニティ関連施設には、住民への貸出部屋として提供される様々な名称の部
屋が存在し、これら同様の機能をもっている部屋に対して統一の名称を付けた。その名称を用い
て 3.4 では施設利用状況調査に活用した。 
老朽化点検チェックから、不具合の多い部分は屋根・屋上、外壁と内壁、天井、建具の順にな
っており、主に雤漏りの不具合の発端となっている。なお、照明、トイレ、エレベータなどを含
めた設備には不具合が尐ないが、これは建築部位に比べて定期点検が行われていることと問題発
生時に起こる不便さや住民からのクレームなどを踏まえ、事後対応が早いためである。 
築年数を基準として不具合を確認した場合、築 20 年以下の施設は築 20 年以上の施設に比べ
て尐なかった。また、築 10 年以下の施設の中にも不具合状況が悪い施設があったので新築時の
施工又は設計上の問題も伺える。なお、現地調査で新たに確認できたことを以下のようにまとめ
る。 
 
① 施設に常駐している運営担当者のほとんどは屋上には上がらない。 
② 建築部位の不具合は雤漏りによるものが多い。 
③ 屋上は清掃委託対象でもないし、基本的に掃除しない。 
④ 場当たり的な対応によって尐ない維持保全予算を浪費している。 
⑤ 修繕工事履歴もしくは施設関連情報の欠如から必要に応じた適切な維持保全ができな
い。 
⑥ 大規模な修繕･改修工事の有無よりは普段の施設メンテナンス不在の問題が施設劣化
に大きな影響を与えている。 
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３．４ コミュニティ施設に関するアンケート調査 
３．４．１ 調査の概要 
地方自治体が保有している公共施設を効率的にマネジメントするためには、まず現在の状況を
把握することが必要である。現状を調査する方法として前項では現地調査を行い、一定の状況把
握ができた。本項では、公共施設実態調査の第 2 段階として第 1 段階の現地調査対象となった
施設を含め、26 自治体の施設を対象にアンケート調査を行う。前項の調査結果から、修繕工事
履歴や施設関連情報の欠如などが公共施設の維持保全に影響を与えていることが想定されるた
め、施設に関する各種情報を収集してデータを分析することにより、公共施設の現状を把握する。 
 
（1） 対象選定 
本研究における調査では 26 自治体から協力を得ることができた。協議の末、全ての施設を調
査することは困難であると判断し、協力自治体が一様に保有しており、かつ相対的に単純な構造
と考えられる「コミュニティ関連施設」を調査対象とした。 
国土技術政策総合研究所３)による公共施設大分類では行政施設、教育文化施設、公営住宅、福
祉医療施設、産業施設の項目がある。そのうち住民の生活と密接に関係しているにも関わらず、
学校施設や庁舎施設などに比べ、修繕改修の順位が低い社会教育・研修施設がコミュニティ関連
施設に該当する。社会教育・研修施設は教育文化施設の下位分類に属し、市民会館、公民館、市
民センターなどが含まれる。以下の表 3-3 に公共施設の分類を示す。 
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表 ３-3 公共施設の分類 
大分類 中分類 
行政施設 庁舎（合同庁舎・総合庁舎・出張所・法務局等） 
保安防災施設（警察署・消防署・防災センター等） 
環境保全施設（浄水場・下水処理場・清掃工場・リサイクルセンター等） 
公営斎場・公営火葬場等 
家畜肉食衛生センター等 
教育文化施設 学校施設（幼稚園・小中高大学校・養護学校等） 
他の教育文化施設 
劇場、会議場、公会堂等 
社会教育・研修施設（市民会館・公民館・野外活動センター・職業訓練
施設等） 
図書館 
美術館・博物館・資料館 
植物園・水族館 
展示場施設 
体育施設 
体育館競技場等 
レクリエーション・公園施設 
公営住宅 公営住宅（低層長屋・共同住宅・中層・高層・超高層） 
寄宿舎、寮 
設備関係施設１（DHC・エネルギーセンター等） 
設備関係施設２（ポンプ場等） 
福祉医療施設 保育所 
福祉施設（老人・障害者等） 
病院・診療所等 
保健所・検診センター等 
他の医療施設（リハビリセンター・血液センター等） 
産業施設 試験・研究施設（研究所・試験場等） 
交通施設（公営駐車場・公営駐輪場等） 
農林水産施設（普及センター等） 
※ 出典：「国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告、2006.1」 
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（2） 調査方法及び内容 
調査を行うために「公共施設基礎調査票」を作成した。この調査票では、施設基本データ、建
物データ、建物ランニングコストデータ、コミュニティ施設貸出基本データ及び施設利用状況デ
ータ、施設の工事履歴データに分類した。それぞれのデータ分類ごとに調査票を Excel ファイル
の形で作成し、協力自治体に配布した。自治体の担当者に対しては、各調査票の空欄に該当デー
タの入力を依頼し、E-mail もしくは Excel データの書き込まれたデータディスクを受け取る形
でデータ収集を行った。この調査票を 2006 年 10 月に 26 自治体に配布し、各自治体の協力を得
て 2007 年 1 月までに 20 自治体 194 施設のデータを収集した。記入要領に関しては各自治体の
代表者への説明会開催とサンプルの作成、電話及びメールでの対応を行った。 
なお、各データは表 3-4 のように構成される。 
 
表 ３-4 公共施設基礎調査票の構成 
データの種類 構成内容 
施設基本データ 施設の所在地、管理者、敷地概要 
建物データ 施設概要、建設費、設備概要 
建物ランニングコストデータ エネルギーコスト、施設管理コスト 
コミュニティ施設貸出基本デー
タ 
貸室分類、面積、収容人数、利用時間、料金 
施設利用状況データ 
直近 3 ヶ月の利用記録（利用日時、利用人数、利用
目的） 
施設の維持保全工事履歴データ 大規模更新工事の実施履歴 
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それぞれのデータ分類ごとの調査票のサンプルを表 3-5 から表 3-10 に示す。 
表 3-5 は施設基本データ調査票で施設の所在地、施設管理者、敷地に関する情報を記入する
ことになっている。 
表 ３-5 施設基本データ調査票 
 
 
分類 項目 記載欄 備考
所在地等 市町村名 ○○市
施設コード コード番号は設定していません。
施設名称 ○○○○センター
所在地 東京都○○市○○
最寄駅（鉄道路線名と駅名） ＪＲ横浜線○○駅
駅からの時間距離合計（分） 10分
　バス（分） 8分
　徒歩（分） 2分
同上（徒歩時間換算）（分） 36分 記載不要です。事務局で記載します。
最寄駅の駅勢圏賃料 .25万円/㎡月 記載不要です。事務局で記載します。
建物用途 コミュニティ施設等
用途の複合状況 複合用途 行政窓口、図書室が併設されています。
棟の構成状況 単独棟
施設管理者 所管部署 市民活動振興課
管理者名 ○○　○○
連絡先 042-791-2802 
敷地概要 地域・地区 第二種中高層住居専用地域 現在の都市計画の指定
第二種高度地区、日影規制有 同上
準防火地域 同上
建蔽率（指定） 60.0% 同上
容積率（指定） 200.0% 同上
建蔽率（％） 23.0% 現在（増築後）の建蔽率
容積率（％） 141.1% 現在（増築後）の容積率
敷地面積（㎡） 3369.01㎡ 隔地に駐車場がある場合は、下の敷地面積（隔地）欄に記載下さい。
敷地面積（隔地）（㎡） .00㎡
施設基本データ
建蔽率・容積率
増築をしている場合は、現在の建
蔽率・容積率を記載してください。
用途の複合状況
「単独用途」「複合用途」の何れか
を記載して下さい。
棟の構成状況
「単独棟」「複数棟で構成」の何れ
かを記載して下さい。
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表 3-6 に建物データ調査票を示す。本調査対象の基本単位は棟ごとになっているので同じ敷地
であっても複数の建物が建てられている場合、建物データ調査票を複数作成することになる。 
分類項目としては施設概要、建設当時の各工事費、設備概要で構成されている。 
 
表 ３-6 建物データ調査票 
 
 
分類 項目 記載欄 備考
施設概要 建物名称 ○○○○センター
地上階数 2階
地下階数 階 地下は無し
塔屋階数 1階
構造 ＲＣ 鉄筋コンクリート造
建築面積（㎡） 775.60㎡
延床面積（㎡） 1442.80㎡
コミュニティ施設が占める割合 71.2% コミュニティ施設の比率（他は行政窓口・図書室）
容積対象延床面積（㎡） 1442.80㎡
最高高さ（m) 9.0m
軒高（m) 6.5m
竣工 1977年
耐震補強 要（未実施）
アスベスト対応 要（未実施）
バリアフリー化対応 不要 但し、2階へのスロープにかわる昇降機の設置が望まれる。
駐車場台数(台）全体 28台
　コミュニティ施設分 28台
　その他用途分 台
建設費 総事業費 254810千円 複数棟の場合は総合計を記載して下さい。
工事費 229329千円 同上
　共通仮設 11466千円 同上
　建築工事費 126131千円 同上
　電気設備工事費 22933千円 同上
　空調設備工事費 34399千円 同上
　衛生設備工事費 11466千円 同上
　昇降機工事費 千円 同上
　その他工事費 千円 同上
　諸経費 22933千円 同上
設備概要 受変電設備容量 400KVA
空調（個別or中央、水冷or空冷） 個別空冷ヒートポンプパッケージ
受水槽容量（グロス） 10㎥
高架水槽容量（グロス） 3㎥
浄化槽の人槽 なし 設置していない
エレベータ台数 なし 同上
　着床階数 階 同上
　スピード m/分 同上
　積載重量 kg 同上
　定員 人 同上
駐車場管制装置の有無 なし 同上
建物データ（複数棟から構成される場合は、棟ごとに作成）
建築面積・延床面積
増築をしている場合は、現在の建
蔽率・容積率を記載してください。
コミュニティ施設が占める割合
他用途を含めた居室分のＮＥＴ面
積合計に対して、コミュニティ施設
の居室ＮＥＴ面積が占める割合を
記載して下さい。
工事費
項目別で0千円の場合は、0千円と
記載して下さい。
設備概要
設備概要は建物全体の現状を記
載して下さい。
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表 3-7 に建物ランニングコストデータ調査票を示す。エネルギーと施設管理コストに大きく分
けられ、前者に関しては異なる熱源をエネルギー原単位に換算するため、年間使用量を記入する
ようにしている。後者に関しては年間総委託額と契約単価を記入するようにしている。 
 
表 ３-7 建物ランニングコストデータ調査票 
 
 
分類 項目 記載欄 備考
エネルギーコスト 　電力消費量（kwh/年） 165107kwh/年 02年～04年の実績平均
　ガス消費量（㎥/年） 238m3/年 プロパンガス使用。02年～04年の実績平均
　重油（㍑/年） ℓ/年 重油は使用していない。
　水使用量（㎥/年） 846m3/年 02年～04年の実績平均
施設管理コスト 受付業務 ─
　年間配置延時間（時間/年） 時間/年 配置していない
　年間委託額（円/年） 千円/年 同上
人的警備 ─
　年間配置延時間（時間/年） 2500時間/年 休館日第三月曜日、年末年始
　年間委託額（円/年） 4011.6千円/年
機械警備 ─
　年間委託額（円/年） 600.0千円/年
清掃関係 ─
　清掃実施面積（室内のみ） 1150㎡ 実際に清掃をする面積（契約面積）を記載して下さい。
　年間委託額（円/年） 2940.0千円/年
設備管理 ─
　年間委託額（円/年） 4890.6千円/年 メンテナンス契約・槽類清掃などの合計を記載して下さい。
建物ランニングコストデータ
施設管理コスト
複合用途・分棟の場合で、コミュ
ニティ施設分を計上している場合
は、そのコストを記載して下さい。
コミュニティ施設分のコストが把握
できない場合は、施設全体のコス
トを記入し、区分欄に「全体分」と
記入してください
エネルギーコスト
複合用途・分棟の場合で、コミュ
ニティ施設分を計上している場合
は、そのコスト（3年平均値）を記
載して下さい。
コミュニティ施設分のコストが把握
できない場合は、施設全体のコス
トを記入し、区分欄に「全体分」と
記入してください
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表 3-8 にはコミュニティ施設貸出基本データ調査票を示す。記入項目は、該当施設の貸室ごと
の貸室名称、面積、収容人員、利用時間、利用単価がある。 
 
表 ３-8 コミュニティ施設貸出基本データ調査票 
 
 
 
貸室名称 面積 収容人員 利用時間 貸室料金
ホール 227.87㎡ 180人 3.0時間/コマ 1000円/コマ
4.0時間/コマ 1500円/コマ
4.5時間/コマ 1900円/コマ
第一会議室 32.40㎡ 16人 3.0時間/コマ 400円/コマ
4.0時間/コマ 500円/コマ
4.5時間/コマ 600円/コマ
第二会議室 58.22㎡ 30人 3.0時間/コマ 600円/コマ
4.0時間/コマ 800円/コマ
4.5時間/コマ 900円/コマ
第三会議室 41.97㎡ 22人 3.0時間/コマ 500円/コマ
4.0時間/コマ 700円/コマ
4.5時間/コマ 700円/コマ
和室 26.96㎡ 20人 3.0時間/コマ 300円/コマ
4.0時間/コマ 400円/コマ
4.5時間/コマ 400円/コマ
料理講習室 62.43㎡ 25人 7.0時間/コマ 1700円/コマ
4.5時間/コマ 1000円/コマ
（空欄）
（空欄）
（空欄）
（空欄）
合計 449.85㎡ 293人 ─ ─
コミュニティ施設貸出基本データ
利用時間・料金
町田市の状況に基づき作成しています。各市およ
び施設の状況に応じて改変して下さい。
貸室が多い場合は行を追加して下さい。
貸室面積
控え室・楽屋などがある場合は、その面積も
含めて下さい。
和室の場合
㎡単位の面積を記載して下さい。不明な場
合は畳単位で記載して下さい。
収容人数（和室の場合）
スクール形式ではなく、施設概要等に
整理されている収容人数を記載して下
さい。
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表 3-9 にはコミュニティ施設利用状況データ調査票を示す。記入項目は、部屋ごとの利用日時、
利用人数、利用目的がある。 
 
表 ３-9 コミュニティ施設利用状況データ調査票 
 
 
 
日時 利用時間 人数 利用目的 備考
ホール ─ ─
2004/4/1 午前（9時～12時） 15人 軽体操
2004/4/1 午前（9時～12時） 20人 音楽
2004/4/1 午前（9時～12時） 18人 ダンス
（以下サンプルのため省略）
第一会議室 ─
2004/4/1 午前（9時～12時） 15人 会議・講習
2004/4/1 午前（9時～12時） 10人 音楽
2004/4/1 午前（9時～12時） 10人 軽体操
（以下サンプルのため省略） 人
コミュニティ施設　利用状況データ（直近３ヶ月以上）
利用目的
各市の利用目的のカテゴリ分けで
記載して下さい。
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表 3-10 には施設の工事履歴データ調査票を示す。工事履歴は記録が保存されている可能性が低
い。そこで、記入項目としては、選定した新築後行われた工事の名称、工事実施年、工事金額に
加え、建築と設備部位に関する最新の更新年を記入するようにした。記入工事の基準は、市町村
の随意契約上限金額である 130 万円以上の工事をその対象とする４)。 
 
表 ３-10 施設の工事履歴データ調査票 
 
 
分類 項目 記載欄 備考
現在の状況 直近の大規模更新実施年 ─
　建築関係 1990年
　電気設備関係 2002年
　空調設備関係 2000年
　衛生設備関係 2000年
分類 項目 記載欄 備考
履歴の把握状況 （130万以上の工事履歴について） 1990年以降を把握
実施年 工事名称 金額 備考
1992年 保育室改修工事（増築） 20000千円 増築工事を実施
1995年 南・東面壁および塔屋外壁改修工事 7500千円
1998年 2階床剥がれ、壁タイル補修工事 1500千円
1998年 受水槽更新工事 5000千円 受水槽の交換
2001年 空調機更新工事 5000千円 空調機は全交換を実施
（以下サンプルのため省略）
施設の工事履歴記載にあたって
施設の工事履歴記載欄
記載額の下限
各市の整理状況を勘案し、130万
円を下限としています。
大規模更新について
直近の設備機能単位の取替や防
水全面更新、壁面全面補修など
を実施した年（西暦）を記載して下
さい。
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３．４．２ 収集データ 
本項では収集できた 194 施設のデータを自治体の区分をせずに分析を行う。 
本研究のために東京都下 26 自治体を対象に行ったアンケート調査で収集したコミュニティ関連
施設のデータを表 3-11 に示す。20 自治体から総施設 194 ヵ所の延床面積は 254,680 ㎡で、自
治体によってその保有施設数は異なり、多い自治体は 28 施設、尐ない自治体は 1 施設となって
いる。 
 
表 ３-11 調査対象自治概要及びコミュニティ関連施設 
自治体 施設数 総人口 建築面積(㎡) 延床面積(㎡) 
A 28 540,671 23,868 48,087 
B 17 171,325 5,365 21,156 
C 16 171,326 6,801 14,218 
D 11 138,894 5,439 10,324 
E 11 238,385 7,841 21,295 
F 9 110,368 3,691 6,197 
G 12 408,238 10,874 21,886 
H 5 109,713 2,909 7,271 
I 17 177,532 5,000 10,750 
J 10 145,645 11,654 23,200 
K 11 114,270 8,244 12,881 
L 7 72,348 2,931 5,040 
M 9 58,915 3,540 6,430 
N 6 80,809 5,906 9,397 
O 1 114,376 1,586 3,350 
P 5 67,886 2,963 7,208 
Q 6 142,267 4,492 10,411 
R 5 78,461 5,425 9,908 
S 1 55,674 866 2,844 
T 7 189,221 1,252 2,828 
総計 194 3,186,324 120,645 254,680 
( ※ 人口データ参照：住民基本台帳による東京都の世帯と人口 2007 年 1 月 1 日現在 ) 
 
 96 
３．４．３ 対象施設全体データの分析 
（1） 施設規模 
① 建築面積・延床面積 
図 3-7 に調査対象施設の建築面積ヒストグラムを示す。欠損値を除いて建築面積 500 ㎡以下
の施設は４割程度、1,000 ㎡以下施設が 7 割以上となっていて平均建築面積は 705 ㎡である。 
図 3-8 には延床面積のヒストグラムを示す。欠損値を除いて延床面積 500 ㎡以下の施設は１
割程度、全施設の 9 割以上が 2,000 ㎡以下で平均延床面積は 1,312 ㎡である。 
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図 ３-7 建築面積          図 ３-8 延床面積 
 
② 建蔽率・容積率 
建蔽率は欠損値以外の全施設の 9 割が 60%以下になっていて 80%を越える施設もあるが平均
建蔽率は 38.3%である。 
容積率では欠損値以外の全施設の 8割が 100％以下になっていて 200％を越える施設は 5施設
である。平均容積率は 77.4%である。 
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図 ３-9 建蔽率          図 ３-10 容積率 
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③ 地上階数・最高高さ 
地上階数は 1 階が 13 施設、2 階が 125 施設、3 階が 37 施設で約 9 割が 3 階以下になってい
る。地上階数 3 階以下の施設がほとんどであるため建物の最高高さは 15 メートル以下が多く、
平均高さは 11 メートルである。 
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図 ３-11 地上階数          図 ３-12 最高高さ 
 
④ 工事費(現価注1換算値) 
総工事費は 5 億円以下の工事が、欠損値を除いた全施設の約 8 割を占めている。そのうち、
15 施設は 1 億円以下となっている。平均工事金額は約 3.5 億円で 10 億円以上の施設は 5 施設と
なっている。㎡当り工事費は 20 万円以下から 70 万円以上まで幅広く分布している。欠損値を
除いた全施設の 88.7％が㎡当り 40 万円以下の工事費で建てられたが、60 万円以上の施設は 6
施設ある。㎡当り工事費の平均値は約 27 万円である。 
2000000.001500000.001000000.00500000.000.00
工事費現価
50
40
30
20
10
0
度
数
10
2
01001
3
88
10
14
37
50
24
平均値 =356999.
7419標準偏差
=312583.85125
N =159
工事費現価(千円)
800.00600.00400.00200.000.00
㎡当り 工事費現価全体面（ 千円）
40
30
20
10
0
度
数
1111
3
65
16
23
32
28
1918
4
1
平均値 =274.7224標準
偏差 =118.34462
N =159
㎡当り 工事費現価全体面（ 千円）
 
図 ３-13 工事費(現価換算値)    図 ３-14 ㎡当り工事費(現価換算値) 
 
                                                   
注1 現価：過去の金額を同じ価値として換算し比較できるように現在価値として換算した価額 
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⑤ 受変電設備容量 
受変電設備容量は 300kVA 以下が欠損値を除いた全施設の約 9 割を占めていて 300kVA から
500kVA の間に 9%、500kVA 以上の施設は 1%の 2 施設となっている。 
図 ３-15 受変電設備容量 
 
（2） 施設の整備時期及び推移 
① 竣工年及び構造 
竣工年は 194 施設のうち、1970 年までが 6 施設、1971 年から 1980 年まで 61 施設、1981
年から 1990 年まで 72 施設、1991 年から 2000 年まで 44 施設、2001 年以降が 11 施設である。
また構造は、160 施設が RC 造、RC 造・一部 S 造が 26 施設、RC 造・一部 SRC 造が 3 施設、
SRC 造が 3 施設、S 造が 2 施設となりほとんどの施設が RC 造系になっている。 
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図 ３-16 竣工年           図 ３-17 構造 
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② 竣工時期と延床面積 
図 3-18 は、調査施設の竣工時期とその延床面積を示す。1965 年頃から毎年度、新しいコミ
ュニティ施設が一定量整備されている。なお、全コミュニティ施設の 8 割以上を占める 161
施設が延床面積 2,000 ㎡以下、90 施設は 1,000 ㎡以下となっており、コミュニティ施設は中
小規模のニーズが多いと考えられる。 
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図 ３-18 竣工時期と延床面積 
 
③ 年度別ストックの推移 
図 3-19 は、施設全体について築年ごとの延床面積を累計したグラフである。1966 年に最初
のコミュニティ施設が竣工され、築後 40 年以上が経過している。2010 年現在では、194 施設、
総面積 254,680 ㎡となっていて、築 20 年を超えた面積は、総延床面積の 6 割を超えている。 
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図 ３-19 調査施設全体の延床面積の累計 
 100 
図 3-20 は調査施設の築年について年度別に占める割合を示す。調査対象となった施設は 1980
年には 9 割以上が築 10 年以下であったことに比べ、2000 年には 3 割以下となっている。なお、
2005 年の時点では既に 5 割以上が築 20 年以上になり、2010 年には全施設の約 6 割以上が築 20
年以上になっている。以上のことを踏まえると図 3-19 の見解と同様にこれから深刻な老朽化に
直面すると予想され、施設維持保全コストの負担が大きくなることを意味している。 
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図 ３-20 調査施設の築年毎に占める割合 
 
（3） 最寄駅からの移動時間 
距離を調査するために最寄駅を出発拠点としてバスと徒歩の移動時間合計を分単位として調
査した。最寄駅から 10 分圏内に位置している施設は約 5 割、20 分圏内まで広げると全施設の
約 9 割を占める。平均時間は 14 分で、最長時間は 70 分である。 
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図 ３-21 最寄駅からの移動時間合計（分） 
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（4） 施設利用状況 
図 3-22 は、各施設の延べ利用者数とその施設の最寄駅からの所要時間、竣工年を示す。所
要時間に関しては、駅からバスなどの交通手段を利用する場合、その時間と徒歩時間を合わせ
た時間となる。延べ利用者数が 10,000 人以上の施設はほとんどが最寄駅から 12 分圏内とな
る。なお、最寄駅から約 70 分がかかる施設の延べ利用者数はかなり尐ないことが分かる。 
また、竣工年（新築時期）と利用人数には特に関係が見られない。 
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図 ３-22 最寄駅からの距離合計と延べ利用者数 
 
（5） エネルギー消費量 
エネルギー消費量は施設によって電気、ガス、重油のそれぞれ異なるエネルギーを使っている
ため、比較分析のためには 1 次エネルギーに換算する必要がある。本研究では電気、ガス、重
油の異なる消費単位を統一された１次エネルギー原単位（MJ）に換算する。換算の基準は「資
源エネルギー庁のエネルギー源別標準発熱量表」５)を参考とした。 
 
表 ３-12 エネルギー種別１次エネルギー原単位換算根拠 
区分 単位 換算値 備考 
電気 kWh 9.0MJ 電力発電のときの発電端投入熱量 
ガス N ㎥ 41.1MJ 都自治体ガスとして計算 
重油 ℓ 39.1MJ 建物の暖房・給湯用の A 重油として換算 
 
図 3-23 は、エネルギー消費量と延床面積の関係である。延床面積の方が、建築面積よりも
強く関係しているといえる。 
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図 ３-23 エネルギー消費量と面積 
 
３．４．４ 自治体別施設データ分析 
本項では調査で収集した 20 自治体 194 のコミュニティ施設を自治体ごとの分析を行う。 
 
（1） 延床面積 
図 3-24 は、各自治体の総人口と施設面積の相関を示す。決定係数（R2）は 0.72 と、各自治
体の人口と延床面積に相関がみられる。一般に、各自治体の人口と保有する施設の延床面積は比
例している。なお、自治体により 1 施設当たりの大きさや住民一人当たりの床面積にばらつき
がある。 
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図 ３-24 人口とコミュニティ施設の面積の関係 
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図 3-25 は、各自治体の人口当たりおよび 1 施設当たりの床面積を示す。全施設における１
施設当たりの平均床面積は 1478.61 ㎡、人口一人当たりの平均延床面積は 0.083 ㎡となって
いる。 
ここで、O 自治体、S 自治体では、他自治体と比較し 1 施設当たり延床面積は大きいものの、
住民一人当たり延床面積は相対的に小さくなっている。逆に、M 自治体では、1 施設当たり
の延床面積は小さいものの、一人当たり延床面積は比較的広く、小規模施設が多数配置され
ていると考えられる。T 自治体では、１施設当たりの床面積が 500 ㎡以下で最も小さく、さ
らに住民一人当たりでも 0.02 ㎡を切り最も小さくなっている。B、C、D、K、L、M、N 自
治体は、1 施設当たりの床面積は平均以下であるが、住民 1 人当たりの利用できるスペースは
大きい傾向がある。 
 
１施設当り延床面積                        一人当り延床面積 
図 ３-25 各自治体の 1 施設当たり面積及び 1 人当り面積 
 
（2） 築年数 
図 3-26 は、自治体ごとのコミュニティ施設の築年数別の割合を示す。維持保全コストの投
入額が急増すると予想される築後 20 年以上経過した施設に注目する。E 自治体、O 自治体、
P 自治体、S 自治体の施設全てが築後 20 年以上経過している。また、C 自治体、D 自治体、
M 自治体は 9 割近くの施設が築後 20 年以上経過している。さらに、I 自治体、J 自治体、L
自治体、N 自治体、Q 自治体、T 自治体以外の全自治体は 5 割以上の施設が既に築後 20 年以
上経過している。 
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図 ３-26 各自治体保有面積の築年数の割合(2010 年現在) 
 
（3） エネルギー消費量 
図 3-27 が示すように、最も多いエネルギー源は電気であるが、F 自治体、O 自治体、Q 自
治体などでは、ガスも主なエネルギー源の一つとなっている。一般的にエネルギー源として重
油を使用している自治体は尐数であるが、D 自治体、E 自治体、P 自治体、R 自治体では、総
消費エネルギー中の約 2 割を重油が占めている。図 3-28 において単位床面積当たりの年間エ
ネルギー消費量と水使用量をみると、O 自治体は、単位面積当たりの年間エネルギー消費量が
最も多く、最も尐ない A 自治体の約 7 倍になっている。これは水使用量でも同様の傾向にな
っている。D 自治体、E 自治体、F 自治体、G 自治体、K 自治体、Q 自治体、S 自治体の単位
面積当たりの年間エネルギー消費量は、全体の平均値を上回っている。E 自治体、H 自治体は
他の自治体と違い、エネルギー消費量と比較した場合の水使用量が多くなっている。E 自治体
の場合には全施設に浴室が設置されており、屋上には太陽熱温水器が設置されている。 
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図 ３-27 年間総エネルギー消費量のエネルギー源割合 
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図 ３-28 ㎡当り年間エネルギー消費量と水使用量 
 
図 3-29 は、各自治体における 1 ヶ月間の施設利用者 1 人当たりの平均エネルギー消費量と
水使用量を示す。施設利用者 1 人当たりエネルギー消費量と水使用量の全体平均は、それぞれ
33.05MJ/人・月と 0.031 ㎥/人・月であった。利用者一人当たりのエネルギー使用量は、M 自
治体、P 自治体で高く、A 自治体、F 自治体、I 自治体などで低くなっている。一人当たり水
使用量では、E 自治体、M 自治体で高く、エネルギー消費量同様に A 自治体、F 自治体、I
自治体などで低くなっている。今までの傾向と違い、M 自治体が他の自治体と比較して特に
多くなっている。P 自治体の場合は、図 3-29 で見たように、単位面積当たりのエネルギー消
費量は尐なかったものの、施設利用者 1 人当たりの消費量は大きくなっている。 
 
図 ３-29 施設利用者 1 人当たり月平均エネルギー消費量と水使用量 
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表 ３-13 各自治体の基準単位別エネルギー消費量と水使用量 
自治体 
コード 
エネルギー消費量 水使用量 
(MJ/年) 
(MJ/㎡・
年) 
(MJ/施設・
年) 
(MJ/人・
月) 
(㎥/年) (㎥/㎡・年) 
(㎥/施設・
年) 
(㎥/人・月) 
A 21,294,357 442.83  760,513 9.99 14,241 0.30  508.62 0.007  
B 16,942,642 800.84  996,626 21.83 15,185 0.72  893.24 0.020  
D 12,962,650 1255.61  1,178,423 38.43 8,068 0.78  733.42 0.024  
E 26,647,188 1251.31  2,422,472 37.72 42,164 1.98  3,833.09 0.060  
F 6,848,162 1105.00  760,907 9.85 4,559 0.74  506.55 0.007  
G 29,519,324 1348.78  2,459,944 35.95 23,458 1.07  1,954.83 0.029  
H 6,148,669 845.59  1,229,734 -  10,140 1.39  2,028.00 -  
I 7,822,284 727.68  460,134 13.82 5,616 0.52  330.35 0.010  
J 15,974,415 688.54  1,597,442 19.25 10,275 0.44  1,027.50 0.012  
K 16,933,350 1314.57  1,539,395 36.36 14,159 1.10  1,287.14 0.030  
L 3,351,763 665.08  478,823 27.13 2,432 0.48  347.43 0.020  
M 5,602,490 871.33  622,499 70.01 5,382 0.84  598.00 0.067  
N 5,943,845 632.54  990,641 41.46 6,706 0.71  1,117.72 0.047  
O 9,121,370 2722.56  9,121,370 44.11 10,258 3.06  10,258.00 0.050  
P 6,734,810 934.38  1,346,962 63.96 3,279 0.45  655.80 0.031  
Q 19,128,230 1837.32  3,188,038 -  19,647 1.89  3,274.50 -  
R 9,284,393 937.11  1,856,879 50.39 8,295 0.84  1,659.00 0.045  
S 4,028,004 1416.20  4,028,004 42.45 5,144 1.81  5,144.00 0.054  
T 2,131,809 753.95  304,544 16.09 1,637 0.58  233.86 0.012  
平均 11,916,829 1081.64  1,860,176 34.05 11,087 1.04  1,915.32 0.031  
 
（4） 業務委託額 
業務委託額は、業務によって単位時間もしくは単位面積当たりに契約単価が設定されている。
本項の業務委託額の分析においては、業務内容によって単位時間や単位面積当たり金額に換算
している。なお、データ記録のない施設については分析の対象から除外している。総じて、単
位時間当たり、単位床面積当たりでみても自治体間で業務委託額のばらつきがみられ、標準化
の効果が高いものと思われる。 
図 3-30 は、施設ごとの受付委託額を年間配置延時間で割った値を各自治体の平均値として
換算したものである。時間当たり契約金額は、最も安い A 自治体の 250 円台から、最も高い
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Q 自治体の 3,700 円台まで分布している。L 自治体でも高くなっているが、概ね時間当たり
1,000 円前後が一般的な金額となっている。 
図 ３-30 受付委託額 
 
図 3-31 は、年間配置延時間と延床面積を換算の基準とした人的警備委託額である。時間
当たりの人的警備契約額は、最も安い G 自治体が 800 円以下であり、多くは 1,000 円前後
となっている。最も高い S 自治体では 1,500 円以上となっている。なお、単位面積当たりの
人的警備委託額は、時間当たり人的警備契約額よりも、自治体ごとのばらつきが大きくなっ
ている。 
図 ３-31 人的警備委託額 
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図 3-32 は、清掃委託の実施面積を基準として、単位面積当たりの清掃委託額を示す。契約
金額は、500 円台から 4,500 円台まで分布している。F 自治体、T 自治体が 600 円程度と安い
一方で、E 自治体、L 自治体では 4,000 円を超えている。 
図 ３-32 清掃委託額 
 
図 3-33 は、延床面積を基準として、単位面積当たりの設備管理委託額を示す。契約金額は、
300 円台から 5,000 円台まで分布している。D 自治体、H 自治体、I 自治体、L 自治体、M 自
治体が 1,000 円を切る一方、A 自治体、O 自治体、S 自治体が 4,000 円を超えている。 
図 ３-33 設備管理委託額 
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（5） 修繕履歴および修繕コスト 
修繕履歴では各施設における竣工後行われた修繕工事履歴の記録を基に、時間の経過と共に
増加する修繕費を調査した。修繕履歴や修繕コストの記録が残されていない施設が多くみられ、
今後の維持保全体制を構築していく上で、修繕履歴の記録の収集および保存の定着が重要な課
題となる。 
データ記録のない施設については、それぞれの分析の対象から除外した。なお、コストの記
録は修繕工事当時の金額であることから、現在価値注2に換算している。 
図 3-34 は、築年数ごとの各自治体の修繕工事費投入総額を示す。築 7 年頃の修繕工事費が
高くなっており、その内訳は、施設増築、設備増設、特殊用途部屋設置などである。築 23 年
が費用のピークで、その後は金額が減尐している。築後 36 年経過時には M 自治体の工事がみ
られるがデータ上では 2 回目の大規模修繕工事ではなく 1 回目となる。また、多くの自治体で
築後 12 年以上経過すると、段階的に大規模修繕工事が行われたことが分かる。 
 
図 ３-34 各自治体の築年数毎の修繕工事費投入総額 
 
図 3-35 は、各自治体の築年数ごとの単位面積当たり修繕工事費を累計したグラフである。
築後 36 年経過時までに単位面積当たりの修繕工事費累計は 100 万円を超えているが、25 年
経過時には既に 80 万円に達している。なお、図 3-34 を見ると E 自治体の占める割合は小さ
いものの、単位面積当たりの修繕工事費投入額は最も高くなっている。延床面積の一番大きい
A 自治体は単位面積当たりの修繕工事費の投入額が、相対的に尐なくなっている。 
 
                                                   
注2 現在価値換算は建設工業経営研究会の建築単価指数データを参考した。 
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図 ３-35 各自治体の築年数毎の㎡当り修繕工事費投入額累計 
 
（6） 施設利用状況 
本調査では各自治体の同時期における施設 1 か月分のデータを基準として、施設利用人数と
施設の稼働率を算定している。ここで、施設利用人数とは、単位期間内にその部屋、または施
設を何人が利用したのかを示す。稼働率とは、稼動可能な日数、あるいはコマ数のうちその部
屋または施設が何回使われたのかを示す。なお、今回の利用状況の分析では、データの分析が
できた施設の施設数・面積を用いている。また、施設稼働率算出は、1 ヶ月間運営可能な日数
を算定するため、該当月の休館日を除外した日数としている。 
図 3-36 は、自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数を示す。利用人数においては、A 自治体が
最も多くなっているが、A 自治体は延床面積や人口も最も多くなっている。G 自治体、K 自治
体、Q 自治体、T 自治体の場合、人口は多いにもかかわらず、施設利用者は尐なくなっている。 
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図 ３-36 自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数と自治体の人口 
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表 3-14 は、各自治体の総人口に対して 1 ヶ月間で施設を利用した延べ利用者数の割合であ
る。総人口の 3 割以上となっている自治体がある一方で、1 割以下の自治体もある。 
表 ３-14 人口に占める施設利用者の割合(単位：％) 
自治体 A B C D E F G H I 
施設 
利用割合 
31.90  37.48  34.29  39.36  27.89  25.54  14.55  34.95  37.64  
自治体 J K L M P Q R S T 
施設 
利用割合 
40.14  5.79  14.19  19.57  13.22  10.53  22.56  14.01  5.83  
 
図 3-37 は、各自治体における 1 ヶ月間の利用者の時間帯毎の分布を示す。ほとんどの自治
体では午前、午後、夜間の利用者数にバランスが取れているとみられる。しかし J 自治体の場
合、午後時間帯の利用者割合が午前と夜間に比べて大きくなっている。 
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図 ３-37 自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数の割合 
 
図 3-38 は、自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数と総有効延床面積注3を示す。延べ利用者数
と有効延床面積のバランスがよくない自治体が一部にみられる。 
                                                   
注3 有効延床面積とは施設利用人数分析に当ってデータ算出のできた施設のみの延床面積を
示す。 
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図 ３-38 自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数と有効延床面積 
 
図 3-39 に、施設当たりの利用人数と施設当たりの有効面積注4を示す。施設規模とその施設
の利用者数は、必ずしも比例していないことが分かる。A 自治体、E 自治体、G 自治体、J 自
治体、R 自治体の場合、施設の面積は 1,900 ㎡前後で同様な規模であるが、利用者数にはかな
りのばらつきがあり、A 自治体と R 自治体では、施設当たりの利用者数の差は、3 倍に及んで
いる。 
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図 ３-39 1 施設当たり延べ利用人数と 1 施設当たり有効面積 
 
                                                   
注4 1 施設当たり有効面積とは有効延床面積をデータ算出のできた各自治体の施設件数で割っ
た値である。つまり、各自治体の施設の平均有効面積である。 
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図 3-40 は、各自治体の 1 施設の 1 日平均施設利用者数とその利用者の 1 日平均 1 人当たり
有効面積注5を示す。A 自治体は 1 日平均施設利用者 300 人以上で 1 人当たり有効面積が 10 ㎡
以下となっている。一方、1 日平均施設利用人数 50 人以下で 1 人当たり有効面積が 40 ㎡を超
えている施設もみられる。 
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図 ３-40 1 施設の 1 日平均利用人数と 1 日平均 1 人当り有効面積 
 
                                                   
注5 1 日平均 1 人当たり有効面積とは各自治体の 1 施設当たり有効面積を 1 日間平均施設利用
人数で割った値である。 
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表 3-15 各自治体の施設利用人数の中、部屋毎の利用人数を示す。図 3-41 は、表 3-14 を割
合としたものである。会議室の割合が大きい自治体が多いが、中には和室、学習・実習室、ホ
ール・講堂、体育室の利用人数割合が大きい自治体もみられる。 
 
表 ３-15 各自治体の部屋毎の延べ利用者数 
自治体 会議室 和室 
学習・実習
室 
音楽室 
多目的
室 
ホー
ル・講堂 
視聴覚
室 
児童室 体育室 
自治体
合計 
A 27,765 23,518 11,655 10,203 11,148 4,121   56,057 144,467 
B 18,587 12744 11,211 915  16,190 5,027   64,674 
C 13,934 15951 6,744 657 3,756 4,707 727 369  46,845 
D 40,448 6243 4,503  4,702     55,896 
E 20,046 5630 13,236  13,810 15,698    68,420 
F 14,502 3069 9,069 1,082    388  28,110 
G 22,792 7455 824 2,908 1,170 23,374  342  58,865 
H 5,568 1498 12,974  1,491  4,267   25,798 
J 14,777 2937 3,978 2,958 4,411 25,273 2,447 1,184  57,965 
K 2,421 1774 2,320      154 6,669 
L 3,449 275 123 626  5,823    10,296 
M 5,557 2587 1,772   1,093  938  11,947 
P 5,011 1491 1,956     317  8,775 
Q 4,024 1234 1,505 1,703 353 5,340  1,195  15,354 
R 7,267 2249 1,402  212 1,856 3,618 627  17,231 
S 1,895     6,012    7,907 
T 1,931 4656 680 262 705 2,055   751 11,040 
部屋合計 209,974 93,311 83,952 21,314 41,758 111,542 16,086 5,360 56,962 640,259 
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図 ３-41 各自治体部屋の利用人数割合 
 
図 3-42 は、各自治体における総稼働率注6を示す。総稼働率は 1 ヶ月間の各施設の稼働率を自
治体の施設全体の平均値として計算した値である。自治体全体の平均稼働率は 0.476 で一番稼働
率の高い自治体は 0.674、最も低い自治体は 0.205 となっている。 
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図 ３-42 各自治体における総稼働率 
                                                   
注6 稼働率とは 1 ヶ月間フルの総利用可能コマ数に対し、実際使われたコマ数の割合を算出し
た値である。 
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表 3-16 と図 3-43 は、各自治体の部屋ごとの稼働率をそれぞれ数値と割合で示したものであ
る。部屋の利用形態で、最も平均稼働率が高いのは 0.746 の視聴覚室である。自治体ごとにみ
ると、稼働率の高い部屋は、G 自治体のホール・講堂で、0.984 とほぼ 100%稼動している。
ホール・講堂は利用人数が多く稼働率も高い傾向にある。なお、会議室、和室、学習・実習室
は利用人数の多い部屋であるが稼働率は 0.472、0.382、0.342 となり、需要に対して、部屋数
がやや多いことが考えられる。 
 
表 ３-16 各自治体の部屋毎の稼働率（単位：％） 
自治体 会議室 和室 
学習・ 
実習室 
音楽室 多目的室 体育室 
ホール・ 
講堂 
視聴覚室 児童室 
自治体 
平均 
A 59.05  42.81  50.04  68.88  67.98  94.61  81.61  -  -  66.43  
B 35.76  37.06  41.64  15.23  -  -  69.20  74.43  -  45.55  
D 56.75  42.53  24.66  -  42.53  -  -  -  -  41.62  
E 50.23  53.33  30.81  -  48.07  -  83.80  -  -  53.25  
F 80.54  29.57  12.99  83.91  -  -  -  -  14.94  44.39  
G 64.40  54.35  48.85  68.01  52.30  -  98.44  -  58.62  63.57  
H 44.19  62.07  54.50  -  93.10  -  -  79.60  -  66.69  
K 24.28  15.17  20.00  -  -  13.79  -  -  -  18.31  
L 31.22  13.79  10.34  75.86  -  -  55.17  -  -  37.28  
M 31.92  21.07  30.86  -  -  -  77.33  -  16.44  35.52  
Q 39.68  43.65  33.33  60.42  97.62  -  56.25  -  58.33  55.61  
R 40.19  40.55  47.23  -  26.25  -  82.43  69.71  16.33  46.10  
S 63.22  -  -  -  -  -  50.57  -  -  56.90  
T 39.08  40.13  39.46  85.06  88.51  45.98  62.45  -  -  57.24  
部屋平均 47.18  38.16  34.21  65.34  64.54  51.46  71.73  74.58  32.93  49.18  
 
 
 
 117 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
A B D E F G H K L M Q R S T
会議室 和室 学習・実習室 音楽室 多目的室
体育室 ホール・講堂 視聴覚室 児童室
 
図 ３-43 各自治体の部屋稼働率の割合 
 
 
（7） まとめ 
本項では収集したコミュニティ関連施設データをそれぞれの項目ごとに分析を行った。分析か
ら、コミュニティ関連施設は比較的小規模な公共施設であり、自治体の人口規模に比例して設置
されていることがわかった。また、使われ方は、地域住民間のコミュニティ形成や各種文化活動、
集会など多様であるため、部屋の名称なども都合よく変えられる特徴がある。 
施設状況に関しては、延べ利用者数 10,000 人以上の施設のほとんどが最寄駅から 12 分圏内
の施設であることから、住民の生活圏内に非常に近いところに位置している施設と言える。しか
し、施設利用人数と部屋の稼働率にバラツキが大きい。ある自治体の場合、保有施設全部の稼働
率が低く、他の団体間比較分析がなかったら、自らの状況を把握することなく、稼働率が低いま
ま何の対応もされなかったのではないかと思われる。 
エネルギー消費量や業務委託額のバラツキが大きいことが分かり、この部分だけの見直しで相
当なランニングコストの縮減が可能である。なお、データ分析から、自治体間のベンチマーキン
グの効果も大きいと考えられる。また、施設に関するデータの無いケースが多い中、修繕工事履
歴については特に収集が困難であることが確認できた。現地調査結果の考察から明らかになった
維持保全予算の浪費や場当たり的な対応では、問題解決には時間がかかることが危惧される。 
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３．４．５ アンケート分析から見た自治体の維持保全実態 
（1） 施設基本及び建物データ 
本項では収集した 194 施設のデータに基づき、20 自治体のコミュニティ施設の運営維持保全
現状の評価分析を総合的に行う。まず、施設データを基準単位当りの値に変換し、自治体ことに
比較しやすいデータにした。1 次加工したデータを基に各自治体の施設運営と維持保全の現状を
比較するため PPM マトリックスを用いた。これを基にさらに踏み込んだ多項目間の評価を行う
ため、データを 2 次加工し、比較を行った。 
表 3-17 注7は各自治体の建物データの平均値を示す。コミュニティ施設は延床面積が 2,000 ㎡
以下の施設が多くて 1,000 ㎡以下の施設も見られること、平均階数 3 階以下のものが多いこと、
最寄駅からの距離はほとんどの自治体の施設が 20 分以内の距離に位置していることから住民の
生活圏に近く、小規模な施設が多いと考えられる。補正新築工事費は新築当時の工事費用を現在
価値として換算したもので、自治体によって㎡当り工事費が 102 千円から 432 千円までかなり
ばらついている。築年数の平均は 3 つの自治体が 20 年以下でそれ以外ではすべて 20 年を越え
ている状況で、30 年を越えている自治体もある。空間活用度は、当該敷地が法律許容範囲でど
のぐらい活用されているかを調べるために用いた値で、容積利用率 0.5 とは指定容積率の半分が
使われていることを示す。本調査の対象施設では、容積利用率 0.5 以下が半分以上を占めている。
社会的な劣化対応度は、社会の要求性能をどのぐらい満たしているのかを調べるために用いた値
で、本調査では耐震補強率、アスベスト対策対応率、バリアフリー化対応率、エレベータ普及率
の 4 項目を調査した。調査の結果、耐震補強率が 100%になっている自治体は 5 つで 30%以下
の自治体も多数確認した。自治体によっては予算の範囲で教育施設や庁舎施設などを優先するこ
とから、コミュニティ施設については比較的遅れている場合も見られた。アスベスト対策対応率
は、多数の自治体が 100%近く対応している。バリアフリー化対応率は、0%の自治体が 2 つあ
るが、他では 80%以上が多い。エレベータ普及率が 4 項目の中で一番割合が低いことから、コ
ミュニティ施設は主に小規模で平均 3 階以下の低層建物が多いこととの関係が考えられる。そ
のうち、自治体 H は 4 項目すべてで対応率 40%以下になっている。 
                                                   
注7 最寄駅からの距離は駅から降りてバス又は徒歩を利用し施設まで到着できる最短時間を
示す。 
補正新築工事費は竣工年当時の工事金額を比較するため現在の価値として換算した費用を意
味する。換算には「建設工業経営研究会の標準建築費指数」を用いて 2005 年価格を 100%と仮
定し、換算の基準とした。 
空間活用度は建蔽率と容積率をそれぞれの指定建蔽率と指定容積率で割った値である。建蔽率
と容積率は用途地域・地区及び様々な規定により、物件ごとに許容限度割合(指定建蔽率と指定
容積率)が異なるため、そのままでは比較できないと判断し、建蔽利用率と容積利用率に加工し
た。 
耐震補強率は新耐震基準を満たしているかどうか、アスベスト対応率はアスベストを建築材料
として使った施設に適正な処置が行ったかどうか、バリアフリー対応率とエレベータ普及率は住
民の身近な施設としてどのぐらい改善されているかどうかを調べるために投入した項目である。 
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表 ３-17 各自治体における建物データの平均値 
地方
公共
団体 
延床面積 
最寄駅
からの
距離 
補正新築
工事費 
築年数 
空間活用度 
階数 
社会的な劣化対応度 
建蔽利
用率 
容積利
用率 
耐震補強
率 
(%) 
アスベス
ト対策 
対応率 
(%) 
バリアフ
リー化対
応率(%) 
エレベ
ータ普
及率 
(%) 
(㎡) (分) (千円/㎡) (年)  
A 1,717 23 219 19 0.54 0.36 2.0 82 100 61 61 
B 1,244 11 170 20 0.71 0.51 2.2 17 83 83 88 
C 889 14 271 24 0.83 0.54 2.3 88 81 94 50 
D 939 17 207 26 0.64 0.24 2.2 91 100 27 18 
E 1,936 11 214 31 0.50 0.44 3.3 55 100 100 100 
F 689 14 217 24 0.67 0.44 2.0 44 100 100 33 
G 1,824 11 360 21 0.78 0.69 2.4 64 91 82 67 
H 1,454 10 102 28 0.71 0.74 2.4 20 40 20 40 
I 632 16 288 16 0.66 0.49 1.9 100 100 100 82 
J 2,320 10 173 12 0.52 0.32 2.9 80 100 80 50 
K 1,171 12 220 20 0.87 0.54 1.9 30 90 91 64 
L 720 9 - 24 0.72 0.54 1.7 29 100 29 0 
M 714 13 228 26 0.65 0.32 2.2 100 100 0 22 
N 1,566 10 127 11 0.87 0.64 3.2 100 100 100 67 
O 3,350 12 320 17 0.72 0.41 3.0 0 100 100 100 
P 1,442 20 185 27 0.56 0.42 2.8 40 100 80 80 
Q 1,735 11 432 12 0.51 0.37 2.7 100 100 100 100 
R 1,982 13 244 26 0.69 0.43 2.6 60 100 100 100 
S 2,844 15 281 21 0.73 0.64 4.0 100 100 0 100 
T 404 12 245 15 0.68 0.67 2.4 86 100 43 29 
 
 
（2） ランニングコスト及び施設利用状況データ 
ランニングコストを分析するため、光熱水量と管理委託業務費を調査した。光熱水量の中で電
気、ガス、重油の年間消費量を熱量単位(MJ；メガジュール)に換算し、エネルギー消費量を出
した。また、施設の年間管理委託額を受付業務、人的警備、機械警備、清掃、設備管理の 5 項
目について調査した。施設利用状況を分析するに先立って、部屋の名称が自治体や施設によって
異なっていたので、本研究では用途に応じて部屋の名称を 8 つにまとめた。 
各自治体の光熱水量及び施設運営管理に関するデータを表 3-18 に示す。㎡当りエネルギー消
費量や水使用量は自治体によってかなりばらつきがあり、大きい場合は 10 倍の差も見える。㎡
当り業務委託額も自治体によって様々であり、行っている業務内容にはそれほどの差がないので、
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委託仕様や契約方式の見直しが求められる。人口中施設利用者割合注8は自治体の住民がどのぐら
いその施設を頻繁に利用しているかを調べるために用いた値で、自治体Ｊは延べ利用者数が人口
の 4 割以上に及ぶ程頻繁に利用されている。総稼働率注9は大体 5 割前後になっているが、中に
は 3 割を下回る自治体も見える。 
 
表 ３-18 各自治体におけるランニングコスト及び施設利用データの平均値 
地方
公共
団体 
エネルギー消費量 水使用量 ㎡当り管理委託額(円) 
人口中
施設利
用者割
合 
(％) 
施設当
り利用
人数 
(人/施
設) 
総稼
働率 
(％) 
(MJ/㎡) (MJ/施設) (㎥/㎡) (㎥/施設) 
受付業
務 
人的警
備 
機械警
備 
清掃 
設備管
理 
A 442.83 760,513 0.30 508.62 1,423 1,782 187 1,610 4,395 31.9 10,450 57.5 
B 800.84 996,626 0.72 893.24 2,620 - 202 3,152 1,019 37.5 3,804 44.6 
C 1255.61 1,178,423 0.78 733.42 - - - - - 34.3 2,947 - 
D 1251.31 2,422,472 1.98 3,833.09 - 3,456 464 1,744 946 39.4 5,081 49.2 
E 1105.00 760,907 0.74 506.55 2,162 504 557 4,133 2,691 27.9 6,220 49.1 
F 1348.78 2,459,944 1.07 1,954.83 10,098 - 304 654 1,068 25.5 3,514 44.5 
G 845.59 1,229,734 1.39 2,028.00 3,214 3,781 142 2,391 2,158 14.6 5,887 67.4 
H 727.68 460,134 0.52 330.35 3,422 - - 2,935 640 34.9 7,761 56.2 
I 688.54 1,597,442 0.44 1,027.50 9,816 - 744 2,342 680 37.6 4,069 53.9 
J 1314.57 1,539,395 1.10 1,287.14 18,192 1,496 304 3,829 2,107 40.1 5,797 50.2 
K 665.08 478,823 0.48 347.43 2,579 - 518 3,152 1,790 5.8 953 20.5 
L 871.33 622,499 0.84 598.00 3,156 - 141 4,546 346 14.2 1,471 33.5 
M 632.54 990,641 0.71 1,117.72 4,384 3,264 1,074 1,211 878 19.6 1,327 35.5 
N 2722.56 9,121,370 3.06 10,258.00 - 1,424 305 2,192 2,017 - - - 
O 934.38 1,346,962 0.45 655.80 - - 244 - 4,551 - - - 
P 1837.32 3,188,038 1.89 3,274.50 837 - 702 2,259 1,072 13.2 1755 - 
Q 937.11 1,856,879 0.84 1,659.00 11,678 - 420 2,215 3,711 10.5 2559 46.9 
R 1416.20 4,028,004 1.81 5,144.00 1,756 189 199 1,666 3,027 22.6 3446 50.4 
S 753.95 304,544 0.58 233.86 2,830 772 52 2,315 5,828 14.0 7907 56.9 
T 1081.64 1,860,176 1.04 1,915.32 15,330 - 452 606 1,177 5.8 1,577 46.2 
 
                                                   
注8 人口中施設利用者割合は自治体の人口の中、何割が 1 ヶ月の間コミュニティ施設を利用し
たかを示す。総利用者数を人口で割った値である。 
注9 稼働率はそれぞれの部屋の実際稼動回数を稼動可能回数で割った値で、総稼働率は各自治
体の全体平均稼働率である。 
稼働率(％)＝実際使われた回数／稼動可能な回数 * 100 
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図 3-44は施設毎の 1ヶ月間の延べ利用人数と総稼働率を両軸とする PPMマトリクスである。
各軸の平均値を基準とし、4 つの領域に分けると第 1 象限は部屋の稼働率が高い上に利用者も多
い場合となり、施設運営管理状況が良いと言える。図では自治体 A，G の施設がほぼ第 1 象限
に入る。第 2 象限は部屋の稼働率は高いが、利用人数が尐なく収容人員を満たさないケースが
多いと考えられる。第 4 象限は部屋の利用人数は多いが稼働率が低いので利用部屋が偏ってい
る可能性がある。第 3 象限は稼働率が低く、収容人員と利用人数のバランスも悪いため施設運
営状況が悪いと言える。図 3-44では自治体 K の施設が第 3象限に主に分布している事が分かる。 
 
図 ３-44 施設利用人数と稼働率 
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図 3-45 は㎡あたりのエネルギー消費量と㎡あたりの水使用量を両軸とする PPM マトリクス
である。この図では第 3 象限の方がエネルギー消費量と水使用量が尐ないこととなるので、効
率の良い領域である。逆に第 1 象限の方がエネルギー消費量と水使用量が多いことになるので
その原因を調べる必要がある。この図では自治体 A の施設は、主に第 3 象限に属していて、自
治体 E と K の施設は第 1 象限と D の上部に位置している。図 3-44 と図 3-45 を見て自治体 A
は稼働率と利用人数が多い上に、エネルギー消費量と水使用量が尐ないことが分かる。逆に自治
体 K は稼働率と利用人数が尐ないのにエネルギー消費量と水使用量が多いことになるので施設
運営管理上、効率の悪いケースとなる。 
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（3） 施設運営管理評価 
各自治体の施設運営管理の現状を把握するために、さらに多様な項目を評価に反映する必要が
ある。本項では単位の異なる多項目を比較し評価指標として取り入れるため、それぞれの評価指
標の平均値と標準偏差を算出し、これらを用いて指標値を偏差値注10に変換した。偏差値を評価
項目別のレーダーチャートにすることで多項目間比較による自治体の施設運営管理現状の評価
を試みる。本項では表 3-19 の 8 つの項目を評価指標とし、その偏差値を求めレーダーチャート
で示した。8 つの評価項目の偏差値を出すために 1 次加工したデータをさらに加工して 2 次加工
データとした。その算出根拠及び仮定を表 3-19 に示す。 
 
表 ３-19 施設運営管理評価のための項目 
評価項目 算出根拠及び仮定 
施設利用人数 表 3-18 の施設当り利用人数を用いる 
施設稼働率 表 3-18 の総稼働率 
接近の容易性 
表 3-17 の最寄駅からの距離を用いて一番遠い施設の時間から当該
施設の時間を差引いた値 
社会的な劣化対応度 表 3-17 の社会的な劣化対応度に該当する 4 つの項目の平均値 
エネルギー消費量の適正性 
エネルギー消費量と稼働率を両軸とする PPM マトリクスの最大消
費量を基準とし、当該施設の値を差引いた値 
水使用量の適正性 
水使用量と施設利用人数を両軸とする PPM マトリクスの最大使用
量を基準とし、当該施設の値を差引いた値 
委託額の適正性 
委託額と稼働率を両軸とする PPM マトリクスの最大額を基準と
し、当該施設の値を差引いた値 
施設規模の適正性 
施設利用者 1 人当り延床面積の最大値を基準とし、当該施設の値を
差引いた値 
 
 
（4） レーダーチャート 
前述の表 3-19 の 8 つの評価項目の偏差値は数字の高いほど良いということでこの数字を合算
した値を施設運営管理度とし、以下の図 3-46 に各自治体の施設運営管理評価のレーダーチャー
トを示す。20 自治体の施設運営管理状況を数値化し、状態を項目ごとに 0 点から 80 点の間に
表わす。80 点に近いほど適正性を満たす又は効率が良いことと仮定する。なお、8 つの項目合
計点を「施設運営管理度」とし、総合点数が高いほど全体的に施設運営管理程度が高いとみなす。 
以上のような手法で調査対象自治体を図 3-46 のように評価した。 
                                                   
注10 偏差値は、標準化された値の一種であり、データの平均値を 50、標準偏差を 10 とし、
単位の異なるグループ間の比較を可能とする。偏差値への変換は、標準化した値(平均値 0、標
準偏差 1)に 10 を乗じ、50 を加えることにより行われる。 
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A 自治体は項目ごとに 60 点前後の高い点
数になっている。接近の容易性だけが 20 点
程度の値を示し、他の自治体の施設に比べ
ては遠い。しかし、そのようなハンデキャ
ップにもかかわらず施設利用状況が良いこ
とは他自治体から見本にする価値があると
言える。 
B 自治体は 8 つの項目が全体的に「中」以
上のレベルをとっているので悪い部分は特に
なさそうに見えるが、全体的に改善の余地は
充分ある。特に、A 自治体に比べて接近性が
良いのに施設利用状況はそれほどではないの
で A 自治体をベンチマーキングしてみること
も良いのではないかと考えられる。 
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D 自治体は接近性が良くない上に劣化が
改善されてない。更に、エネルギー効率も
良くないので全体的に自治体の管理運営上
に問題があるのではと考えられる。 
E 自治体は 8 つの項目が全体的にバランス
よい点数をとっているが、エネルギー消費量、
委託額、稼働率が他の項目に比べて低いので
その原因を把握すれば更に効率よく施設運営
管理ができると考えられる。 
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F 自治体は 7 つの項目が「中」以下とな
っている。つまり、接近性が普通で施設規
模の余裕があるだけで施設管理運営の効率
が良くないと言える。 
G 自治体は総合点数が高く、高い位置づけ
になっている項目がある半面、水使用量と委
託額が比較的に低い値を示している。これは
お風呂のような水を沢山使う施設により委託
コストも高めになっていると想定できるが、
そうではなければ問題事項と言える。 
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H 自治体は総合点数が高く、7 つの項目が
良好な点数になっているが、社会的な劣化
対応度がかなり低く、耐震補強・バリアフ
リー・アスベスト対策などが 2 割と 4 割程
度に留まっているので、これは早急な改善
が求められる事項である。 
 
I 自治体は施設への接近性が良くない中で
高い総合得点をとっているが、高い稼働率に
比べて利用者数が尐ないことは部屋の用途変
更などによる適正化による効率化が求められ
る。なお、委託額も他自治体に比べて高く支
払われている可能性が高いので見直しでコス
ト縮減の余地が充分あると言える。 
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J 自治体は施設への接近性が比較的に良
いにもかかわらず施設利用状況はそれほど
高くない。更にエネルギー消費量と水使用
量の効率が悪く、委託単価も高いので全体
的な改善を実践することで相当なコスト縮
減が可能になると言える。 
K 自治体は総合点数が低い。施設への接近
性は普通と言えるが、住民にほとんど利用さ
れてないことが分かる。これは施設規模と劣
化への対応が遅れていることから住民に敬遠
されていることも想定できるので早急な実態
把握から改善する必要があると言える。 
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L 自治体は施設への接近性が比較的に良
好であるにもかかわらず、利用状況が良く
ないことが分かる。つまり、K 自治体と同
様な問題の可能性が高く、施設劣化への対
応と施設規模の改善ができてないので住民
から敬遠されていると考えられ、先ずは原
因を確認することが重要と言える。 
M 自治体はエネルギー消費量と水使用量以
外は全項目が低い値を示す。この場合、あま
りにも利用されてない施設であればエネルギ
ーも水も使われてないはずなのでエネルギー
効率が良好とは言いにくい。全項目に関して
の見直し、又は他自治体のことをベンチマー
キングする必要があると言える。 
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Q 自治体は施設規模が他自治体に比べて
尐なく、委託費として支払いする単価が高
い。施設劣化に対する対応はある程度進ん
でいるが、施設の利用状況及びランニング
コスト縮減のための改善が求められる。 
R 自治体は施設への接近性が良くない上に
施設規模を充分ではないと言える。施設劣化
への対応は行われているが、エネルギー消費
量や水使用量が多いのでランニングコストの
見直しを優先的に行う必要があると考えられ
る。 
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S 自治体は施設への接近性、劣化への対
応、施設規模が他自治体に比べて良いとは
言えないが、施設利用状況とエネルギー効
率の値は高い。これは他自治体から見ると
住民から敬遠される負の要因を持っている
にも関わらず、それを克服しているのかど
うかを確認する必要がある。 
T 自治体は施設規模以外の項目が全て「中」
以下の値を示す。その中でも特に施設利用状
況が良くなく、委託費を比較的多く払ってい
ることが分かる。総合点数が低いことは他自
治体の実態をベンチマーキングし、全体的な
改善が求められると言える。 
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３．４．６ まとめ 
本研究は様々な維持保全に関する研究が行われているにもかかわらず、保有公共施設の現状で
さえ把握されてない自治体が多いことに着目し、施設の運営維持保全の現状を調査及び分析した
ものである。現状把握から、今後の自治体の公共施設マネジメント推進の礎にすることを目的と
した。 
本項では、公共施設実態調査の第 2 段階として、第 1 段階の現地調査対象となった施設を含
め、まず協力団体のコミュニティ施設に対するアンケート調査を行った。前項の調査結果から修
繕工事履歴や施設関連情報の欠如などが公共施設の維持保全に影響を与えていると想定された
ため、施設に関する各種情報を収集してデータを分析することにより、公共施設の現状を把握し
た。 
 
データの分析は、項目ごとの比較分析、収集データから対象施設の運営維持保全現状を読み取
るため、PPM マトリクス分析と評価指標の偏差値を用いたレーダーチャート評価を行った。
PPM マトリクスとレーダーチャートにより、複数項目の自治体間比較及び全般的な現状把握が
一目で確認しやすくなるので、自治体の施設運営管理状況の可視化に役立つと言える。 
 
自治体間の比較分析では委託管理費、エネルギー消費量、水使用量、施設稼働率などにばらつ
きがあることが確認できた。更に、委託管理費は行う業務が同じであっても自治体内の施設間に
も単価の違いが現れ、積算基準や仕様書などの標準化を行い、契約単位も個別から群単位契約と
することでコスト縮減に繋がる可能性が高いと考えられる 
施設利用状況に関しては住民全体の中で6%の住民にしか利用されていない自治体があるなど、
自治体間の差が大きいことが分かった。 
PPM マトリクスではエネルギー消費量と水使用量の多い K 自治体は、稼働率が悪く利用者数
が尐ないことが明らかになったので、他の自治体をベンチマーキングし、自らの状況を相対的に
把握することで改善する必要がある。 
調査データを基に自治体の施設運営管理状況を総合的に評価し、可視化するため、8 つの評価
項目を抽出し、総合評価を行った。分析の結果、財政状況が厳しいと言われる中でも、効率の良
い施設運営維持保全を実施していると考えられる自治体があることが分かった。 
自治体 A の施設は、最寄駅から遠い点が短所であると思われるにも関わらず、多くの住民に
頻繁に利用されている。また、頻繁に利用されているにも関わらず、エネルギーや水の消費量も
尐なく、施設規模や委託額からも適正であると判断できるため、今回の調査対象自治体の中では
施設運営管理が適正に行われているものの一つと言える。施設運営管理度点数も 438 点で最も
高い値になっている。それに比べて自治体 P、N、K は施設運営管理度点数が低い値になってい
る。しかし、自治体 P、N は稼働率又は施設当り利用人数の評価指標が不明だったため、施設運
営管理度点数でも信頼性が落ちる。すべてのデータが揃った自治体の中では自治体 K の値が最
も低いと言える。自治体 K のレーダーチャートを見ると 8 項目中 60 点以上の項目が一つもない
ことが分かる。そのうち値が最も低く 40 点を下回る項目は稼働率、利用人数、施設規模の適正
性であり、使われてない部屋が多いか施設規模の大きさに比べて利用者が余りに尐ないと考えら
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れる。 
以上のことから、データ分析により、自治体間のベンチマーキングには大きな効果が期待でき
る。そして、維持保全費をさらに投入すること、先進的な施設経営手法を導入することのみでは
なく、現状の自治体内部でも従来扱ってきた情報を活用することで基本的なベンチマーキングを
行うことができる。 
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３．５ 自治体の施設情報保有状況調査 
３．５．１ 調査概要 
自治体が所有する施設の保全や有効活用が求められる中で、施設白書などを作成し施設に関
する資料を整理している自治体がある一方で、どのぐらいの有形固定資産があるのかさえも把
握していない自治体も尐なくない。また、「3.4 コミュニティ施設に関するアンケート調査」
では、自治体が所有している施設の一部に過ぎないコミュニティ関連施設のデータ収集にも 1
年に及ぶ時間がかかることからも、全ての施設情報を把握することがいかに困難であるかは容
易に想像がつく。しかし、公共施設マネジメントの効率的な推進のためには全ての施設関連情
報の一元化管理が必須となるため、いずれはデータの収集・蓄積・管理が求められる。そこで、
本調査では公共施設の維持保全に関する実態調査の第 3 段階として、協力自治体を対象に全施
設の情報保有状況を調査する。 
 
３．５．２ 調査内容及び方法 
第 3 段階では自治体の現状把握の基本となる施設関連情報をどの程度確保しているか
を調べるため、26 自治体について協力団体の全施設の竣工図や契約図書等の有無などを
含めた資料及びデータの保有状況、組織及び業務運営に関する内規又は分掌の有無につい
て調査を行った。調査対象施設の範囲は以下のように設定する。 
 
 建物であること。 
(例えば、土地、公園、道路、橋梁やダムなどの土木構造物は該当しない) 
 人が滞在していること。 
(例えば、公衆トイレ、野外プール、公園などの構造物、倉庫などは該当しない) 
 自治体が管理・運営(委託を含む)をしている施設であること。 
(所有権が国又は東京都などの別の機関にある施設でも自治体が運営管理をしていれば
記入する。但し、備考に所有権者を表記する。) 
 ※ 調査対象施設であるかどうか判断ができない場合はそのまま記入し、調査
者が再分類する。 
 
調査方法は Excel で制作した「保有施設リスト調査表」を配布し、各自治体が必要事項を記
入したものを電子ファイルとして収集した。調査期間は 2008 年 10 月 1 日から 2009 年 3 月
31 日までである。 
配布の際には記入フォーマット、記入参考事例が入ったサンプル、各項目の記入解説書を一
つの電子ファイルにし、配布した。次の表 3-20 と表 3-21、表 3-2 に各自治体に配布した「保
有施設リスト調査表」と「各項目の記入解説表」を示す。各項目の記入解説表は自治体の調査
協力者への説明会の開催と電話対応などを通して記入に関する問い合わせに対応した。 
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表 ３-20 保有施設リスト調査表の例 
施設基本データ 資料保持有無
コー
ド 施設の名称 住所
施設用
途
用途の
複合状
況
敷地面
積（㎡）
建築面
積（㎡）
延床面
積（㎡） 竣工年
施設構
造 階数
担当部
局 備考 図面
施設
台帳
修繕工
事履歴
記録
施設利
用状況
記録帳
その他
の資料
1 ○○小学校 新宿区大久保3- 学校施設複合 8264.2 1960 RC造 学校教育部　教育センター　 ○ ○
2 ○○小学校
（校舎）
新宿区大久保3-
4-1
校舎
（事務
複合 1620 8120 1960 RC造 5 学校教育部　教育センター　
3 ○○小学校 新宿区大久保3- 体育館 単独 2150 1960 RC造 2 学校教育部　教育センター　
4 スポーツセン 新宿区大久保3- 運動施 単独 7174 29696 1994 RC造 4 委託 ○ ○ ○
5 庁舎 ○○市○○2-51- 単独 8133 1953 RC造 ○ ○ ○
6 庁舎（A棟） ○○市○○2-51- 単独 1275 8729 1953 RC造 地上6階、地下1階総務部 総務課　
7 庁舎（B棟） ○○市○○2-51- 単独 820 4123 1953 RC造 5 総務部 総務課　
8 庁舎（C棟） ○○市○○2-51- 単独 925 6673 1953 RC造 6 総務部 総務課　
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23  
 
表 ３-21 施設基本データ項目の記入解説表 
施設基本データ項目 解説 
施設の名称 その建物の名前、愛称。 
例）○○小学校、庁舎、○○学童クラブ、プラザイースト 
注. 小学校など一つの施設に建物が複数存在する場合、一つにまとめ
ず分けて記入する。Excel 作成保有施設リスト調査表作成見本参照。 
住所 建造物などの住居表示や地番を指す所在地のこと。 
施設用途 その建物の使い道、使用法。 
例）体育館、図書館、水泳場、公民館、商業施設、共同住宅、劇場物販
店、事務所、複合施設（コミュニティーセンター、児童館） 
用途の複合状況 単独（一用途）もしくは複合（二用途以上）であるか 
敷地面積 その建物が建つ土地の面積。単位㎡。 
建築面積 建物を真上から見たときの面積。単位㎡ 
延床面積 建物の各階の床面積を合計した面積。単位㎡ 
竣工年 建築工事が終了した年のこと。 例）昭和○年、西暦 19○○年。 
施設構造 建物の骨組み。躯体。 
例）RC 造（本庁舎 A 棟）、S 造（本庁舎 B 棟） 
階数 単純な建物の階の数。 
例）地上○階、地下○階 
担当部局 管理（維持、運営）している部局または課 
例）○○部○○課、管理委託 
備考 その他の特異事項を記入 
例）施設の所有権が自治体ではなく国又は東京都などにある場合。所有
権者を明記、他団体に管理などを全面委託している場合委託団体名を記
入。 
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表 ３-22 資料保持有無項目の記入解説表 
資料保持有無項目 解説 
図面 設計図、施工図、竣工図等の建築にかかわる図面が有ったら（○）、な
かったら（×）を記入。 
施設台帳 施設に関する敷地の概要（敷地面積等）、運営管理の概要、設備（電気、
空調、衛星、ガス等）の概要が載ったもの。 
修繕工事履歴記録 過去に行った修繕、改修工事の記録が載った資料が有ったら（○）、な
かったら（×）を記入。 
施設利用状況記録帳 施設の利用者数、開館日数・時間等が載った資料が有ったら（○）、な
かったら（×）を記入。 
 
収集した自治体の施設を分類するために「表 3-3 公共施設の分類図表」の施設類型別分類基準
表を参考にした。表 3-3 は国土交通省国土技術政策総合研究所が 2006 年に発表した「住宅・社
会資本の管理運営技術の開発」報告書の分類基準である。 
 
３．５．３ 施設データ分析 
本調査で収集した施設のデータは 15 自治体 3,477 施設である。総延床面積は 4,602,837
㎡であり、最も多い自治体の施設数は 1,017 施設、最も尐ない自治体は 71 施設となってい
る。収集できた各自治体の保有施設を表 3-23 に示す。 
 
表 ３-23 各自治体の保有施設概要 
自治体 A D F G K M N P 
棟数 1017 165 134  377  159  81  144  74  
延床面積
（㎡） 
1,020,180 357,259 192,629 838,018 183,501 120,853 134,248 134,974 
自治体 R T U V W X Y - 
棟数 114  247  348  216  141  189  71  - 
延床面積
（㎡） 
158,063 318,390 318,092 179,344 237,806 275,310 134,170 - 
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表 3-24 は調査対象自治体のデータ収集状況である。「施設の名称」、「延床面積」、「竣工年」
の 3 つの項目は対象自治体全体が保有施設の情報を持っていることを確認した。一方で、住所、
施設用途、敷地面積、建築面積、構造、階数、担当部局は全て把握できてないことが分かり、
このままでは施設マネジメントの効率化は難しいのではと考えられる。更に、施設に関する図
面や施設台帳は「存在しない」又は「把握できていない」などの自治体があり、情報収集の重
要性を改めて再認識することになった。 
 
表 ３-24 データの収集状況 
自治体 A D F G K M N R T U V W X Y 
データ
の有無
※ 
施設の名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
施設用途 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ 
用途の複合状
況 
○ ○ ○   × ○ ○ ○ ○     ○   ○ 
敷地面積（㎡）   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △     ○   △ 
建築面積（㎡） ○   ○   ○ ○ ○ ○ △   ○ ○     
延床面積（㎡） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
竣工年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ 
施設構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
階数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○ 
担当部局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○ ○   ○ 
データ
の有無
※※ 
図面   ○ ○   × ○ ○ ○ △   △ ○     
施設台帳 ○ ○ △   ○ × ○ ○ ○     ○     
修繕工事履歴
記録 
○ ○ △   ○ ○ × ×       ×     
施設利用状況
記録帳 
  △ △   ○ × × ○       ×     
※表の中に項目が無い場合及びすべて空欄の場合は「空欄」、データが半数以下のものを「△」とする。 
※※「△」及び「空欄」に関しては※と同じ基準である。有無に関してすべて×となっていた項目は「×」
とする。 
◎取得年月として記録されている。 
 
各自治体において、調査施設には次のような特徴がみられる。各自治体の総人口と施設面
積は決定係数（R2）0.91 と、各自治体の人口と延床面積に相関がみられる。図 3-46 は各自
治体の総人口と施設類型別の延床面積を示す。教育文化施設、行政施設は総人口との決定係
数（R2）が 0.96、0.69 であり、人口との関係が見られるが、福祉医療施設及び公営住宅は人
口との関係が見られない。つまり、福祉医療施設及び公営住宅は自治体それぞれの事情によ
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り保有規模や有無が異なるが、教育文化施設と行政施設は人口と比例して保有している傾向
にあるといえる。特に教育文化施設は決定係数（R2）が 1 に非常に近い値になっており、人
口との極めて強い相関があるといえる。 
y = 1.3522x + 7490.9
R2 = 0.9627
y = 0.2707x - 11628
R2 = 0.6916
0
100,000
200,000
300,000
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500,000
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総
延
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積
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）
教育文化施設
行政施設
福祉医療施設
公営住宅
線形 (教育文化施設)
線形 (行政施設)
 
図 ３-46 人口と施設面積の関係 
 
 
図 3-47 と図 3-48 は、各自治体の施設類型別の総ストック量を施設類型別割合で示す。全
収集データを示す図 3-47 を見ると延床面積と棟数では 7 割以上を教育文化施設が占めてい
る。また、教育文化施設と行政施設を合わせた場合、8 割以上 9 割近くを占める値となる。
よって、自治体の人口と強い相関関係を持っている教育文化施設と行政施設を施設マネジメ
ントの重要な核とし、集中的に管理しなければならない。 
図 ３-47 施設類型別総ストック量 
教育文化施設,
2167棟, 67%
行政施設, 430棟,
13%
福祉医療施設,
200棟, 6%
その他, 84棟, 3%
公営住宅, 363棟,
11%
その他, 48,477
㎡/1%公営住宅,
246,586㎡/ 5%
福祉医療施設,
256,832㎡/6%
行政施設,
520,989㎡/ 11%
教育文化施設,
3,526,842㎡/
77%
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図 ３-48 各自治体の施設類型別総ストック量 
 
図 3-49 は、調査施設の竣工時期とその延床面積を示す。多摩地区自治体の公共施設は 1960
年代後半から 1980 年代前半まで集中的に建てられた。それらの公共施設のほとんどが築後 30
年以上経過し、全施設の 5 割弱が建替えの時期を迎えている。また、1980 年代後半から 1990
年代前半まで新たな施設が多量に設置され、現在大規模修繕工事の時期を迎えている。しかし、
建替え時期を迎えた全ての施設を建替えることは財政面でも環境面でも非常に困難と言える。 
※建替え需要ライン：建替え工事の目安として築後 30 年経過を基準とした場合 
※大規模修繕需要ライン：大規模修繕工事の目安として築後 20 年経過を基準とした場合 
図 ３-49 調査施設全体の竣工年と延床面積 
 
図 3-50 は施設類型の築年数の割合を示す。築年数の長い施設の割合が大きい施設は教育文
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化施設、行政施設の順である。教育文化施設は 8 割弱の施設が、行政施設は 6 割強の施設が築
後 20 年以上経過している。これは公共施設の面積のほとんどを占める施設が最も古いことを
示す。特に教育文化施設では、築後 30 年以上経過した施設が 6 割弱になっており、他の施設
に比べ、その状況はさらに深刻と言える。 
図 ３-50 施設類型の築年数別総ストック（延床面積の割合） 
 
図 3-51 は、自治体ごとの施設の築年数別の割合を示す。維持保全コストの投入額が急増す
ると予想される築後 20 年以上経過した施設をみると、自治体 D、自治体 N、自治体 F、自治
体 P、自治体 Y の施設 8 割以上が築後 20 年以上経過している。自治体 G、自治体 V は約 5
割の施設が既に築後 20 年以上経過しているが、他の自治体に比べ、比較的築後年数が経過し
ていないと言える。 
図 ３-51 各自治体の築年数別延床面積の割合 
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30～39年 339,405 164,115 61,728 123,420 49,374 68,895 53,744 40,682 40,682 47,261 62,286 109,164 115,331 46,586 89,922
20～21年 244,247 73,699 143,590 87,599 14,004 26,961 34,605 35,079 35,079 31,096 26,397 56,508 56,130 13,360 37,196
10～19年 181,475 23,694 141,796 38,106 16,419 41,032 47,766 10,177 10,177 21,621 1,606 39,837 47,439 13,330 45,139
0～9年 107,859 29,138 124,040 28,062 17,238 10,161 35,058 11,993 11,993 34,138 13,906 33,130 49,147 6,958 20,660
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３．５．４ まとめ 
本項では自治体が所有している全施設に関する情報をどの程度の保有しているのかを確認
するために、公共施設の維持保全に関する実態調査の第 3 段階として、協力自治体を対象に全
施設の情報保有状況を調査した。 
調査の結果、施設の新築後の修繕･改修などの工事履歴はほとんど管理されてないこと、施
設の利用状況、光熱水量も管理されてないケースが多いことが明らかになった。施設の設計図
面や施設台帳は一元化管理してないため、あってもどこにあるのかを把握できていないのであ
れば存在しないことと同じである。 
施設情報として全自治体が把握していたのは「施設の名称」、「延床面積」、「竣工年」のわず
か 3 項目のみであり、これは事態がいかに深刻であるかを示すものである。情報の蓄積及びデ
ータベース構築、情報の一元化管理に取組むことが早急に求められる。 
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３．６ まとめ 
本章では地方自治体の公共施設マネジメントの現状を調査し、問題点を把握するため、次のよ
うな 3 段階の調査を行った。 
 
第 1 段階：現地調査による公共施設実態及び問題点の把握 
第 2 段階：コミュニティ関連施設に関するアンケート調査 
第 3 段階：自治体の施設情報保有状況調査 
 
第 1 段階では施設の運営管理実態、施設の劣化状況の概略的な診断、調査データの見直しな
どを目的としている。さらに、公共施設というものが実際にどのような機能をしているのかを調
査した。調査には簡易劣化調査チェックシートを作成し、目視と施設管理担当者へのヒアリング
で調査を行った。 
調査の結果、不具合の多い部分は屋根・屋上、外壁と内壁、天井、建具の順になっており、主
に雤漏りが不具合の発端となっていることに比べ、設備については事後対応が早い傾向があるこ
とから、不具合が尐なかった。なお、現地調査の中で認識した問題点としては以下の事項が挙げ
られる。 
 
① 施設に常駐している運営担当者のほとんどは屋上には上がらない。 
② 屋上は清掃委託対象でなく、基本的に掃除しない。 
③ 場当たり的な対応によって尐ない維持保全予算を浪費している。 
④ 大規模的な修繕･改修工事の問題というよりは、普段の施設メンテナンス意識の欠如が
施設劣化に大きな影響を与えている。 
⑤ 建築部位の不具合は雤漏りによるものが多い。 
⑥ 修繕工事履歴もしくは施設関連情報の欠如から、されるべき維持保全ができていない。 
 
第 2 段階では 26 自治体コミュニティ関連施設を対象に基本情報、維持保全履歴情報、施設利
用情報、エネルギー消費関連情報などをアンケート形式で収集し、分析を実施した。 
分析評価においては PPM マトリクスと評価指標の偏差値を用いたレーダーチャートを活用
した。自治体間の比較分析で委託管理費、エネルギー消費量、水使用量、施設稼働率などにばら
つきがあることを確認できた。更に、委託管理費は行う業務が同じであっても自治体内の施設間
にも単価の違いが現れ、積算基準や仕様書などの標準化を行い、契約単位も個別から群単位契約
を視野に入れるべきである。施設利用状況に関しては住民全体の中で 6%の住民にしか利用され
ていない自治体があるなど、比較分析により、自治体間の差が大きいことが分かった。 
PPM マトリクス分析では施設利用状況、エネルギー消費量、水使用量、稼働率などで効率の
差が明らかになった。 
レーダーチャートによる総合評価では、財政状況が厳しいと言われる中でも、効率の良い施設
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運営維持保全を実施していると考えられる自治体があることが分かった。維持保全費をさらに投
入すること、先進的な施設経営手法を導入することなどの新たな取組みよりも、現時点で既に自
治体で行われていることを活用するだけでベンチマーキングが可能となる場合もあり、積極的に
ベンチマーキングに取組んで、自らの相対的な状況を把握すべきである。 
自治体の保有施設に関するデータを PPM マトリクス分析手法とレーダーチャートで可視化
することや、他自治体間の比較分析を行うことは、結果を容易に理解できることや問題点を把握
しやすいことから、今後自治体の現状把握に有効に活用できる手法である。 
 
第 3 段階では自治体が保有している全ての施設に関する情報はどの程度のものなのかを把握
することを目的とした。 
自治体の保有施設の一部に過ぎないコミュニティ関連施設の現状把握ですら 1 年近くの時間
がかかり、同様の調査を全施設に対して行うことは困難であると判断したため、全ての施設に関
する調査は施設関連における最小限のデータの有無を確認することにした。 
調査の結果、施設名、延床面積、竣工年のみを全自治体が把握していることが確認できたが、
住所、施設用途、敷地面積、建築面積、構造、階数などは一部のみあるいは全く把握されてない
自治体があることが明らかになった。更に、設計図書、台帳、修繕工事記録、施設利用状況記録
は把握できていない自治体が多く見られた。このような自治体では、施設の現状を完全に把握す
ることは難しい。 
 
地方自治体において公共施設マネジメントを進めていくためには、現状把握が不可欠であるこ
とは明らかである。そして、そのためには新たな工夫が求められる。本章で行った現地調査によ
る施設の実態把握、データ収集による比較分析は、施設マネジメントを推進していくためには必
須なことであるが、実際には基本データの不備、情報管理に関する意識の欠如、物事に対する場
当たり的な対処など、様々な要因で現状調査すること自体が不可能に近いことも多い。可能であ
れば、簡単かつ低コストで、データの乏しい自治体であっても現状把握ができる手法によって、
概況の把握を行った上でデータ収集及び問題抽出に挑むことが望ましいと言える。 
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第４章 自治体組織構造及び施設マネジメント関連業務プロセスに関する研究 
 
本章では自治体が施設マネジメントに取り組めない、または進められない原因として、財政
状況や情報不備などの問題以外に、根本的な問題としてそもそも組織の内部構造及び業務プロ
セスにも原因があると想定し、それを把握するために行った調査である。 
 
４．１ 研究の概要 
４．１．１ 研究背景及び目的 
施設マネジメントはいくつかの自治体によって実践され、その効果が期待されるとともに必
要性についても認識されつつある。しかしながら多くの自治体では業務量の増加や一時的なコ
スト増への懸念、何をどのように変えるのかといったノウハウの不足を理由に具体的な活動及
び形が現れてこないのが現状である。また施設マネジメントは、施設の運営・管理というと維
持保全、修繕、改修といった営繕業務のみが注目されることが多く、担当部署に留まらず自治
体全体の課題であるといった認識には未だに乏しい現状も懸念される。また、自治体における
維持保全、修繕、改修といった業務がどのような流れで行われているのかが広く認識されてい
ない点も課題として考えられる。 
そこで本研究では公共施設運営・管理効率化のためのすべての活動を公共施設マネジメントと
見なし、それに関する自治体の業務体制及び取組みの現状を明らかにし、効率的な組織・業務体
制について考察することを目的とする。 
 
４．１．２ 研究方法及び内容 
施設マネジメントに関する業務及び取組みについて組織・業務体制の観点から調査を行った。
施設マネジメントという用語は様々な意味で使われるが、本調査では「自治体保有もしくは所
管施設の ①長寿命化、適切な維持保全 ②維持管理コスト適正化 ③配置・総量適正化にお
ける全庁的な取組み」と定義する。 
調査にあたっては東京都多摩地区のうち 16 自治体、及び千葉県某自治体に対し、営繕部門
及び企画部門の職員に対してインタビューを行った。また、財務状況及び保有施設数等の基本
情報に関しては開示資料から引用した。 
本研究の調査方法及び調査内容は以下の通りである。 
① 自治体の施設マネジメントに関連する業務内容を定め、そのような業務を担当している
部門を業務内容によって定義する。 
② 調査対象自治体について、施設マネジメント業務を行っているそれぞれの業務組織をい
くつかのタイプに分類し、各タイプの特徴および経緯を把握する。 
③ 施設維持保全のために行っている業務のフローを自治体ごとに調査し、そのフローを比
較する。 
④ 自治体ごとに行っている施設マネジメントの取組みを調査し、組織タイプとの関連性を
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把握する。 
⑤ 以上を踏まえて施設マネジメント効率化のための自治体組織体制及び業務体制を考察す
る。 
 
４．２ 調査対象自治体の概要 
調査対象の自治体の概要は以下の通りである（表 4-1）。なお Q 自治体に関しては平成 21 年
3 月 31 日現在の値、それ以外の自治体は同年 1 月 1 日の値である。人口について最大値は A 自
治体の 543,994 人、最小値は K 自治体 58,640 人である。人口 30 万人以上（中核自治体レベル）
の人口を有している自治体が 2 自治体、20 万人以上（特例自治体レベル）の人口を有している
自治体が 4 自治体である。面積の最大値は A 自治体の 186.31k ㎡、最小値は L 自治体の 6.39k
㎡である。なお、人口の多い自治体 A と F は面積が大きいため、人口密度は高くない。人口 20
万人以下である E、J、K、P などの自治体は人口密度が高く、首都圏のベッドタウンとしての
特色が現れている反面、自治体 C、J、L、P は人口密度が低く、首都圏の中心から比較的遠い
自治体である。財政状況に関して、経常収支比率注1と財政力指数注2の 10 年間の平均値をとると
首都圏付近の規模の大きい自治体は財政力指数 1.0 を超える傾向が見える。なお、比較的都心か
ら離れて人口密度も低い自治体 D、O、Q は財政力指数が 0.8 または 0.7 程度にとどまっている。
しかし、財政力が 1.0 以上である自治体でも経常収支比率は 90%前後が多くみられ、財源運営
に余裕はなく、むしろこれ以上厳しくなると財政の破綻も危惧される。 
なお、本章で扱う A から Q までの自治体は 2 章と 3 章と同じものではない。 
 
                                                   
注1 地方団体の財政の健全性を示す指数として、経常収支比率(Current Account Balance 
Ratio)は、地方団体の財政構造の弾力性を示すもので、税収など経常一般財源に占める、人件費
や公債費などの義務的な支出の割合を表す。数字が 100％を超える団体は、経常収支赤字を示す。
通常は80％を超えると財源運用に余裕がなくなり、90％を超えると経常支出以外(修繕改修など)
には苦しむ、厳しい財政状況とも言える。 
注2 財政力指数（Financial Capability Index）とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基
準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3 年間の平均値をいう。財政力指数が
高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体ということになり、1.0 を超える団体は、普
通は地方交付税の交付を受けない。ここでは最近十数年間の状況を 10 年間の平均で示している。 
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表 ４-1 調査対象自治体の概要 
自治
体 
施設数 
施設総面積 
(㎡) 
人口 
自治体面積 
(k ㎡) 
人口密度 
経常収支比率 
(10 年平均) 
財政力指数 
(10 年平均) 
A 708 956,836 543,996 186.31 2919.84 90.92 1.02 
B 300 370,000 172,547 24.38 7077.40 92.31 1.15 
C 160 300,000 134,253 10.73 12511.93 81.02 1.57 
D 257 357,259 138,649 103.26 1342.72 88.05 0.89 
E 180 545,200 239,928 29.34 8177.51 88.11 1.23 
F 189 275,310 211,904 21.53 9842.27 87.87 1.21 
G 377 838,018 411,721 71.63 5747.88 85.96 1.13 
H 125 155757 110,458 11.33 9749.16 94.86 1.00 
I 121 237,551 178,654 20.46 8731.87 92.48 0.99 
J 159 183,501 114,936 11.48 10011.85 94.94 1.00 
K 81 120,853 58,640 10.24 5726.56 91.60 0.75 
L 68 121,347 76,149 6.39 11916.90 98.80 0.87 
M 144 134,248 82,140 13.54 6066.47 91.56 0.84 
N 114 158,063 79,664 17.97 4433.17 84.79 0.86 
O 216 179,344 80,788 73.34 1101.55 91.35 0.77 
P 247 318,390 189,863 15.85 11978.74 87.44 0.92 
Q 564 358,000 175,601 103.59 1695.15 94.37 0.97 
※経常収支比率と財政力指数は 1998 年から 2007 年までのデータを用いた。 
 
４．２．１ 部門の定義 
自治体における施設マネジメントに関連する業務を述べる前に、そこに携わる部門について定
義づける。施設マネジメントに関連する業務に従事している部門は一般的な自治体おいては 3
種類あると考えられる。ひとつは予算の承認・配分等を行う部門、ひとつは財産管理・台帳整備
等を行う部門、もうひとつは工事案件の見積り、設計もしくはそれらの委託業務を行う部門であ
る。これら 3 部門は自治体によってその名称が異なるため、これらを機能・業務の内容を基に
部門名称を「営繕部門」「財政部門」「管財部門」とし、これら 3 部門を「施設マネジメント
関連 3 部門」とする。これに加えて行政経営部、FM 推進班といった部門が取組みを統括してい
る自治体もあるが、その際は「統括部門」もしくは「行革部門」とする。 
 
（1） 所管部門 
公共施設を直接、管轄・運営し施設に必要な工事の見積り依頼・予算申請などの業務を行
う部門である。 
 
（2） 財政部門 
各所管部門からの予算要求に関して調整を行い、配分していく部門である。こちらはほとんど
の自治体で財政課もしくは企画財政課といった呼ばれ方をしている。施設に関する予算もこの部
門で扱われる。 
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（3） 管財部門 
財産管理に関する業務を行っている部門である。具体的には土地の売買・施設整備等、自治体
が保有もしくは管理する資産の統括部門である。公有財産台帳の作成等もこの部門が行っている。
一般的には管財課と呼ばれ、庁舎もしくは自治体営住宅の運営を兼務している自治体が多い。 
 
（4） 営繕部門 
各種工事の見積り・設計・監督といった業務（営繕業務）に携わる。一般的には営繕課、建設
課、施設課と呼ばれることが多いが自治体によっては施設係、営繕係となるところもある。本研
究ではこれら業務に従事している部門を営繕部門とする。 
 
 
４．２．２ 業務の定義 
施設マネジメントに関する業務について述べる。業務に関して「日常維持管理業務」「営繕業
務」「計画・立案業務」に分類することとした。以下はその詳細である。 
 
（1） 日常維持管理業務 
光熱用水費については各施設担当者もしくは各所管部門が直接支出する。予算は過去の実績を
基に年度ごとに経常的な費用として計上される。これら費用状況に関しての記録は各施設担当者
に任せられていることが多い。 
設備管理については「建築基準法第 12 条」によって定められた法定点検が行われていること
が多い。しかしながら点検結果等の運用・保管状況については自治体によって様々であり、その
実態も不明である。 
 
（2） 営繕業務 
営繕業務とは、施設を維持保全工事・修繕についての設計及び監督に関する事としている。す
なわち修繕・改修・建築の工事に関する業務である。これら工事の案件は大きく次の 3 つに分
類される。 
① 修繕：ごく小規模な工事（窓ガラスの補修等）である。費用は経常費等から支出されるため、
入札を要さず施設担当者が随意契約によって発注する。 
② 小規模入札工事：①と比較して一定の規模以上のものであり、見積り・入札を要する。費用
も単年度予算からの支出となり、予算要求後、翌年度以降に実施といった手続きをとる。 
③ 大規模入札工事：②よりも規模の大きなものであり、建築もしくは耐震改修等の多年度に及
ぶ工事が大部分である。複数年度による計画（基本計画・実施計画等）に掲載後、②と同様
の手続きをとる。 
入札工事である小規模工事と大規模工事は明確な金額の区分がなく、単年度で工事ができるか
どうかが目安となるので区分が曖昧になっている。 
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図 ４-1 改修工事の区分 
 
（3） 各自治体の随意契約工事の上限額 
随意契約の上限額は地方自治法によって表 4-2 のように定められている。調査対象の自治体に
政令指定都自治体は含まれないため、随意契約の上限金額は 130 万円となる。しかしながら、
金額設定の根拠は自治体における契約の透明性確保の意味合いが強い。入札工事では見積り及び
図面を作成する義務があるが、これらは適切な維持保全においても重要な資料となりうる。した
がって、これら作成義務に関しては別の定めが必要であると考えられる。 
いくつかの自治体では、図 4-2 に示すように、自主的に更に尐額を設定しているところもあっ
た。ただ、設定金額を極端に低くすると業務量の増大、設計図書（もしくはそれにあたるデータ）
保管量の増大の恐れがある。以上のことを踏まえると維持保全の上で重要とされる関係書類及び
そのデータを選択して保管していく必要がある。 
 
表 ４-2 随意契約の上限額 （「地方自治法施行令 別表第 5」より引用） 
一 工事又は製造の請負 都道府県及び指定都市  二百五十万円 
市町村（指定都市を除く。以下この表において同じ。）百
三十万円 
二 財産の買入れ 都道府県及び指定都市  百六十万円 
市町村  八十万円 
三 物件の借入れ 都道府県及び指定都市  八十万円 
市町村  四十万円 
四 財産の売払い 都道府県及び指定都市  五十万円 
市町村  三十万円 
五 物件の貸付け 三十万円 
六 前各号に掲げるもの以外のもの 都道府県及び指定都市  百万円 
市町村  五十万円 
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図 ４-2 独自の随意契約上限額を設けている自治体 
 
（4） 計画・立案業務 
主に「営繕業務」で述べた「③大規模入札工事」の際に行われる。金額・規模が一定以上要す
る案件については工事に限らず基本構想・基本計画といった自治体が定める計画に含めて策定さ
れる。以下の図 4-3 にそれら計画の位置づけを述べる。 
  
① 自治体の計画 
自治体が策定する計画は大きく「基本構想」「基本計画」「実施計画」の 3 つである。その
ほかにも改革プランや改革推進プログラム等各自治体が独自に行っている計画はあるが、共通し
て策定しているものは上の 3 つである。「基本構想」は 10 年間程度の計画を定めるもので、実
際の事業等を定めるというよりは方向性を示す意味合いが大きい。「基本計画」は基本構想の策
定に基づき統計的な資料（満足度や利用率等）による数値目標を掲げている。これも 10 年間で
策定されるが後期・前期の 5 年ずつで分割され、前期での実績を基に更新される事が多い。こ
れらをもとに工事内容等を示したのが「実施計画」である。したがって工事の内容が示されるの
は実施計画からで、概算見積りや技術的観点からの助言等、営繕に関する業務が行われるのも実
施計画からと考えられる。 
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基本構想
長期のまちづくりビジョン
基本計画（後期・前期）
基本構想で示したビジョンを実現する
ための施策の体系を示した中期計画
実施計画
基本計画で示した施策を達成するための事業の集まり
10年間（後期5年・前期5年）
10年間程度
新年度予算を元に3か年を期間として毎年更新
 
図 ４-3 自治体が策定する計画 
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４．３ 調査対象自治体の組織体制 
４．３．１ 施設マネジメント関連部門 
施設マネジメント関連部門に関して、対象となる自治体が組織上どのような位置づけを行って
いるかについて述べる。はじめに、調査の中で最も多く見られた組織体制を一般的なものとし組
織図の一般形を図 4-4 ように作成する。作成においては調査対象自治体の組織機構図を参考にし
た。図 4-4 は上記の 4.2.1 で定義した「財政部門」「管財部門」「営繕部門」「所管部門」を自
治体の組織体制の中に表現したものである。なお、上下水道、道路、公園、緑地等の施設以外に
関わる部門に関しては対象外とした。 
図 4-4 に示すようにとおり、本研究で扱う「財政部門」「管財部門」「営繕部門」に関しては、
ほとんどの場合、課としての単位である。また、小中学校に関しては教育委員会として独立性が
高いが、本研究では学校施設を所管している所管部門として見なして調査を行った。なお病院等
の特別会計に関する調査は本研究では行っていない。 
 
図 ４-4 一般的な自治体の組織構造 
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都市建設部等
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４．３．２ 組織体制のタイプ分類 
本研究では施設を直接管轄・運営している「所管部門」以外の 3 部門を「関連 3 部門」とし、
組織体制の分類を関連 3 部門の所属している部局のあり方によって以下のような分類、定義づ
けを行った。各部局が独立している形態を「3 部門個別型」、財務関連部局と管財関連部局が
一つになっている形態を「財・管同局型」、営繕関連部局と管財関連部局が一つになっている
形態を「営・管同局型」、部局が一つになっている形態を「3 部門同局型」と定義する。（図 4-5）。 
図 ４-5 組織体制のタイプ分類 
 
図 4-5 に従って調査対象自治体を分類した結果を表 4-3 に示す。「3 部門個別型」及び「財・
管同局型」に分類された自治体は 7 自治体で、近年における組織体制改正は確認されなかっ
た。「3 部門同局型」に分類された自治体は 3 自治体で、いずれも長寿命化・適切な維持保全・
保有施設の有効活用等を目的とした組織体制改正が行われていた。「営・管同局型」に分類
された自治体は 6 自治体で、元来からの組織体制であったもの、施設マネジメント導入のた
めの組織体制改正によるもの、もしくは職員人員適正化によるものなどその経緯は様々であ
る。 
 
表 ４-3 調査対象自治体の組織体制のタイプ 
 
組織体制 
タイプ 
3 部 門 個 別 型 財 ・ 管 同 局 型 3 部 門 同 局 型 営 ・ 管 同 局 型 
該当 
自治体 
D,E,H,J 
K,M,N 
I A,C,G, 
B,F,O 
L,P,Q 
部局a 財政部門
管財部門
営繕部門
部局b
部局c
3部門個別型：7市
部局a 財政部門
管財部門
部局b 営繕部門
財･管同局型：1市
部局a 財政部門
営繕部門
管財部門
3部門同局型：3市
部局b 営繕部門
管財部門
部局a 財政部門
営・管同局型：6市
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４．３．３  組織分類における傾向 
（1） 組織分類における傾向 
前項で述べた組織体制の 4 分類において人員配置、保有施設、自治体規模といった事との関
連性を述べる。はじめに自治体規模又は人口密度と組織体制との関連性を述べる（図 4-6、図
4-7）。3 部門同局型に着目すると、突出して大規模な自治体もしくは人口密度の高い自治体
であるといえる。 
 
図 ４-6 自治体の規模 
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図 ４-7 自治体の人口密度 
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（2） 部門毎の人員配置 
各自治体の 3 部門における人員配置は以下の表 4-4 のとおりである。営繕部門では、最多は A
自治体の 41 人、最尐は K 自治体の 3 人、次が J 自治体及び N 自治体の 4 人となっている。同
様に財政部門では最多が A 自治体の 14 人、G 自治体の 13 人、B 自治体の 12 人で、最尐が K
自治体の 4 人となっている。管財部門では最多は規模の異なる G 自治体、I 自治体、Q 自治体が
14 人、最尐は J 自治体、K 自治体、L 自治体、N 自治体の 3 人となっている。但し、人数は嘱
託職員等を含んでおり（運転手等は除外した）、自治体によっては他の業務との兼任の職員もい
る。さらに、自治体規模によって業務の絶対量が異なるため一概に職員数での比較はできないと
いう課題は残る。 
 
表 ４-4 施設マネジメント関連職員数と施設関連データ 
自治
体 
A：営繕部
門職員数 
B：財政部
門職員数 
C：管財部
門職員数 
D： 
施設マネ
ジメント
関連 部
門職員人
数 
E： 
保有施設
（棟） 
F： 
保有施設
（㎡） 
G： 
全職員数 
H： 
部門一人
当たり棟
数（E/D） 
I： 
部門一人
当たり延
床面積 
（F/D） 
J： 
全職員数
に対する 
部門職員
数の割合  
（D/G） 
A 41 14 5 60 708 956,836 2,900 11.80 15,947 0.021  
B 16 12 5 33 300 370,000 1,150 9.09 11,212 0.029  
C 20 7 1 28 160 330,000 1,101 5.71 11,786 0.025  
F 16 8 5 29 189 275,310 1,202 6.52 9,493 0.024  
G 37 13 14 64 377 838,018 2,136 5.89 13,094 0.030  
I 8 8 14 30 121 237,551 886 4.03 7,918 0.034  
J 4 6 3 13 159 183,501 719 12.23 14,115 0.018  
K 3 4 3 10 81 120,853 377 8.10 12,085 0.027  
L 8 8 3 19 68 121,347 502 3.58 6,387 0.038  
M 6 5 9 20 144 134,248 482 7.20 6,712 0.041  
N 4 5 3 12 114 158,063 502 9.50 13,172 0.024  
O 5 5 7 17 216 179,344 452 12.71 10,550 0.038  
P 9 7 7 23 247 318,390 1,103 10.74 13,843 0.021  
Q 5 9 14 28 564 358,000 788 20.14 12,786 0.036  
平均 13 8 7 28 246 327,247 1,021 9.09 11,364 0.029 
 
部門一人当たり施設量では、平均値 9.09（棟/人）、11,364（㎡/人）となった。最大値は Q
自治体の 20.14（棟/人）、A 自治体の 15,947（㎡/人）であり、1 人当たり最大棟数と延べ面積
の自治体が異なる。これは A 自治体の１施設当り面積が大きいからではないかと考えられる。
最小値は L 自治体の 3.58（棟/人）と 6,387（㎡/人）となった。図 4-8、図 4-9 をみると Q 自治
体の営繕部門が非常に高い値となっているが、これは倉庫等の施設が全て含まれている可能性が
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あり、それを除くと大きな差は見られないといえる。 
 
図 ４-8 施設マネジメント関連部門一人当たり保有施設数 
 
図 ４-9 施設マネジメント関連部門一人当たり保有施設延べ面積 
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次に人員配置について述べる。図 4-10 に示したグラフは関連 3 部門のうち、「営繕部門」及
び「財政部門」の全職員に対する割合である。管財部門について算出しなかったのは庁舎管理、
もしくは公営住宅管理といった業務と兼任されている自治体があったため、該当業務の従事人数
の比較は妥当でないと考えられるためである。グラフからもわかるように 3 部門同局型に分類
された自治体おいては営繕部門の人数が他の自治体と比較して多いといえる。「3 部門同局型」
である C 自治体、G 自治体、A 自治体に着目すると、営繕部門の割合が非常に高くなっている。
したがって、適切な保全を目的として組織改正され、営繕部門に重点的な人員配置がなされたと
考えられる。当該自治体において、施設の保全計画等の策定といった業務を営繕部門の一部が担
っており、そういった業務に必要な人員配置がなされているといえる。一方、他の組織分類に属
する自治体においては営繕部門が計画を策定するには人員の面から厳しく、そこに課題点がある
といえる。 
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図 ４-10 全職員数に対する関連 2 部門の割合 
 
 
（3） 財政状況と組織カテゴリー 
状況を把握するに当たって、本論文の第 2 章で行った公開資料に基づく自治体の現状分析手
法を用いて PPM マトリクス分析を行った。その結果を図 4-11 から図 4-14 に示す。 
次世代負担比率と資金手当て率による、PPM マトリクスの結果を図 4-11 に示す。特に A 自
治体と I 自治体はそれぞれ「3 部門同局型」と「財・管同局型」に属し、次世代負担比率が高い
割に資金手当率が低いので厳しい状態であると言える。つまり、他の自治体に比べて資金調達の
余裕が無いので、保有施設総量および職員数の適正化、ランニングコストの縮減などのような積
極的な施設マネジメントへの取組みが求められる。A 自治体と I 自治体では実際に施設マネジメ
ントの取組みが積極的に行われており、自治体のおかれた状況がきっかけになったのではないか
と考えられる。一方で、E 自治体、F 自治体、N 自治体は「3 部門個別型」と「営・管同局型」
に属し、次世代負担比率が低く、資金手当率が高い方で、施設マネジメントにも目立った取組み
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がない自治体であり、他の自治体に比べてやや余裕があるからではないかと考えられる。 
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図 ４-11 次世代負担比率と資金手当て率 
 
次世代負担比率と一人あたり負債額による PPM マトリクスを図 4-12 に示す。A 自治体、H
自治体は一人当たり負債額、次世代負担比率が共に大きく、経常支出を尐なくするための積極的
な取り組みが求められる自治体といえる。ただし、施設マネジメントに積極的取組んでいる A
自治体とは異なり、H 自治体は未だ施設マネジメントには取組んでいないのが現状である。 
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図 ４-12 次世代負担比率と一人あたり負債額 
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老朽化比率と次世代負担比率の PPM マトリクスを図 4-13 に示す。A 自治体と I 自治体は次
世代負担比率、老朽化比率ともに高い値を示し、調査対象の中では最も深刻な状態である。図
4-11 に述べたように、これらの自治体は施設マネジメントに積極性を持っている。なお、「3
部門個別型」に属している B 自治体、E 自治体、N 自治体は「3 部門個別型」に属し、次世代
負担比率、老朽化比率ともに低い値となっている。「3 部門個別型」が施設マネジメントにも目
立った取組みがないのは他の自治体に比べて尐し余裕があることからではないか考えられる。 
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図 ４-13 老朽化比率と次世代負担比率 
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予算額対資産比率と次世代負担比率の PPM マトリクスを図 4-14 に示す。これら 2 つの指標
において「3 部門個別型」の B 自治体、E 自治体は、次世代負担比率は低いが予算額対資産比率
が大きい。これは将来に大きな負担になる可能性を抱えていることを示し、施設マネジメントへ
の早急な取組みが求められる。 
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図 ４-14 予算額対資産比率と次世代負担比率 
 
 
（4） 組織体制類型ごとの施設マネジメントの取組み状況 
それぞれの自治体では施設維持保全のための一般的な業務以外に情報の共有化・DB 化、保全
計画作成、簡易劣化診断、施設点検、修繕費の一元確保など様々な取組みを行っている。表４－
５をみると「3 部門個別型」に分類されている自治体はほとんどの事項に該当しないことがわか
る。これとは逆に「3 部門同局型」に分類されている自治体は積極的な取組みが行われており、
組織体制の改正及びそれに伴う営繕部門の充足によって長寿命化・適切な維持保全を試みている
と考えられる。さらに、3 部門の統合により、案件に対して常に部門間のコミュニケーションが
可能となっているとともに自治体の施設整備及び配置計画にも営繕部門が参加し、一部の役割を
担当している。 
一方、「財・管同局型」及び「営・管同局型」においてもいくつか積極的な取組みが見られた。
これらの自治体は所管部門もしくは施設担当者による「建物点検」を採用している傾向がある（Q
自治体は今後実施予定）。 
「営・管同局型」として分類される 6 自治体は施設マネジメントの取組みが進んでいる自治
体 3 つ（L,P,Q）と該当事項がない自治体 3 つ（B,F,O）に分けられるが、前者は施設マネジメ
ント実践のため組織改正を行った自治体で、後者は「3 部門個別型」と同様、従来の典型的な組
織体制の自治体である。 
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表 ４-5 施設マネジメントの取組み状況 
組織体制類型 自治体区分 
営繕課によ
る大規模修
繕費の確保 
たてもの点
検 
簡易劣化診
断 
情報共有・
DB 化 
(工事履歴) 
保全計画・ 
LCC 試算等 
情報共有・
DB 化 
(維持管理費
用） 
3 部門個別型 
Ｎ             
Ｊ             
Ｍ             
Ｅ             
Ｋ         ○   
Ｄ             
Ｈ             
財・管同局型 Ｉ   ○   ○   ○ 
3 部門同局型 
Ａ ○ ○   ○ ○   
Ｇ ○   ○ ○ ○   
Ｃ     ○ ○ ○   
営・管同局型 
Ｂ             
Ｏ             
Ｆ             
Ｐ   ○   ○ ○ ○ 
Ｌ ○           
Ｑ       ○   ○ 
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４．４ 施設マネジメントの取組み 
４．４．１ 自治体の一般的な業務フローの現状 
本項では実際にヒアリングによって明らかにした施設に関する業務フローを比較する。まず現
状における課題点に関して、工事規模別に「大規模入札工事」、「小規模入札工事」、「維持管
理」について述べる。 
 
（1） 大規模入札工事 
４．２．２における業務の定義でも述べたが、この分類の工事は実施計画から策定されるのが
一般的である。実施計画は基本計画をもとに各所管部門によって事業が提案され、それを企画部
門が調整を行う形で策定される（図 4-15）。この運用では下記のような問題点が挙げられる。 
① 基本計画では技術面からの提案というより、協議・会議の結果、政策方針などのように政治
的な面から事業が決定される傾向が強いので、実用性の面が欠落する可能性もあり得る。実
際に地方自治体の箱物と揶揄される公共施設の量が膨大になったことに関してはこの仕組
みも要因の一つであると考えられる。 
② 実際に工事案件を提案するのは実施計画の段階であり、3年間を想定した計画となっている。
したがって、基本構想・基本計画の樹立の段階では具体的な資金調達計画を考慮せずに工事
計画が立てられてしまう。さらに、実施計画の段階で資金調達計画を立てる際にも建てた後
のメンテナンスコストなどに関しては考慮の対象ではない。 
 
企画部門所管部門 営繕部門 財政部門
総合計画
実施計画策定
実施計画要求
※政策上重要な案件の場合 ■政策調整会議 ■実施計画策定 ■市長予算査定
企画提案策定
予算要求
実施へ（図○○）
予算策定
承認
提出
査定
提出
査定
管財部門
事前協議 事前協議技術的相談
 
図 ４-15 大規模工事における一般的な事務フロー 
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（2） 小規模入札工事 
「小規模入札工事」の一般的な業務フローを図 4-16 に示す。一般的に入札工事のうち尐額
なものに関しては以下に示すフローに沿って実施される。「a.不具合相談」では施設を所管し
ている各課が営繕部門に技術的助言等を求める。それに対して営繕部門では、実施すべき工事
案件に対し、概算見積書、図面等の作成又は委託を行う（b.概算見積り）。これらの必要書類
を基に、他分野と共に予算要求が行われる（c.整備改修要求）。要求を受けた財政部門は当年
度の税収等を基に、予算要求資料を検討し、予算配分・調整を行う（d.予算の承認）。所管部
門は承認されたものに対して営繕部門に依頼し、営繕部門は設計或いは設計委託、工事の監
理・監督といった業務行う（e.設計等）。その後、検査係による工事完了検査が行われる。工
事完了後、工事関連資料は所管部門が保管（f.設計図書等保管）、増床等の資産価値の増減が
あったものに関しては台帳へ反映される（f.台帳管理）。 
ここで課題として挙げられるのが以下の 3 点である。 
① 施設の劣化現状・履歴情報の不足（適正な優先順位判断ができない、工事時期・費用の平
準化がなされない） 
② 予算承認の際、基本的に財政部門と所管部門との合意によって調整が行われるため、技術
的観点の判断ができない恐れがある。 
③ 他部門との情報共有不足によるストックの有効活用欠如及び無駄なコストとストックが増
える恐れがある。 
図 ４-16 小規模入札工事における一般的な業務フロー 
 
（3） 維持管理 
維持管理において課題となっているのは次の点である。 
① 維持管理費の履歴について、基本的にはそれぞれの所管部門が保管しており、費用の適正化
が図りにくい。 
営繕部門 所管部門 管財部門
d.予算の承認
g.台帳管理
c.整備・改修要求
e.設計等
b.概算見積もり
a.不具合相談等
財政部門
f.設計図書等の保管
各所管部門へのヒアリング
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② 清掃、設備管理等の管理委託業者への発注は、所管部門もしくは施設単位で行っており、費
用の適正化が計りにくい。 
 
４．４．２ 施設マネジメント業務のフローにおける先進事例 
 
前述で挙げた課題を解決するために、いくつか自治体では独自の取組みを行っている。ここで
は、今回調査した自治体の中から A 自治体、C 自治体、G 自治体、I 自治体、Q 自治体及び東京
都の事例を述べる。 
（1） A 自治体の取組み 
A 自治体では工事案件において、施設保全の観点から重要と考えられる案件に関して、営繕部
門が判断できる仕組みとして当該部門に毎年一定額予算を配分している。施設担当者または所管
部門は毎年予算要求を行うが、その際、リスク低減、維持保全費用よりもサービス向上のための
予算を優先させて要求する傾向がある。また、リスク低減に関しては技術者でない施設担当者及
び所管部門が判断することが難しいという側面もある。こういった状況において、営繕部門が重
要と判断したものを毎年一定額の予算の中から配分できる仕組みを作っている（図４－17）。
なお、G 自治体においても同様の仕組みが導入され、L 自治体では建築工事に関する全ての案件
を営繕部門が配分することとなっている。 
さらに、A 自治体では施設担当による保全状態のチェック（以下建物点検）が行われている。
運用は以下のように行われる。 
① 営繕部門によって部位別改修計画書が各施設管理者宛に送られる（B－a）。 
② 施設管理者は①に基づき、保全状態をチェックし、保全計画書を営繕部門に提出。改修希望
の場合は改修計画書を別途作成、一緒に提出（B－b）。 
③ 営繕部門は所管部門から受理した保全計画書と改修計画書を財政部門に提出（B－c）。 
 
これらを行うことによって以下のような利点が挙げられる。 
① 営繕部門は現地調査の負荷が軽減され、効率的な運用のための業務に専念することができる。 
② 営繕部門が一定額の大規模修繕費を確保することで、技術者の観点から必要と思われる工事
について早急に対応することができる。 
 
また、これらに対し、次のような課題も挙げられる。 
① データベースの構築や情報の共有ができてないため、工事履歴の蓄積、フィードバックが
できない。 
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財政部門
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営繕部門
概算見積もり
台帳管理
設計
各所管課へのヒアリング
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B－a部位別改修計画書
B－b:保全計画書
施設改修計画書
B－c施設改修計画書
（受理・送付）
 
図 ４-17 A 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 
 
 
 
（2） C 自治体の取組み 
C 自治体では LCC 及び、施設劣化リスクの低減、計画的な保全を目的として、毎年、営繕部
門職員によって劣化カルテを用いた現地調査が行われている。調査の結果は数値化され、営繕部
門、財政部門によって対象工事が選定される。対象工事とされたものに関しては、各所管部門へ
通知、予算要求依頼が行われる。また、劣化の状況はシステムによって管理され、数年間の保全
計画に反映される（図 4-18）。一方、随意契約に分類される工事においても施設の長寿命化の
観点から重要と思われる箇所については所管部門の予算を使う形で、営繕部門からの発注が行わ
れる。 
この取組みを行うことによって次のような利点が挙げられる。 
① 簡易劣化診断を営繕部門が行うことによって、一定の技術的観点からの評価ができる。 
② 診断結果をシステムによって管理することで、実情に即した計画が可能となる。 
③ 営繕部門と財政部門が事前に工事の優先順位付けを行うことによって、実施すべき工事に
対する一定の拘束力が発生する。 
 
一方、次のような課題も挙げられる。 
① 営繕部門が全施設の診断を実施するため、業務負荷が大きいのである程度の人数確保が必
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要である。 
② 施設担当者または所管部門は施設マネジメント関連業務が無いため、これとは別に施設劣
化に関する意識付けが必要になる。 
課題①に対して、同自治体は営繕部門の中に計画係を設け、前述の取組みを行っている。同自
治体では、施設の満足度、ユニバーサルデザイン（UD）適合化等に関しても取組みを進めてい
る。 
 
図 ４-18 Ｃ自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 
 
 
 
（3） G 自治体の取組み 
G 自治体では C 自治体同様に簡易劣化診断が行われている。但し、専門業者に完全に委託し
ている。診断の結果を受けた優先順位は営繕部門が財政部門と一緒に決めており、対象となった
工事に関して営繕部門が毎年一定額の予算を配分している（図４－19）。営繕部門が工事のた
めに確保している予算の対象外となった工事については、次年度に予定するなど複数年度に渡っ
た計画を策定しており、建て替え、新築といったものに関しても 10 年間の計画を事前に立てて
いる。 
 この取組みを行うことによって次のような利点が挙げられる。 
① 簡易劣化診断を業者が行うことによって技術的観点からの評価ができ、一定の信頼性が得
営繕部門 財政部門 所管部門 管財部門
d.予算の承認
C.台帳管理(情報共有DB化)
c.整備・改修要求
e .設計
A.簡易劣化診断
B.優先順位付け
b.概算見積もり
a.不具合相談
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られる。 
② 大規模修繕費を確保することで、技術者の観点から必要と判断される工事についての早急
な対応ができる。 
 
一方、次のような課題も挙げられる。 
① 専門業者に劣化診断を完全に定期的に委託するためには相当なコストがかかるため、財政
的に余裕のない自治体ではできない。 
② 施設担当者または所管部門は施設マネジメント関連業務が無いため、これとは別に施設劣
化に関する意識付けが必要になる。 
 
図 ４-19 G 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 
 
 
営繕部門 財政部門 所管部門 管財部門
d.予算の承認
f.台帳管理(情報共有DB化)
c.整備・改修要求
e .設計
A.簡易劣化診断（業者）
B.優先順位付け
b.概算見積もり
a.不具合相談
C.保有予算執行
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（4） I 自治体の取組み 
I 自治体では、まずは簡易劣化診断を行う前に施設担当、もしくは所管部門により建物点検が
行われる。営繕部門はその結果を受け、劣化が著しい部分に関してのみ営繕部門が直接簡易劣化
診断を行う。これら点検・診断の結果を受けて所管部門は 3 ヵ年の実施計画を策定する。実施
計画は他の自治体においても策定されるが大規模入札工事に限られ、I 自治体では小規模入札工
事レベルの案件も盛込んでいる点で他の自治体と異なる。 
また、同自治体では行財政再構築プランにおける 5 つの改革プログラムの中に、「施設修繕
事業に関するアンケート調査の実施」「公共施設評価の実施」「施設の総合的計画管理体制の構
築」「施設の有効活用の推進」「施設のあり方の検討」といった内容も盛込んでいる。（施策に
関する取組みは４．４．３で述べる）。 
この取組みを行うことによって次のような利点が挙げられる。 
① 所管部門もしくは施設担当者が建物点検を行うことによって、営繕部門の業務負荷軽減と新
たな人員が不要となり財政的にも有利である。 
② 所管部門もしくは施設担当者が建物点検を行うことによって、担当者が施設に対する知識を
蓄積することができ、かつ施設マネジメントに対する意識付けができる。 
一方、次のような課題も挙げられる。 
① 建物点検を行う主体者が技術者ではないため、研修等が必要となってくる。 
② 財政部門と営繕部門の関わりが尐ないため、優先順位付けの意見交換又は検討委員会などを
通じた適切な予算作成のための対策が必要である。 
図 ４-20 I 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 
営繕部門 財政部門 所管部門 管財部門
d.予算の承認
D.台帳管理
C.整備・改修要求
（3ヵ年の実施計画策定）
f.設計
B.簡易劣化診断
c.各部門へのヒアリング等
A.建物点検
査定・内示
b.概算見積もり
a.不具合相談
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（5） Q 自治体の取組み 
Q 自治体では大規模工事及び小規模入札工事に当たる工事に関する周期を「長期的改修サイ
クル」、「短期的修繕サイクル」と位置づけ、システムを活用した取組みを行っている。また、
光熱水費の適正化、職員意識改革の啓発等にも積極的に取り組んでいる。本項ではその中で「長
期的改修サイクル」、及び「「短期的修繕サイクル」における業務フロー改革についての取組み
を述べる。 
「長期的改修サイクル」の事務フローを図 4-21 に示す。このフローは基本構想及び基本計画
とは別に行われており、それらに関しては同自治体においても図 4-8 と同様のフローで策定され
ているが、企画提案段階における取組みが異なっている。このフローの特徴として以下の 2 点
が考えられる。 
① 提案段階でシステムを活用、FM 部門との協議を行うことによって既存施設の転用・統合等
の部門間の壁を越えた最適案を導き出すことが可能となる。 
② 事業完了後、その結果をデータとして保存し、フィードバックすることで客観的な施設評
価・分析と工事履歴の蓄積が可能となる。 
 
一方、以下のような課題も挙げられる。 
① データベースによる評価・分析・支援を企画に反映させるために、評価に対する根拠付けが
必要となる。 
② 営繕部門と管財部門の全庁的関与が必要となり、そのための組織体制（Q 自治体の場合は
FM 推進班）が必要となる。 
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※政策上重要な案件の場合 ■政策調整会議 ■実施計画策定 ■市長予算査定
企画提案策定
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実施へ（図○○）
予算策定
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図 ４-21 Q 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー「長期的修繕サイクル」 
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「短期的修繕サイクル」の事務フロー（図 4-22）には以下の利点が挙げられる。 
① 予算要求前に営繕部門と協議することによる所管部門間による修繕格差の是正が可能とな
る。 
② データベースをチェックすることで修繕周期・内容が適切か否かの客観的判断を下すことが
可能となる。 
 
一方、以下のような課題も挙げられる。 
① 施設担当者及び所管部門がデータベースシステムにデータ入力するための定期教育及び意
識付けが必要となる。 
② 簡易劣化診断等の施設の現状把握が必要である。 
課題の項目①に関しては FM 推進班が研修会等を行って対処し、②に関しては現在簡易劣化
診断マニュアルが作成され、今後劣化チェックシートを作成し、運用を予定している。 
維持管理費適正化については「水光熱費の削減」では主にエネルギー使用履歴をデータに蓄積、
その情報を分析し効果的な適正化方法の提案などを行っている。 
 
BIMMS入力
（不具合整理）
整備改修要求
所管部門 財政部門
予算の承認
BIMMSデータチェック
管財部門（FM推進班）
データベース化
（評価・分析）
データの入力
営繕部門
技術的検討
概要要求額作成
設計
各所管課へのヒアリング
 
図 ４-22 Q 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー「短期的修繕サイクル」 
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４．４．３ 施策における先進事例 
本項では施設マネジメントの取組みの経緯から現在までの施策の流れを C自治体、G自治体、
I 自治体、P 自治体、Q 自治体について紹介する。なお、施策の経緯に関しては、研究発表資料
の参照、自治体公表資料の参照、ヒアリング調査等により行った。 
 
（1） C 自治体における施策 
C 自治体では 1998 年、営繕部門である建設部建築課（現、財務部施設課）より「公共施設の
計画的整備」の必要性が提案され、現在に至っている。その流れについては以下の表 4-6 の通り
である。なお、現在では利用満足度調査、ユニバーサルデザイン（UD）等にも取り組んでいる。 
 
表 ４-6 C 自治体における施設マネジメント導入の経緯（2005 年まで） 
 施策名 参加者 備考 
1998 年 「公共施設の計画的整備」の必要性を提案 営繕部門  
1999 年 
第三期基本構想・長期計画第二次調整計画案
に「公共施設の計画的整備の推進」が盛込ま
れる 
 
営繕部門課に担当者 2 名(専
属)設置 
台帳整備(施設概要・工事履歴)
半年 
2000 年 庁内検討委員会及びワーキングによる検討 
企画、管財部門、営
繕部門、各所管課 
「公共施設整備検討委員会」 
2001 年 
「公共施設の計画的整備にあたって」報告書
作成 
  
施設管理システム開発   
劣化診断･データ作成・各部門選定  2003 年までに選定終了 
2002 年 
営繕部門部営繕部門課から管財課施設課へ
移管 
 計画系と工事系の分担 
2003 年 保全整備計画の策定 営繕部門  
2004 年 
保全計画の予算化 財政部門  
「○○市公共施設保全整備の方針」を議会に行
政報告 
営繕部門  
FCI による保全整備計画 営繕部門  
2005 年 保全整備の運用・事業化  保全部位の工事の優先順位 
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（2） Ｉ自治体における施策 
I 自治体では平成 19 年の「行財政再構築プラン」において施設マネジメントに関するプログ
ラムが多く策定されている（表 4-7）。特に、施策の③～⑤を包括的に行う「施設のマネジメン
ト」に関しては重点的に管理すべき実施項目として、3 名の事務局員を配置している。活動とし
ては「光熱費・修繕費の集計」、「施設管理業務委託・保守点検委託業務内容の把握」「建築物
点検マニュアルの作成」「システムの構築」「台帳の整備」「修繕・改修基準等の策定」と多岐
にわたる。 
 
表 ４-7 I 自治体における施設マネジメント導入の経緯 
 施策名 参加者 備考 
2007 年 
「行財政再構築プラン」の中の改革推進
プログラム 
1.施設修繕事業に関するアンケート調
査の実施 
2.公共施設評価の実施 
3.施設の総合的計画管理体制の構築 
4.施設の有効活用の推進 
5.施設のあり方の検討 
1.教育庶務課 
2.行政経営課・各所管課 
3.建物整備課・行政経営
課・財政課・環境保全課・
各所管課 
4.行政経営課・政策課・
財政課・各所管課 
5. 行政経営課・政策課・
財政課・各所管課 
 
施設白書の作成 政策課 5.の取組みの一環として作成 
2008 年 施設点検マニュアル作成・劣化診断開始 
各所管課、たてもの整備
課 
3.の流れを受けて開始 
所管課が行った後、劣化度の
大きいもの 
 
 174 
 
（3） Ｐ自治体における施策 
P 自治体では 2005 年に施設の適正配置の観点から検討委員会が設置されている。同自治体は
2001 年に合併をきっかけに誕生した自治体である。同地域にある重複した機能の施設は整理・
統合させるといった自治体としての方針がこの取組みを後押ししている。 
その後、2007 年には施設白書を発行、2008 年には施設に関する全庁的なシステムを導入して
いる。当初適正配置の観点から始まった活動が、保全を目的とする活動へと広がりを見せている
ことがわかる（表 4-8）。 
表 ４-8 P 自治体における施設マネジメント導入の経緯 
 施策名 参加者 備考 
2005 年 
公共施設等検討委員会設置  
公共施設及び公有地の有効活用の促
進 
第 1 回検討委員会開催  議題：検討委員部会の設置 
地域戦略(第 2 次行財政)プラン策定 
1. 管財課・庁舎管
理課・関係各課 
2.営繕課 
3.企画課、関係各課 
1.公共施設(学校施設)の適正配置・有
効活用 
2.公共施設保全計画の策定 
3.公共施設維持管理コストの削減 
第 2 回検討委員会開催  議題：施設台帳の整備 
施設実態調査職員説明会開催  
調査内容：施設の基礎的事項、事業概
要の把握 
2007 年 
第 7 回検討委員会開催  議題：施設白書 
施設白書の発行 管財課 
1 の取組みの一環として作成 
後、システム構築の礎となる 
システム構築   
公共施設保全担当委員会設置 
営繕課・管財課・企
画政策課・所管課 
 
公共施設適正配置委員会設置   
2008 年 
公共施設台帳管理システム操作説明
会・システム起動、財産の適正な記録
管理 
検討委員会部会開催 
簡易劣化診断調査職員説明会 
 
施設保全計画策定案説明 
施設管理者が行う施設簡易劣化診断 
第 9 回検討委員会開催  
適正配置等今後の施設のあり方の検
討 
検討委員会部会開催  耐震計画案説明 
2009 年 
検討委員会部会開催  施設保全計画案説明 
施設保全計画書作成  
今後の施設のあり方を議論する資料 
計画的な維持保全 
検討委員会部会開催  
施設保全計画説明 
公共施設の適正配置検討案 
首脳部会議開催  施設保全計画報告 
公共施設保全担当者連絡会開催  
施設保全計画、保全マニュアル、台帳
管理システム説明 
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（4） Ｑ自治体における施策 
Q 自治体における取組みを表 4-9 に示す。当自治体は FM をトップダウンにより推進するこ
とによって、FM における様々な手法に取り組んでいる。2007 年に専任担当者が設置されてか
ら、実際に効果を上げた活動の事例が複数挙げられる。施設マネジメントにおいて統括部門を置
くことが有効であると確認できる。 
 
表 ４-9 Q 自治体における施設マネジメント導入の経緯 
 施策名 参加者 備考 
2007 年 
FM 担当を設置   
保全情報システムの暫定導入   
庁内 FM 研修の実施 
管理職、所属長、
施設担当者 
 
2008 年 
FM の基本方針の策定   
耐震化計画の策定   
FM 部門の創設 総務部管財課  
保全情報システムの庁内運営開始   
ファシリティマネジメント推進基本方針
策定 
  
耐震改修計画検討委員会 関係課長  
2009 年 
インターネットを活用した公有財産売却
開始 
  
 
 
（5） その他 
上記に紹介した自治体以外にも多様な取組みが行われている。A 自治体では「行財政改革推進
室」より施設白書が発行され、企画施策室、財政部門、営繕部門、所管部門といった部門が一体
となって活動を行っている。F 自治体では行政経営部に「施設の維持保全計画担当（9 名）」を
設置し、施設の維持保全計画を作成中である。O 自治体では、行政改革推進プランによって公
共施設再配置計画検討部会が設置され、現状分析、保全・改修計画が進められている。 
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４．４．４ 施設マネジメント取組み状況のまとめ 
本章では地方自治体の施設マネジメント関連業務フローと施策に関する取組みを調べた。そ
の先進事例をまとめると、自治体における施設マネジメントへの取り組みの目的としては「長
寿命化・適切な維持保全」「維持関連費用適正化」「総量・配置適正化」といったものが挙げ
られる。 
それらを達成するための活動として、施設マネジメント業務フローにおける取組みについて以
下のようにまとめられる。 
 適正な施設工事優先順位の判断、予算の適正配分などのために施設点検や簡易劣化診断が
行われている。 
 予算編成の際に営繕部門による技術的なアドバイスが行われている。 
 営繕部門が一定規模の維持保全予算を確保している。 
 台帳のデータベース化を目指している。 
 既往の関連部門を網羅する統括部門を設置している。 
 全庁的な取組みのため、職員意識改革教育及び研修会などを開いている。 
 保全計画策定および施設評価手法を検討･実施している。 
 
施策面における取組みとしては「整備計画の作成」「改革プランへの掲載」「情報収集・現
状把握」「ＦＭ基本方針作成」「検討委員会・ワーキンググループの設置」「組織再編」とい
った項目が挙げられる。 
 
以上のように自治体ごとに様々な取組みが行われていることを確認したが、その形が自治体の
状況によって異なり、それぞれの長所短所があるとも言える。 
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４．５ まとめ 
本研究では施設マネジメント導入における課題の明確化を主な目的とし、自治体の組織体制と
施設マネジメント関連取組みに関する調査を行った。 
自治体の組織体制に関する調査結果では、関連 3 部門の所属する部局によって異なり、4 種類
の組織体制の間にその課題の違いがあるといえる。 
地方自治体の施設マネジメントに関連する一般的な業務を「所管部門」、「財政部門」、「管
財部門」、「営繕部門」と名称を統一し、これらの部門が自治体ごとにどのような形で構成され
ているかを調査した。これに加えて行政経営部、FM 推進班といった部門が取組みを統括してい
る自治体もあるが、その際は統括部門とした。 
財政、管財、営繕が一体化した「3 部門同局型」に該当する自治体においては、施設の長寿命
化・適切な維持保全といったストックマネジメントの視点に立った施設マネジメントが導入され
推進されている。そもそもこれらの自治体が組織改正を行ったのは、2001 年に東京都が高度成
長期に整備した施設の適切な保全・維持管理を目的として行った組織改正と同様の体制となって
いる。同様の取組みを行うことによって一定の効果を挙げている一方、都道府県と市区町村にお
ける施設のあり方の違いが今後の課題となってくると考えられる。大きな違いとして挙げられる
のが配置の制限であるといえる。市区町村の保有施設は都道府県の保有施設と比較して、より住
民サービスの平等性を確保しなければならない。 
一方、他の組織体制分類となる自治体に関しては、施設マネジメント導入に際した課題と導入
後の課題が考えられる。導入に際した課題に関しては、①委員会連絡会・連絡会の設置、②研修
の実施、職員説明会の実施、といったことが重要である。 
導入後の課題は主に適切な維持保全のために行う建物点検のためのシステム、業務体制づくり
である。前述のように当該分類の自治体では施設担当者または所管部門による建物点検が現実的
である。しかしながら、技術者ではなく、かつ多数の職員が点検を行うためこれら点検方法、基
準を定める必要がある。そのためには不具合箇所においては画像の蓄積、実施後の評価といった
事も重要となってくる。さらにこれらを補完するためにも、やはり技術者による簡易劣化診断は
必要である。業務量又は資金面で問題がある場合は建物点検を短期サイクルで、簡易劣化診断を
長期サイクルで実施するなどの工夫が必要である。 
「3 部門個別型」の一般的な業務フローでは、声の大きな所管部門に予算が配分されるなどの
問題が起きやすく全庁的な側面からの予算配分は難しいこと、部門間横断的なコミュニケーショ
ンの欠如など、組織体制の改正又は合意形成のための対策が必要である。なお、工事完了後、工
事関連情報の一元化管理及び蓄積が求められる。 
施設マネジメント効率化のためには施設関連情報の一元化及び共有化、定期的な劣化診断、各
部門間の意思疎通の円滑化が重要な課題と挙げられるが、これらは短時間で簡単に進められるこ
とではない。しかしながら、それでも自治体の劣化施設が膨大となること、税収が減尐すること
を考えると、積極的な導入が必要である。さらに施設の総量・配置の適正化を客観的な視点から
進めていく必要がある。そのためには保有施設の配置状況を確認するためのシステム導入、蓄積
 178 
データの分析・評価に基づいて計画を立案する統括部門が必要であるといえる。 
 
 
  
 
 
 
第５章 結論         
 
５．１ 各章の総括        
５．２ 推進プロセスの提案       
５．３ 今後の展望        
 181 
第５章 結論 
 
５．１ 各章の総括 
本章では地方自治体の公共施設マネジメントの効率化を目指した研究として行った一連の研
究成果をまとめ、本研究の総括とする。 
日本では戦後、経済発展とともに国及び地方公共団体を中心にインフラや施設整備を急務とし
て行ってきた。日本は東京オリンピックと大阪万国博覧会などを開催しながら、昭和 30 年以降
は高度経済成長期を迎える。工業を中心とした経済成長は、都心に人口が急激に増えるきっかけ
になり、それに伴い学校施設、公営住宅、庁舎、福祉施設、道路、公園、下水道等の各種公共施
設の整備も急がなければならなかった。そして、急速な施設整備の結果、多くの公共施設ストッ
クを抱えることになった。そして現在、その施設が更新時期を迎えつつあり、その対策は急務と
なっている。ただ、我が国では、バブル崩壊後の 1990 年代からは、資金が無いにも関わらず地
方債を多量に発行しながら公共事業を推進してきた経緯があり、膨大な老朽公共施設ストックの
建替えや適正な維持保全もできず、ますます経年劣化が進んでしまっているのが現状である。こ
のような公共施設の性能を回復させるために莫大なコストがかかることは明らかであるが、経済
成長率の低迷や少子高齢化による歳入減少による地方財政の悪化が、今後、劇的に回復すること
は期待できず、このような状況を踏まえた対策が求められる。そこで本研究は、経営的かつ全庁
的な視点から財政面、公共サービスレベルの向上などを目指す全ての活動を公共施設マネジメン
トと見なし、これらに関する自治体及び公共施設の現状把握を行い、問題点を見出し、施設の群
管理の視点から公共施設マネジメント効率化に関するプロセスを提案した。 
 
地方自治体の急激に劣化しつつある膨大な公共施設ストックに対応するためには施設の物理
的な老朽化だけではなく、自治体の財政状況及び組織の取り組み状況を一緒に把握し、実状に合
った対応策を立てることが必要である。 
そのためには先ず、現状分析が重要であると考え、文書による方法と実際の情報による方法を
試みた。 
 
第 1 章では、研究の背景、目的、方法などの研究全体に関する概要を述べ、関連既往研究に
ついて考察した上、本研究の内容を紹介した。 
 
第 2 章では、公開情報を用いて行った状況分析から、自治体の財政面、保有施設の規模及び
経年劣化状況、自治体保有有形固定資産に対する対応の程度を把握することができた。更に、こ
の手法は、自治体の施設関連情報がなくても可能な手法であるため、簡単かつ早急に該当自治体
の現状把握ができる上に、共通基準に基づいて作成された情報を活用するため、他の自治体との
比較分析ができるメリットがあると言える。しかしながら、公開情報を用いた現状分析手法は概
略的な判断に留まってしまうため、この手法によって自治体全体の概略的な現状を短時間で把握
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した上で、そこから抽出された問題点を中心に更に踏込んだ調査や診断を行うことが望ましい。 
2 章では、公開情報から自治体が抱える問題点抽出のための財政状況、保有施設の物理的な老
朽化状況、施設マネジメントへの取組み状況を総合的に把握することに重点を置いた。そのため
の資料として、各自治体が総務省方式と呼ばれる公会計基準に基づいて毎年作成し、公開してい
るバランスシート、行政コスト計算書、財政白書、決算カードを用いた。これにより自治体の現
状を概略的に把握し、問題点が抽出できるとともに、自治体の現状にあった施設マネジメント手
法の選択や優先順位をつけることが可能となった。分析は 3 段階に分かれており、第 1 段階で
は各項目について自治体ごとの比較分析を行い、第 2 段階では 2 つの重要項目による PPM マト
リクス分析を行った。第 3 段階では全ての分析項目から、「財務・運営の健全性を表す指標」、
「有形固定資産の物理的な状況を表す指標」、「有形固定資産管理への対応状況を表す指標」を
選定し、現状把握のための総合評価指標とした。以上のような評価手法によって 26 自治体を対
象に検証を行った。 
PPM マトリクス分析とレーダーチャート分析により、自治体の総合的な状況が把握しやすく
なり、自治体ごとの問題点を抽出することができた。これは、公開情報による現状把握であるた
め、いつでも他団体との比較ができ、ベンチマーキングもしやすくなると言える。 
 
第 3 章では、第 2 章の公開情報による分析に比べて更に踏込んだ状況把握のため、現地調査
と実際のデータを用いた分析を行った。 
本章では、自治体の公共施設維持保全に関する実態を把握するため、3 段階で調査を行った。 
第 1 段階では、実際に施設を対象に現地調査を行った。現地調査では、対象施設の物理的な
劣化状況を把握することが主な目的であるが、公共施設というものが実際にどのような機能をし
ているのかを理解することに重点をおいた。第 2 段階では、東京都下 26 自治体のコミュニティ
関連施設を対象にアンケート調査を行った。この調査は公共施設の基本情報、維持保全工事履歴
情報、施設利用情報、エネルギー消費関連情報などをアンケート形式で収集し、分析を行った。
第 3 段階では自治体が保有している施設全体に関する情報がどの程度の内容を含んでいるかを
把握することを目的とした。 
第 1 段階の現地調査では、48 施設を対象にヒアリング調査と目視による劣化状況調査を行っ
た結果、施設に問題が発生して利用者からのクレームがない限り問題は把握できないことと、全
面改修及び全面撤去程度が必要になるほどの状態になるまで、劣化を放置する傾向が多いことが
明らかになった。つまり、簡単な補修を委託する手間がかかることや工事のスケールメリットが
得られないことを理由に、劣化部位の状態が悪化するまで放置する傾向があると判断できる。 
第 2 段階における 194 施設の調査分析の結果、2010 年度には約 32％の施設が築後 30 年以上
経過しており、35％の施設が築後 21 年～29 年経過しており、今後、7 割弱を占める施設の更新
にあたって膨大なコストが必要となることが明らかとなった。しかし、長期修繕計画と維持保全
工事履歴情報がほとんどなく、問題が発生した際に更新予算が得られた施設についてのみ工事を
実施する流れをとっているために、少ない維持保全工事費を効率よく配分することができず、ほ
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とんどの施設は公共サービスを提供する本来の機能を失いつつある。また、同じ業務内容の管理
委託費の契約単価が、施設や自治体により約 5 倍の違いがあること、更に施設利用程度及び稼
働率は自治体によっては 2 割から 8 割までのばらつきがあることが明らかになった。 
第 3 段階では、自治体の現状把握の基本となる施設関連情報をどの程度確保しているかを調
べるため、26 自治体について協力団体の全施設の竣工図等の有無などを含めた資料及びデータ
の保有状況、組織及び業務運営に関する内規又は分掌の有無について調査を行った。その結果、
設計図書の有無、保有施設の数・床面積など基本的な部分が十分に把握されていないことが明ら
かになり、これはすなわち全施設の基本的な情報収集から始めなければならない自治体が多いこ
とを示している。なお、このような自治体に対しては、第 2 章で行った公開情報を用いた現状
分析手法が有効であることを改めて確認した。 
 
第 4 章では、公共施設マネジメントを推進する上で自治体の内部組織構造とマネジメント関
連業務フローにおいて大きな違いがあることが明らかになった。また、その中で様々な取組みを
行っている自治体を調査し、今後施設マネジメントを推進しようとする自治体にとって組織構造
と取組みが重要であることを強調した。調査のために施設マネジメントに関連する業務を 4 つ
に分類し、各業務の担当部門を見て関連 3 部門と称した「財政部門」、「管財部門」、「営繕
部門」が自治体内部でどのような組織形態をしているか、またそれらの部門が行っている業務調
査を実施した。関連 3 部門の所属している部局によって「3 部門個別型」、「財・管同局型」、
「営・管同局型」、「3 部門同局型」と分類し分析を行った。分析の結果、「3 部門個別型」以
外の組織形態は長寿命化、適切な維持保全、コスト縮減、施設の総量・配置の適正化などを目的
として従前の組織体制を変えたものであることが確認された。組織体制を改編した自治体では全
施設の劣化診断による改善優先順位付け、長期修繕計画の作成、予算編成時の技術的なサポート
などの取組みが行われていることが明らかになった。しかし、全庁的な取組みや組織の改編は容
易でないため、部門間の壁を越えた合意形成を行える組織の設置、全職員の定期的な研修及び説
明会の実施、一元化されたデータベースシステムの導入が求められることを指摘した。 
 
第 5 章は本章である。 
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５．２  推進プロセスの提案 
以上の研究成果を踏まえ、本項では地方自治体が今後施設マネジメントを推進するためのプロ
セスを提案する。本研究を通して明らかになったことは、地方自治体の公共施設マネジメントの
最初のアプローチは現状分析を行うことに他ならないということである。そして、自治体の様々
な状況によってデータを基にした現状分析ができない場合は、2 章で提案した手法を用いること
で概略的な現状把握が可能となる。現状把握から発見された問題点は、できるだけ早急に解決す
ることが望ましい。この際に施設マネジメントを専任とする担当者を選定することが施設マネジ
メント推進の鍵となる。なお、公共施設マネジメントのアプローチ段階で選定する「優先実行課
題」は、自治体全体の経営的な視点から選び、しかも短時間で効果を達成できる課題を選ぶこと
が求められる。これは今後全庁的な取り組みにまで施設マネジメントを推進することにおいて重
要な役割を果たす。 
専任の担当者が選定されない場合、その自治体の取り組みは一つの課題を解決ですることで完
結してしまう可能性が極めて高く、図 5-1 の左側（初期段階に達成すべき短期成果）だけの達成
となってしまう。継続的にマネジメントを推進していくためには、担当者選定の段階から統合さ
れた専門マネジメント部門を設立することが必要であり、それによりマネジメントのサイクルが
できる。 
 
図 ５-1 公共施設マネジメント推進プロセス 
 
（1） 施設マネジメントへのアプローチ 
現状把握には、本論文で示したようにいくつかの方法がある。保有施設に関する様々な情報を
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収集し、分析すること、現地調査による実態を把握すること、公開情報などを用いて概況を把握
すること等があるが、この中から一つの方法のみを選んで現状把握するのではなく、段階を設け
て 3 つの手法をすべて試してみることが望ましい。先ずは、簡単かつ概略的に大きな視点で現
状を把握する。現状把握は、自治体の財政状況、保有資産の劣化状況施設、自治体組織の施設マ
ネジメントへの取組み状況を踏まえて総合的に行うことが重要である。全庁的な取組みとするま
でには、庁内の様々な部署を段階的に巻き込んでいく必要があり、そのためのきっかけ作りのた
めにも、現状把握を通して抱える問題点を抽出し、優先的な事項もしくは早急に成果を出せる部
分を優先課題として選定する必要がある。 
公共施設マネジメントの究極的な目標は、施設単体に限定された躯体性能向上、長寿命化など
ではなく、経営的視点での公共サービスレベルの向上にある。したがって、全庁的な取組みとな
るまで施設マネジメントの領域を拡大させなければ効果を得られない可能性が高い。そこで優先
課題を選定する際には、有識者もしくは専門家の意見を聴取することが望ましい。 
 
（2） 専任担当者の選定 
ここでいう専任担当者の選定とは、自治体内部に施設マネジメント業務のみを担当するものを
任命することであり、他の業務を兼任させないことを意味する。専任担当者は、建築の技術専門
職である必要はなく、営繕職出身者でも管財職出身者でも財政職出身者でも構わないが、一人又
は少数で積極的に施設マネジメントに取組める環境を確保することが重要である。専任担当者に
よる優先課題抽出と、早期の結果達成が数年以内に行われるためには、相当な努力が求められる。
したがって、他の業務との兼任は避けて、施設マネジメント業務に 100％注力できることが必須
条件と言える。なお、優先課題の遂行するにあたっても、その過程でデータ収集及び分析などが
必要となることもあるため、他部門・他部署の協力を積極的に呼びかけることも必要となる。こ
の際に経営層、つまり首長レベルのバックアップがあることが望ましい。ただ、現実にはそれが
期待できない自治体が多いため、初期段階では専任担当者の力量に大きく左右される。 
専任担当者は、優先課題の抽出・遂行・成果達成を早期の目標とし、これを材料として施設マ
ネジメント部門として今後やるべき基本方針の決定と専門組織の構築（総合部門の設立）ができ
るまで主導的な役割をしなければならない。そして、専門組織が構築されることが全庁的な取り
組みのスタートになると言える。 
 
（3） 基本方針の策定 
公共施設マネジメント推進における基本方針は、その目標設定をどこにおくのかが成功の鍵と
なると言っても過言ではない。公共施設マネジメントを行うにあたって、その過程で作成する必
要のあるものを作ることだけが目標となってしまう典型的な失敗例がよく見られる。具体的には、
施設白書を作ること、システムを導入すること、情報をデータベース化すること、報告書を作る
こと、長期修繕計画を策定すること、施設評価手法あるいは LCC 試算行うことなどが挙げられ
るが、これらは全て施設マネジメント効率化のためのツール（道具）に過ぎない。あくまで最終
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目的は、公共施設を効率的にマネジメントつまり運営・管理していくことにあるということを忘
れてはならないのである。 
 
（4） 専門組織の構築と情報の一元化管理 
公共施設マネジメントが自治体でスタートしても、専門組織がなければ継続できなくなる。専
任担当者を選定するところから始まり、専門組織が運営されていれば、担当者の交代があったと
しても、ノウハウは継承され施設マネジメントを継続することができる。そして、そのために最
も重要なのは、情報を管理するということである。現在のように情報が一元化されてない若しく
はデータベース化されてない状況では、組織があったとしても担当者が代われば継承されるべき
ものが継承されなくなってしまう。情報を収集・蓄積することで、現状の把握が容易になり、そ
れを基に新たな課題を抽出し、その後のプランを立てることができる。そして、このような取り
組みは、専門組織において専念されるべきであり、施設マネジメント効率化の循環型サイクルの
形成に繋がる。 
つまり、専門組織と情報の一元化管理のどちらが欠けても、施設マネジメントを継続的に行っ
ていくことは不可能であると言える。 
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５．３ 今後の展望 
（１）全国普及のための工夫 
地方自治体の公共施設マネジメントは、全国的にその必要性が認識されつつある。しかしなが
ら、未だ積極的に取組む自治体は決して多いとは言えない。現在、一部の地方自治体の施設関連
担当者は、財団法人建築保全センター、公益法人日本ファシリティマネジメント協会などを拠点
として定期的に会合を行い、勉強会や情報共有、相互協力体制作りなど、活発に動いている。 
しかし、担当者は、このような集いの場においては、関連情報や手法、専門家と頻繁に接して
いるものの、役所に戻ってそれらを実行するに至らないケースが多い。自治体内部組織が変わら
なければ、彼らの活躍の場が生まれることもなく、公共施設マネジメントは進まない。 
公共施設マネジメントを推進するためには、一定の条件が存在する。それは、図 5－2 に示す
ような、リーダーシップを発揮する首長部局、施設マネジメントの体系を具現化した組織、そし
て施設マネジメントを積極的に推進する実務者である。これら 3 条件のうちの一つでも欠くこ
とになれば、施設マネジメントの取組みは留まってしまう可能性が高い。公共施設マネジメント
は、全庁的に部署間の壁を越えて経営的な視点から進めていく必要があり、首長部局の意思決定、
そして業務に関する理解という支持が必要である。このような現状を受け止め、今後は地方自治
体で広く活用されるための工夫が必要であると考えている。 
 
BETTER
リーダーシップ 前例主義
マネジメント重視
横断的組織
既得権益重視
たて割り組織
積極型 消極型
 
図 ５-2 公共施設マネジメント推進に求められる自治体内部条件 
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（２）保有資産総量の適正化に関する研究 
本研究を通して、数多くの地方自治体に関する調査やヒアリングを行った。そして、日本や各
自治体の状況を考えると、今後は保有ストックの総量削減に関する研究も重要であると思われる。 
維持保全コストを削減するために、保有施設の総量そのものを削減することは効果的な手法の
一つと言える。ただし、重要であるのは、削減する行為そのものよりもそれに向けてのプロセス
であることを忘れてはならない。縮減あるのみということではなく、しっかりした評価手法を検
討し、それに基づいて必要な施設を検討することが重要なのである。 
検討の結果、必要と判断される施設を残し、それ以外の施設を保有しないこととすれば、大幅
なコスト削減につながることは言うまでもない。残す施設には性能向上及び公共サービスレベル
向上のために積極的な投資をすることもあり得る。その総量縮減に関する概念図を図 5-3 に示す。
建物の性能評価だけでは縮減可否を判断できない。古くても劣化してもその場所にあるから意味
があるものもある。また、現在の状況判断だけではなく将来の状況も予測した評価手法であるこ
とが求められる。自治体でも既に総量縮減の動きはあるが、どの施設をどの程度減らせばよいの
かが判断できないままに留まっている状況である。そして、縮減対象になる施設の処分方案もし
くは活用方案の研究も同時に進めなければならない。 
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図 ５-3 総量適正化の概念図 
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（４７） 辻川 他：官庁施設のストックマネジメント技術の構築 : (その 4)応用 CVM による設
備予防保全定量評価に関する研究、日本建築学会学術講演梗概集. F-1、2000.7 
（４８） 辻川 他：官庁施設のストックマネジメント技術の構築 : (その 5)長期保全計画に資す
る施設の性能評価手法の開発、日本建築学会学術講演梗概集. F-1、2001.7 
（４９） 辻川 他：官庁施設のストックマネジメント技術の構築 : (その 6)官庁施設の有効利用
を目指したマネジメント業務手法の提案、日本建築学会学術講演梗概集. F-1、2001.7 
（５０） 林、川元、鬼沢：官庁施設のストックマネジメント技術の構築 : (その 7) 施設管理者
向けの施設保全マニュアルの整備、日本建築学会学術講演梗概集. F-1、2002.6 
（５１） 越部 毅、糸井 孝雄：日常圏型有料公共施設のファシリティマネジメント指針作成の
ための LCC 分析 : 公共施設のファシリティマネジメントに関する基礎的研究、日本建
築学会計画系論文集、第 572 号、2003.10 
（５２） 越部 毅：横断型経営評価手法による日常圏型公共施設経営の評価と考察 : 公共施設の
ファシリティマネジメントに関する基礎的研究 その 2、日本建築学会計画系論文集、第
579 号、2004.05 
（５３） 越部毅、糸井 孝雄：日常圏型無料公共施設のＬＣＣマネジメントの考察  公共施設
のファシリティマネジメントに関する基礎的研究 その３、日本建築学会計画系論文集、
第 586 号、2004.12 
（５４） 板谷敏正、高橋秀樹、百嶋徹、石川聡：CRE 戦略と企業経営、東洋経済新報社、2006.7 
（５５） 円満、鈴木、板谷：公共不動産 PRE(Public Real Estate)指標の可視化の試み、日本建
築学会学術講演梗概集. F-1、2008.7 
（５６） CRE 戦略実践のためのガイドラインと手引き：国土交通省土地水資源局土地情報課監
修、合理的な CRE 戦略の推進に関する研究会編著、2008.4 
（５７） 公共施設戦略-公共施設は生き残れるか？－PART2：社団法人 日本ファシリティマネ
ジメント推進協会/公共施設 FM 研究部会、2004.4 
（５８） パブリック FM 実践ガイドブック：日本ファシリティマネジメント推進協会/公共施設
FM 研究部会、2008.10 
（５９） 公共ファシリティマネジメント戦略：社団法人 日本ファシリティマネジメント推進
協会、2010.9 
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（６０） 2007 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメント
研究会、2008.4 
（６１） 2008 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメント
研究会、2009.5 
（６２） 2009 年度ストックマネジメント白書：東京都市建設行政協議会ストックマネジメント
研究会、2010.4 
（６３） 日本国憲法の誕生、国立国会図書館憲政資料室、2004.5.3 
（http://www.ndl.go.jp/constitution/index.html） 
（６４） 総務省：法令データ提供システム参照 
(http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi) 
（６５） 総務省：「地方自治体の財政の健全化に関する法律」、2007.6.22 
(http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/index1.html) 
（６６） 総務省：「公会計制度改革の背景と意義」公会計に関するブロック説明会（2007.10.25
関東･甲信越ブロック）参考資料を参照 
(http://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/setsumeikai.html) 
（６７） 国土交通省国土技術政策総合研究所：国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告、
2006.1 
（６８） 国土交通省大臣官房官庁営繕部：国家機関の建築物等の保全の現況、2005.8 
（６９） 国家機関の建築物の保全の現状、国土交通省大臣官房官庁営繕部、2004.7． 
（７０） 地方自治体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書、総務省、2001.3 
（７１） 自治体バランスシート・行政コスト計算書の作り方・読み方：朝日監査法人パブリッ
クセクター部、ぎょうせい、2001.7 
（７２） バランスシートと行政コスト計算書を活用した自治体経営：東京市町村自治調査会、
2002.3 
（７３） 「地方自治体財務書類作成にかかる総務省方式改訂モデル」に関するＱ＆Ａ、総務省
自治財政局財務調査課、2007.12 
（７４） 建築物点検マニュアル･同解説、財団法人建築保全センター、2005.8 
（７５） 地方自治法施行令 第 167 条の 2 別表第 5 
（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S22/S22SE016.html） 
（７６） 2005 年度以降適用する標準発熱量の検討結果と改訂値について、経済産業省資源エネ
ルギー庁 総合エネルギー統計検討会事務局、2007.5 
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Ｎｏ.1 
研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学術論文 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
著書 
 
 
 
 
 
 
 
招聘講演 
 
 
 
 
 
 
 
その他 
（1）Improving the Efficiency of Public Facilities Management: 
 Organizational Structures And Management Process In Municipalities、
日本建築学会計画系論文集第 77 巻第 673 号 pp667～pp674、2012 年 3 月、
Sangjun YI・Kenji HIRAI・Hiroki TSUTSUMI・Yukio KOMATSU 
（2）Study for Improving the Efficiency of Public Facilities Management: 
Determining the Current State of a Municipality Using Publicly 
Available Information、日本建築学会計画系論文集第76巻第 665号pp1285
～pp1292、2011 年 7 月、Sangjun YI・Hiroki TSUTSUMI・Kenji HIRAI・
Yukio KOMATSU 
（3）既存学校施設の長期使用を視野に入れた改修手法に関する研究－既存改修
と外断熱改修の運用コスト累積差シミュレーション－、日本建築学会計画系
論文集第 76 巻第 664 号 pp1163～pp1170、2011 年 6 月、平井健嗣・李祥
準・堤洋樹・小松幸夫・高口洋人 
（4）既存建築物の長寿命化を視野に入れた改修手法に関する研究－外断熱改修
の実測調査による温度応力から見た長寿命化への可能性－、日本建築学会計
画系論文集第 76 巻第 659 号 pp169～pp176、2011 年 1 月、平井健嗣・今
井大樹・李祥準・堤洋樹・小松幸夫・新谷眞人 
（5）Investigation of the Maintenance Condition in Public Facilities-Focus on 
Comparison of the Municipalities in Tokyo-, Journal of Asian 
Architecture and Building Engineering, Vol.9 No.1, pp125～ pp130, 
May.2010, Sangjun Yi・Yukio Komatsu 
（6）木造専用住宅のストックと除却の動向に関する研究-大阪３地域の木造専用
住宅によるケーススタディ-、日本建築学会計画系論文集第 75 巻第 649 号、
pp695～pp700、2010 年 3 月、堤洋樹・小松幸夫・李祥準・平井健嗣 
（7）老朽軍事施設のリノベーションのための経済性評価方法研究、大韓建築学
会構造系論文集、第18巻5号、pp105～pp112、2002年5月、李祥準・Taekeun 
Park・Chanshik Lee・Yungin Kim 
 
（1） 2007 年度ストックマネジメント白書、東京都市建設行政協議会ストック
マネジメント研究会、2008.4、小松幸夫・李祥準・志毛宏次・眞中正司 
（2） 2008 年度ストックマネジメント白書、東京都市建設行政協議会ストック
マネジメント研究会、2009.5、小松幸夫・李祥準・志毛宏次・眞中正司 
（3） 2009 年度ストックマネジメント白書、東京都市建設行政協議会ストック
マネジメント研究会、2010.4、小松幸夫・李祥準・眞中正司・岩園賢・
石坂泰弘 
 
（1） 日本の公共施設ストックマネジメントの取組みの現状と課題、大阪市主
催「シンポジウム－公共施設のストックマネジメントを考える」、大阪
樟蔭女子大学、2012.1、李祥準 
（2） 日本地方自治体における公共施設マネジメント、韓国ファシリティマネ
ジメント学会主催「KFMA 国際シンポジウム」、ソウル大学（韓国）、
2011.11、李祥準 
 
（1） 第 17 回 KFMA 国際シンポジウムと韓国の FM 事情、JFMA JOURNAL、
No.165、公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会、2012.1 
（2） 日本の技術と国際化、建築雑誌 Vol.126 no.1618、日本建築学会、2011.5 
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Ｎｏ.2 
研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
Proceeding 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（1）公共施設の維持管理に関する研究 －異なる用途の公共施設運営に関する動
向調査－・平井健嗣、藤原誓二、直江大地、李祥準、堤洋樹、小松幸夫(日
本建築学会建築生産シンポジウム論文集、第 27 券、pp245～250、2011.7) 
（2）BIMMS に入力した公共施設情報の活用手法・堤洋樹、李祥準、平井健嗣、
小松幸夫(日本建築学会建築生産シンポジウム論文集、第 27 券、pp251-256、
2011.7) 
（3）地方公共団体の施設マネジメントの取組み状況に関する調査研究・李祥準、
小松幸夫、平井健嗣、堤洋樹(日本建築学会建築生産シンポジウム論文集、
第 26 券、pp235～pp240、2010.7) 
（4）公共施設の維持管理に関する研究 －保全情報システムを活用した学校施設
の一元管理手法の検討－・平井健嗣、小松幸夫、李祥準、堤洋樹(建築生産
シンポジウム論文集、第 26 券、pp229～pp234、2010.7)  
（5）Investigation of Current State through Financial Report Analysis of the 
Municipalities ・ Sangjun YI, Yukio Komatsu, Kenji Hirai, Hiroki 
Tsutsumi (International Conference on Korea Institute of Construction 
Engineering and Management, Vol.9, pp166～pp169, 2009.11) 
（6）地方公共団体の公共施設維持保全状況に関する調査研究・李祥準、小松幸
夫、平井健嗣、堤洋樹(日本建築学会建築生産シンポジウム論文集、第 25
券、pp259～pp265、2009) 
（7）既存建築物の長寿命化改修に関する研究-既存学校施設における外断熱改修
の影響とその効果について-・平井健嗣、小松幸夫、李祥準、堤洋樹(日本建
築学会建築生産シンポジウム論文集、第 25 券、pp273～pp278、2009) 
（ 8） Investigation of Current State Using the Management Condition 
Evaluation of Public Facility in Japan・Sangjun YI, Yukio KOMATSU 
(International Conference on Korea Institute of Construction 
Engineering and Management, 第 8 巻, pp843～pp846, 2008)  
（9）公共施設の維持保全に関する実態調査研究・李祥準、小松幸夫(日本建築学
会建築生産シンポジウム論文集、第 24 券、pp267～pp272、2008) 
（10）A Method of Economic Analysis in Safety Diagnosis for Reconstruction 
Decision of Deteriorated Apartment Houses I・Sangjun YI, Taekeun 
Park(Proceeding of Korea Institute for Structural Maintenance  
Inspection Conference, Vol.4, No.2, pp379～pp386, 2000) 
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Ｎｏ.3 
研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学会発表 （1）地方自治体の組織構造と施設マネジメント関連業務プロセス・李祥準、平
井健嗣、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp411
～pp412、2011.10) 
（2）既存学校施設の長寿命化改修 LCC シミュレーション・植木貴英、平井健嗣、
李祥準、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp451
～pp452、2011.10) 
（3）公共施設保全に役立つ情報管理に関する分析・堤洋樹、李祥準、平井健嗣、
小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp413～pp414、2011.10) 
（4）アンケートを活用した公共施設現地調査のための優先順位選定手法の検
討・佐久間直哉、李祥準、平井健嗣、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術
大会論文集、第 31 巻, pp441～pp442、2011.10) 
（5）地方自治体における先進的な施設マネジメントの取組みに関する研究・中
村怜一郎、李祥準、平井健嗣、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論
文集、第 31 巻, pp439～pp440、2011.10) 
（6）自治体間ベンチマークのための施設管理データ比較分析に関する研究・増
川雄二、李祥準、平井健嗣、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31
巻, pp435～pp436、2011.10) 
（7）アンケートによる地方自治体の公共施設管理に関する動向調査・藤原誓二、
李祥準、平井健嗣、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp447
～pp448、2011.10) 
（8）国立美術館の管理体制・維持費用の分析・山本広貴、李祥準、平井健嗣、
小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp443～pp444、2011.10) 
（9）既存公共施設の長寿命化を考慮した改修手法に関する研究・平井健嗣、李
祥準、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集、第 31 巻, pp419～
pp420、2011.10) 
（10）システムを活用した公共施設維持管理に関する研究 保全情報システム
(BIMMS)の蓄積データ分析を中心に・中村怜一郎、李祥準、平井健嗣、小
松幸夫(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1195～pp1196、2011.8) 
（11）地方自治体における施設維持管理の実態調査 自治体間を超えた比較分析
を中心に・李祥準、増川雄二、平井健嗣、小松幸夫(日本建築学会大会学術
講演梗概集、F-1、pp1197～pp1198、2011.8) 
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Ｎｏ.4 
研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学会発表 （12）既存学校施設の長寿命化を視野に入れた改修手法に関する研究 その 4 実
測調査データを基にした温度応力シミュレーション・平井健嗣、李祥準、今
井大樹、堤洋樹、小松幸夫、新谷眞人(日本建築学会大会学術講演梗概集、
F-1、pp1245～pp1246、2011.8) 
（13）公共施設の長寿命化を視野に入れた維持管理に関する研究その 1 公営住
宅の施設管理に関する動向調査・藤原誓二、李祥準、小松幸夫、平井健嗣、
直江大地(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1247～pp1248、2011.8) 
（14）公共施設の長寿命化を視野に入れた維持管理に関する研究その 2 学校施
設の施設管理に関する動向調査・直江大地、李祥準、小松幸夫、平井健嗣、
藤原誓二(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1249～pp1250、2011.8) 
（15）公共文化施設の運営に関する実態調査 ‐国立美術館の管理体制・維持費
用の分析‐山本広貴、李祥準、平井健嗣、小松幸夫(日本建築学会大会学術
講演梗概集、F-1、pp1259～pp1260、2011.8) 
（16）地方自治体（首都圏）のマンションストックに関する施策の実態調査・佐
久間直哉、李祥準、平井健嗣、小松幸夫(日本建築学会大会学術講演梗概集、
F-1、pp1275～pp1276、2011.8) 
（17）Investigation of Municipal Facility Management on Japan・李祥準、平
井健嗣、堤洋樹、小松幸夫(Conference on Korea Institute of Construction 
Engineering and Management, 第 10 巻, pp175～pp176, 2010.11) 
（18）Prospect for Efficient Interval of Building Inspection and Renovation・
堤洋樹、李祥準、平井健嗣(大韓建築学会学術大会論文集, 第 30 巻, p275～
pp276, 2010.10) 
（ 19 ） Maintenance and Management of Public Facilities (Unified 
Management of School Facilities by Building Information System) ・平井
健嗣、李祥準、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, 第 30 巻, 
p277～pp278, 2010.10) 
（20）Current Status of The Public Facility Management in Japan・李祥準、
平井健嗣、堤洋樹、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, 第 30 巻, p281
～pp282, 2010.10) 
（21）Study of Naming Rights: Focused on the effect on maintenance and 
operation cost・増川雄二、小松幸夫、李祥準(大韓建築学会学術大会論文集, 
第 30 巻, p301～pp302, 2010.10) 
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Ｎｏ.5 
研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学会発表 （22）建築物の長寿命化(延命化)技術に関する調査と評価 公開情報を用いた改
修工事技術及び製品の事例研究・中村怜一郎、小松幸夫、李祥準、平井健司
(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp213～pp214、2010) 
（23）地方自治体における施設マネジメントの実態調査−その 1− 自治体組織体
制分類から見た取組みを中心に・李祥準、小松幸夫、平井健嗣、松本真範(日
本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1217～pp1218、2010) 
（24）地方自治体における施設マネジメントの実態調査−その 2− 階層別業務分
類による業務範囲の比較・松本真範、李祥準、小松幸夫、平井健嗣(日本建
築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1219～pp1220、2010) 
（25）ネーミングライツ（施設命名権）の実態調査 施設維持管理との関連分析
を中心に・増川雄二、小松幸夫、李祥準、平井健司(日本建築学会大会学術
講演梗概集、F-1、pp1223～pp1224、2010) 
（26）既存学校施設の長寿命化を視野に入れた改修手法に関する研究 その 3 
月別に見た外断熱工法による躯体・温熱環境への影響・平井健嗣、小松幸夫、
李祥準(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1255～pp1256、2010) 
（27）既存建築物の長寿命化改修に関する研究-既存学校施設における断熱改修の
影響と効果に関して-・平井健嗣、小松幸夫、李祥準、堤洋樹 (大韓建築学会
学術大会論文集, 第 29 巻, pp725～pp729, 2009.10) 
（28）公共施設の配置の評価手法に関する研究-北九州の教育施設を事例に-・堤
洋樹、李祥準(大韓建築学会学術大会論文集 , 第 29 巻 , pp729～pp732, 
2009.10) 
（29）マンションにおける大規模修繕工事の価格傾向の分析その 2 各工事費の
モデル式作成と因子分析・石原健司、李祥準、小松幸夫(日本建築学会大会
学術講演梗概集、F-1、pp1276～pp1277、2009) 
（30）既存学校施設の長寿命化を視野に入れた改修手法に関する研究 その 1 
夏季における外断熱工法による躯体・温熱環境への影響・平井健嗣、小松幸
夫、李祥準、杉山稔(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1397～
pp1398、2009)  
（31）既存学校施設の長寿命化を視野に入れた改修手法に関する研究 その 2 
冬季における外断熱工法による躯体・温熱環境への影響・杉山稔、小松幸夫、
李祥準、平井健嗣(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1399～pp1400、
2009) 
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研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学会発表 （32）公共団体資産台帳から見た社会資本ストックマネジメント分析 その 1・
荒井悠、李祥準、平井健嗣、小松幸夫、松本真範(日本建築学会大会学術講
演梗概集、F-1、pp1407～pp1408、2009) 
（33）公共団体資産台帳から見た社会資本ストックマネジメント分析 その 2・
松本真範、小松幸夫、李祥準、平井健嗣、荒井悠(日本建築学会大会学術講
演梗概集、F-1、pp1409～pp1410、2009) 
（34）日本における木造専用住宅の平均寿命の推移・堤洋樹、李祥準(大韓建築学
会学術大会論文集, , 第 28 巻, pp585～pp588, 2008) 
（35）共同住宅の長期修繕計画及び大規模修繕工事に関する調査研究 III・李祥
準、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, , 第 28 巻, pp581～pp584, 
2008) 
（36）地方自治体公共施設の運営管理状況調査・李祥準、小松幸夫(日本建築学会
大会学術講演梗概集、F-1、pp1287～pp1288、2008) 
（37）マンションにおける大規模修繕工事の実態調査 その 1 住戸数を中心とし
た見積書の分析・粟田啓介、李祥準、小松幸夫(日本建築学会大会学術講演
梗概集、F-1、pp1557～pp1558、2008) 
（38）マンションにおける大規模修繕工事の実態調査 その 2 築年数グループ分
けによる見積書の分析・熊田智文、李祥準、小松幸夫(日本建築学会大会学
術講演梗概集、F-1、pp1559～pp1560、2008) 
（39）東京都内 26 自治体におけるコミュニティ施設の維持管理現況調査研究・
李祥準、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, 第 27 巻, pp709～pp712, 
2007) 
（40）共同住宅の長期修繕計画及び大規模修繕工事に関する調査研究 II・熊田智
文、李祥準、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, 第 27 巻, pp725～
pp728, 2007) 
（41）地方自治体公共施設の維持管理現状把握調査・李祥準、小松幸夫(日本建築
学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1173～pp1174、2007) 
（42）マンションにおける長期修繕計画の実態調査・熊田智文、李祥準、小松幸
夫(日本建築学会大会学術講演梗概集、F-1、pp1173～pp1174、2007) 
（43）共同住宅の長期修繕計画及び大規模修繕工事に関する調査研究 I・李祥準、
小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, , 第 26 巻, pp561～pp564, 2006) 
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研究業績 
種 類 別 題名、 発表・発行掲載誌名、 発表・発行年月、 連名者（申請者含む） 
学会発表 （44）賃貸マンションの長期修繕計画支援システム開発に関する研究・ジョンヨ
ンハン、李祥準、小松幸夫(大韓建築学会学術大会論文集, , 第 25 巻, pp379
～pp382, 2005) 
（45）賃貸マンションの修繕及び長期修繕計画の業務プロセスモデル構築に関す
る基礎研究・イチュンギョン、李祥準、パクテコン外 2 人 (大韓建築学会学
術大会論文集, , 第 23 巻, pp551～pp554, 2003) 
（46）LCC 分析を用いた老朽軍事施設の解体及び再利用判断方法研究・李祥準、
パクテコン外 2 人(大韓建築学会学術大会論文集, , 第 21 巻 2 号, pp603～
pp607, 2001) 
（47）老朽マンションにおける建替え判定のための安全診断の経済性評価・チェ
ソンウン、李祥準、パクテコン(大韓建築学会学術大会論文集, , 第 21 巻 1
号, pp405～pp408, 2001) 
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